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〇 「第615回審査会合」及び「第646回審査会合」での誤記に関わる対応を踏まえ，本資料にて過去の審査会合資料を引用する際の注記を
下記のとおりとする。
・ 右上の注記

再掲 ： 過去の審査会合資料を，そのまま引用する場合
一部修正 ： 過去の審査会合資料の内容を，一部修正する場合
誤りを修正 ： 過去の審査会合資料の誤りを，正しい記載とする場合

・左下の注記
修正した誤りの内容を記載 （誤りの修正がある場合）



i

下表の指摘事項に対する回答として，敷地周辺及び敷地近傍の地質・地質構造について説明する。

指摘事項等

○ 本資料で回答する指摘事項 ：主に下北半島西部の隆起の評価に関わる審査会合における指摘事項

No. 項目 指摘時期 コメント内容
掲載箇所

本編資料
補足

説明資料

S1-81
下北半島西部

の隆起
第871回会合
（2020.7.3）

隆起再現断層の地表出現領域の可能性がある領域の評価について，「相対的に隆起が速い領域」を赤川
付近の隆起域まで含めるべきと考えている。ついては，隆起再現断層の「地表出現領域の可能性がある領
域」の南東端の根拠について，以下の内容を含め整理したうえで，再度説明すること。

第８章

・ 下北半島西部の北東側海岸のM1段丘面の速度分布に，二枚橋地点より東側のむつ地点や尻屋崎地点
のデータを加えた隆起傾向を再度提示すること。

P.7-8

・ 「相対的に隆起が速い領域」と，赤川付近から東の隆起域が分かれるというのであれば，その考え方を示
すこと。

・ F-14断層の東方に隣接する背斜と向斜のペアとその南東のペアについて，図示出来ない小規模のもの
も含めて全て提示のうえ，地表出現領域の可能性がある領域の設定に考慮した背斜･向斜の考え方を示
すこと。

P.8-20

P.8-19,
P.8-20,
P.8-42

第１章

・ 重力異常との整合性の検討において，地表出現領域の可能性がある領域の南東端付近等で地形･地質
構造と整合する領域を補正しているが，大局的な地質構造を示す重力異常のデータを用いて補正した考
え方を示すこと。

P.8-33 第２章

・ 海岸侵食地形の調査データを全て示し，赤川付近の隆起との関係を説明すること。 P.7-11 第３章

S1-82
下北半島西部

の隆起
第871回会合
（2020.7.3）

敷地周辺の地質･地質構造の審議においては，「隆起再現断層の可能性がある領域」までとし，資料構成
を変更すること。

第８章，
第９章，
巻末参考

―



下北半島西部の地殻変動に関わるコメント回答経緯の整理

【第218回審査会合(2015.4.10)】 （初回説明）

〇 下北半島西部の地殻変動について説明し，大間崎付近の尾根状隆起や背斜構造に
関する地質データの拡充を求めるコメント，大間崎付近の尾根状の隆起が現在も継続
しているというのであれば，これらが敷地に近いため発電所でどのような設計を行うの
かの考え方を説明する旨のコメントを受けた。

【第526回審査会合(2017.11.10)】 （コメント回答その３）

〇 追加調査の評価を含め，陸域の露頭再確認，海上音波探査記録の精査，重力構造
の解析等から下北半島西部に陸域の隆起をもたらす活断層は認められないこと，M1

面旧汀線の分布標高の最大値が東北地方において活断層や地震性隆起の報告等
のある地域の値と比べて明らかに低くなったこと等から下北半島西部は広域的な隆起
のみが生じていると判断されること，奥羽脊梁山地の隆起メカニズムとの比較等から
下北半島西部の広域的な隆起は断層を伴わない非弾性的な変形による隆起と判断し
ていることを説明。
これに対し，大間崎背斜の隆起に関わり大間崎周辺のブーゲー重力異常に関する

検討等のコメント，更に渡辺ほか(2012)に関連した音波探査記録等に関するデータ提
示のコメントを受けた。

【第253回審査会合(2015.7.24)】 （コメント回答その１）

〇 下北半島西部の地殻変動に係る追加調査計画(案)を説明。

【第732回審査会合(2019.6.21)】 （コメント回答その６）

〇 下北半島西部の西側海岸について，段丘面内縁標高より精度が高いＭ１面の旧汀線に高度
不連続は認められないこと，大間崎付近の隆起速度分布には大間崎背斜と同じ波長成分が認
められず，大間崎背斜には後期更新世以降の活動はないことなどから，下北半島西部に陸域
の隆起をもたらす活断層は認められず，また東北地方の隆起傾向との比較等によれば，下北
半島西部にローカル隆起は認められず，広域的な隆起のみが生じていると判断される。しかし
ながら，この広域隆起のうち「相対的に隆起が速い領域」が敷地に近いことから，Ｆ-14断層（孤
立した短い活断層）の不確かさの一環として，「相対的に隆起が速い領域」を説明しうる仮想的
な断層を想定し，耐震設計上の保守性を考慮することを説明。
これに対し，F-14断層の不確かさの一環として設定した仮想的な断層の基本的な考え方に

ついては一定の理解をするものの，走向については任意性があると考えている。ブーゲー重
力異常等の地下の構造，背斜・向斜等の地質・地質構造，リニアメント等の変動地形学の観
点等から，仮想的な断層の走向を時計回りに回転させたケースについても検討し説明するこ
と等のコメントを受けた。

【第579回審査会合(2018.6.1)】 （コメント回答その５）

〇 大間崎周辺のブーゲー重力異常に関する検討結果を提示し，大間崎背斜には後期
更新世以降の活動が認められないことから，耐震設計上の考慮は不要と評価したこと
を説明。また，音波探査記録等を提示し，改めて渡辺ほか(2012)による活断層は認め
られないことを説明。
これに対し，下北半島西部の西側海岸のM1面段丘面内縁標高に段差状のギャップ

があるように見えること，詳細重力解析(密度構造解析) から推定された長波長の褶
曲構造と隆起･地形的高まりとがほぼ一致してみえること等から，大間崎付近の敷地
に近い領域がローカルに隆起していると認められると考えているため調査結果等を踏
まえて，震源断層を仮定することも一つの考え方である等のコメントを受けた。

【第817回審査会合(2019.12.20)】 （コメント回答その７）

〇 F-14断層の走向（N107゜E）で延長するケースに，走向を振ったケースを加えた地形シミュレー
ション結果から「相対的に隆起が速い領域」の再現性が良い等により，F-14断層の走向
（N107゜E）で延長する仮想的な断層は，「相対的に隆起が速い領域」を説明する断層として妥
当と評価していることを説明。
これに対し，広域応力場，リニアメント・大間崎背斜等の地質構造，ブーゲー重力異常等を考

慮のうえ，F-14断層を起点とした仮想的な活断層として想定しうる領域を提示し説明すること
等のコメントを受けた。

【第871回審査会合(2020.7.3)】 （コメント回答その９）

〇 広域応力場，地形･地質構造，重力構造及び更新世の地形発達過程の検討を行い，F-14断
層を起点とした累積的な変位※１を説明する仮想的な活断層及びそれを想定しうる領域を示す
とともに，地震動評価で検討する震源モデルについて，地質・地質構造の検討に基づく設定条
件を説明。

これに対し，累積的な変位と見なす領域に赤川付近を含めること及び累積的な変位を説明
する仮想的な活断層に関する議論は今後の審査で必要に応じて行う等のコメントを受けた。

今回の説明 （コメント回答その11）

〇 後期更新世以降の累積的な変位※１と見なす領域及び仮想的な活断層の設定条
件に関する再検討結果を説明。
仮想的な活断層の詳細については，巻末参考資料に示す。

※１ 「審査ガイド」2.2解説(5) “顕著な海岸隆起によって累積的な変位が認められる地域では，弾性波
探査によって断層が確認されない場合でも，これをもって直ちに活断層の存在を否定せず，
累積的な変位を説明する適切な地殻変動を検討する必要がある。”
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（余白）
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前回ご説明（第871回審査会合）からの主な変更内容及び説明骨子

〇 主な変更内容

下北半島西部の隆起の評価について

下北半島西部の隆起を説明する，F-14断層を起点とする仮想的な活断層（以下，「隆起再現断層」という。）について，これまでは敷

地に近い大間付近に「累積的な変位※１」と見なす隆起域を設定し，その隆起域を再現する断層としての成立性を評価し，地下の構造

（傾斜，アスペリティ）が満たすべき条件及び隆起再現断層の「地表出現領域※２」を示すとともに，地震動評価で検討する震源モデルに

ついて，地質・地質構造の検討に基づく設定条件を整理していた。

今回は，隆起域を再現する断層としての成立性に関する評価を「巻末参考資料」に示すこととして，以下２点の再検討を行い，資料構

成を変更した。

＜検討項目＞

• 「累積的な変位※１」と見なす隆起域の再検討として，大間付近に設定した隆起域（以下，「大間付近の隆起域※３」という。）における

地質・地質構造の特徴を整理し，さらに東方延長の赤川方面への拡張可能性を検討した。

• 隆起再現断層の再検討として，F-14断層を起点として設定した隆起再現断層の地表トレースを想定しうる領域（以下，「隆起再現

断層の想定領域※４」という。）における地質・地質構造の特徴を整理し，さらに東方延長の赤川方面への拡張可能性を検討した。

＜資料構成＞

• 「大間付近の隆起域※３」と「隆起再現断層の想定領域※４」とは，それぞれ異なる地質情報に基づいて設定することになるため，

「隆起再現断層の想定領域※４」に設定する隆起再現断層が，必ずしも 「大間付近の隆起域※３」を再現できるとは限らないことから，

隆起再現断層による「大間付近の隆起域※３」の再現性を隆起シミュレーションにより確認し，成立性が担保される条件となる，地下

の構造（傾斜，アスペリティ）が満たすべき条件及び「地表出現領域※２」を改めて評価する必要がある※５。この評価結果を巻末参考

資料に示す。
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※１ 「審査ガイド」2.2解説(5) “顕著な海岸隆起によって累積的な変位が認められる地域では，弾性波探査によって断層が確認されない場合でも，これをもって直ちに活断層の存在を否定せず，
累積的な変位を説明する適切な地殻変動を検討する必要がある。”

※５ 「審査ガイド」2.2解説(5) “顕著な海岸隆起によって累積的な変位が認められる地域では，弾性波探査によって断層が確認されない場合でも，これをもって直ちに活断層の存在を否定せず，
累積的な変位を説明する適切な地殻変動を検討する必要がある。”

※３ これまでは，「累積的な変位※１」と見なす隆起域について，「相対的に隆起が速い領域」と呼称していたが，今回以降は「大間付近の隆起域」と呼称することとし，「相対的に隆起が速い領域」
は，陸域においては隆起速度1.5～2.0m/kyを超える領域，海域においてはＢ１層（上部更新統）に傾動運動が認められる領域を示す用語として用いる。

※４ これまでは，隆起再現断層の「地表出現領域※２」の候補として，地形・地質構造及び重力構造の検討のみで設定される地表トレースの分布範囲について，「地表出現領域の可能性がある領
域」と呼称していたが，今回以降は「隆起再現断層の想定領域」と呼称することとし，「地表出現領域の可能性がある領域」の呼称は用いないこととする。

※２ 後述の「隆起再現断層の想定領域※４」に地表トレースを持つ隆起再現断層のうち，「大間付近の隆起域※３」の地形発達過程の再現性が確認される隆起再現断層について，それらの地表ト
レースの分布範囲を，これまでと同様に隆起再現断層の「地表出現領域」と呼称する。



前回ご説明（第871回審査会合）からの主な変更内容及び説明骨子

〇 今回資料の説明骨子

下北半島西部の隆起の評価について

• 下北半島西部の広域的な隆起のうち，敷地に近い大間付近に「累積的な変位※１」と見なす仮想的な隆起域（「大間付近の隆起

域※２」）を設定し，その隆起域を説明する仮想的な活断層（隆起再現断層）の地表トレースを想定しうる領域（「隆起再現断層の想

定領域※３」）を，隆起域の縁辺に分布するF-14断層を「地表痕跡※４」と見なして設定する。

• 「大間付近の隆起域※２」は，広域的な隆起には断層を示唆する局所的な変動が認められないため，隆起速度分布及び海域の

傾動といった，「累積的な変位※１」をもたらす現在の地形発達過程に基づいて設定する。ここで設定する「大間付近の隆起域※２」

は，地質諸特性の不連続により，赤川方面には連続しない。

• 「隆起再現断層の想定領域※３」は，重力構造により定める許容範囲とF-14断層と関連する構造として扱う地形・地質構造の分

布範囲とに基づいて設定する。F-14断層の隆起域方向の延長部には，現在の地形発達過程に関わる後期更新世以降の活動が

認められる地形・地質構造が分布しないため，後期更新世以降の活動が認められない過去の地質構造も検討の対象とする。こ

こで設定する「隆起再現断層の想定領域※３」は，地質諸特性の不連続により，赤川方面には連続しない。

• 上記の通り，「大間付近の隆起域※２」は主に現在の地形発達過程に基づいて設定し，「隆起再現断層の想定領域※３」は主に後

期更新世以降の活動が認められない過去の地質構造に基づいて設定することになるため，「隆起再現断層の想定領域※３」に地

表トレースを設定する隆起再現断層が，必ずしも「大間付近の隆起域※２」を再現できるとは限らない。したがって，隆起再現断層

による「大間付近の隆起域※２」の再現性を隆起シミュレーションにより確認し，成立性が担保される条件によって震源モデルを設

定することが不可欠である。

• なお，仮に赤川方面に「大間付近の隆起域※２」とは異なる独立した隆起域を設定した場合でも，「地表痕跡※４」となる地形・地

質構造が分布しないため，赤川方面に隆起再現断層の想定領域を設定することはできない。
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※１ 「審査ガイド」2.2解説(5) “顕著な海岸隆起によって累積的な変位が認められる地域では，弾性波探査によって断層が確認されない場合でも，これをもって直ちに活断層の存在を否定せず，
累積的な変位を説明する適切な地殻変動を検討する必要がある。”

※２ これまでは，「累積的な変位※１」と見なす隆起域について，「相対的に隆起が速い領域」と呼称していたが，今回以降は「大間付近の隆起域」と呼称することとし，「相対的に隆起が速い領域」
は，陸域においては隆起速度1.5～2.0m/kyを超える領域，海域においてはＢ１層（上部更新統）に傾動運動が認められる領域を示す用語として用いる。

※３ これまでは，隆起再現断層の「地表出現領域」（前頁※２参照）の候補として，地形・地質構造及び重力構造の検討のみで設定される地表トレースの分布範囲について，「地表出現領域の可
能性がある領域」と呼称していたが，今回以降は「隆起再現断層の想定領域」と呼称することとし，「地表出現領域の可能性がある領域」の呼称は用いないこととする。

※４ 「審査ガイド」2.1(5)：“「震源として考慮する活断層」とは，地下深部の地震発生層から地表付近まで破壊し，地震動による施設への影響を検討する必要があるものをいう。”
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１．敷地周辺の断層評価の概要 1.1 陸域の地形・地質・地質構造 1-1



大間原子力発電所 下 北 半 島

燧岳
火山地

恐山
火山地

亀 田 半 島

（西部）

津軽半島

松前半島

敷地周辺陸域の地形

• 下北半島西部は，下北山地，燧岳(ひうちだけ)
火山地，恐山(おそれやま)火山地及び大間台地
に大別される。

• 亀田半島南部は，横津(よこつ)山地及び函館
(はこだて)台地にそれぞれ大別される。

• 敷地は，下北半島西部北端の津軽海峡に面し
た大間台地にあり，標高10ｍ～40ｍの海成段丘
面に位置する。

大間原子力

発電所

30ｋｍ

1.1 陸域の地形・地質・地質構造 (1/9)

（南部）

1-2
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大間原子力発電所

大間
（下北半島西部）

赤川

大畑

福浦

脇野沢

川内

恐山

於法岳

燧岳

（亀田半島南部）汐首岬

清水山

敷地周辺陸域の地質層序

1.1 陸域の地形・地質・地質構造 (2/9)

• 下北半島西部では，中新統の海成層を主体とし，一
部に先新第三系が認められ，これらの一部は鮮新世
以降の火山噴出物に覆われる。

• 鮮新統はカルデラ噴火堆積物を主体とする。

1-3
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• 文献，当社による年代測定及
び地層の分布・累重関係の検
討により，各地層の時代を定め
た。

• 年代測定の方法は，先新第
三系はコノドント化石，新第三
系は挟在される凝灰岩及び溶
岩のフィッション・トラック年代
（F・T年代）測定及びカリウム・
アルゴン年代（K-Ar年代）測定，
第四系火山噴出物はフィッショ
ン・トラック年代測定またはカリ
ウム・アルゴン年代測定であり，
銭亀沢軽石流堆積物では挟在
する炭化木の放射性炭素年代
（14C年代）測定等を用いた。

敷地周辺陸域の地質時代の根拠

1.1 陸域の地形・地質・地質構造 (3/9)

8)

1-4
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敷地周辺陸域の段丘面区分：下北半島西部における海成段丘面の模式図

1.1 陸域の地形・地質・地質構造 (4/9)

下北半島西部における海成段丘面の模式断面図

（Ｈ２面，Ｈ１面は，時代

不詳のため本図では省略）

旧汀線

段丘面内縁
町田・新井(2011)10），桑原・山崎(2001)11)

桑原・山崎（2001）11），Machida（1999）12）を基に作成

*)

*)

*)

*: 下流部の河成段丘面を含む。

*)

*)
*) *)

• 下北半島西部の海成段丘面は，上位より，高位段丘面のＨ１面，Ｈ２面，Ｈ３面及びＨ４面，中位段丘面のＭ１面及びＭ３面が判読される。

• Ｍ１面は，海成段丘堆積物を覆うローム層下部に洞爺火山灰が認められることから，MIS5eに形成されたと判断され，Ｍ３面は，段丘堆積
物を覆うローム層下部に阿蘇４火山灰が認められることから，MIS5cに形成されたと判断される。

【Ｈ４面の認定】

• 二枚橋（にまいばし）地域での法面観察※１では，Ｈ４面の海成段丘堆積物とＭ１面の海成段丘堆積物との不整合が確認され，両者が洞爺
火山灰（MIS5ｄ）と田名部AまたはC火山灰（MIS8）とに挟まれることから，前者はMIS７に，後者はMIS5eに，それぞれ形成された海成段丘面
と判断される。

【Ｍ１面及びＭ２面の再認定】

• 地形判読では，旧Ｍ１面と旧Ｍ２面との間には段丘面の勾配の差や段丘崖は認められず，敷地の法面調査でも旧Ｍ１面と旧Ｍ２面の境界
付近において基盤岩上面の形状及び段丘堆積物の分布・性状が連続的であることから，旧Ｍ２面（MIS5e）をＭ１面（MIS5e）に統合する。

※１ 第732回審査会合資料2-2「7.4(4) 二枚橋地点のＨ４」(P.7-81～P.7-86) を参照。
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河成段丘堆積物

町田・新井(2011)10），桑原・山崎(2001)11)

• 下北半島西部の相対的に大きな河川である大畑（おおはた）川及び川内（かわうち）川では，上流～中流域において３段の河成段丘
面が認められる。

• 最上位のＭＦ１面は，大畑川の段丘堆積物中に桑原・山崎（2001）11）で示されている田名部Ａ～Ｃ相当のテフラ粒子が確認されたた
め，MIS８の時代に形成された河成段丘面であると判断される。

• ＭＦ２面は，ＭＦ１面と比較して低い標高に分布し，表面を覆うローム層も薄いため，MIS６の時代に形成された河成段丘面であると判
断される。

• ＬＦ面は，上流～中流域に広く分布し，現河床の直上に分布する段丘面であるため，最終氷期であるMIS２の時代に形成された河成
段丘面であると判断される。

• 一方，下北半島西部沿岸の相対的に小さな河川の下流域等では，前頁に示す海成段丘面が分布する標高付近で，３段の河成段丘
面（Ｌ１面，Ｌ２面，Ｌ３面）及び３段の扇状地性の河成段丘面（Ｍ３ｆ面，Ｍ１ｆ面，Ｈ４ｆ面）が認められる。この他，上流域の野平付近でも扇
状地性の段丘面（Ｍ１ｆ面）が認められる。

下北半島西部の相対的に大きな河川の
中上流域における河成段丘面の模式断面図

下北半島西部の相対的に小さな河川の
下流域等における河成段丘面の模式断面図

敷地周辺陸域の段丘面区分：下北半島西部における河成段丘面の模式図

1.1 陸域の地形・地質・地質構造 (5/9) 1-6

ＬＦ面

ＭＦ２面

ＭＦ１面

段丘面外縁

段丘面内縁
Ｔｏｙａ

Ａｓｏ-４
Ｚ-Ｍ
Ｎｇ

Tn-A～C

MIS2

MIS6

MIS8
Ｈ４ｆ面

Ｍ１ｆ面

Ｍ３ｆ面

Ｌ３面

Ｌ２面

Ｌ１面

Ｔｏｙａ

Ａｓｏ-４
Ｚ-Ｍ
Ｎｇ

MIS6～7

MIS5d～5e

MIS5a～5c

MIS1～4

第871回審査会合
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1.1 陸域の地形・地質・地質構造 (6/9)

空中写真による地形判読，地表踏査，ボーリング調
査等によれば，下北半島西部沿岸では，佐井（さい）
～脇野沢（わきのさわ）の海岸を除く広い範囲におい
て海成段丘面が認められ，沿岸部及び内陸の河川
沿いの低地において河成段丘面が認められる。

下北地域

亀田地域

敷地周辺陸域の段丘面分布

（ L1面, L2面, L3面, LF面）

（L1面, L2面, L3面）

佐井

脇野沢

1-7
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A A’

福浦

大間

大間原子力発電所

半ドーム状
構造の中心。

地質凡例

1.1 陸域の地形・地質・地質構造 (7/9)

敷地周辺陸域の地質構造：地質平面

※１ 文献地質断層のうち折戸山付近の文献地質断層に関わる調査の詳細は，第
732回審査会合資料2-2「1.1.1 折戸山付近の文献地質断層」を参照。 材木川沿
い，奥戸川沿い及び易国間川沿いの文献地質断層に関わる調査の詳細は，第
579回審査会合資料 資料1-1-2，「1.3 文献地質断層」（P.35～P.76）を参照。

変動地形判読，地表踏査，ボーリング調査等によれば，以下の点が認められる。

• 地質調査所発行1/5万地質図幅「大間・佐井」13），「大畑」14）及び青森県土地分類
基本調査「大間・佐井」の表層地質図15）が断層を図示している材木（ざいもく）川沿い，
奥戸（おこっぺ）川沿い，易国間（いこくま）川沿い及び折戸山（おりとやま）付近の中
新統には断層は認められない。※１

• 新第三系中新統には，福浦（ふくうら）付近の先新第三系を中心として外側に向
かって順次新しい地層が分布する半ドーム状構造が認められる。

• 新第三系鮮新統には，半ドーム状構造を切って盆状構造が認められ，半ドーム状
構造は新第三系鮮新統以上には及んでいない。

• 大間南東方の中新統には，帯状に下位層が分布する地層の高まりが認められる。

1-8

下位層が帯状に分布してお
り，ＮＷ－ＳＥ方向へ延びる地
層の高まりが認められる。
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地質凡例

• 中新統以下の地層には，福浦北方を中心とした
半ドーム状構造と大間南東方の地層の高まりが
認められる。

• Ｅ－Ｅ’断面に示す通り，新第三系鮮新統の地
層は，中新統以下の半ドーム状構造を切って盆状
構造を示し，新第三系鮮新統以上には，半ドーム
状構造は及んでいない。

• 半ドーム状構造をもたらした隆起は，中新世末
期から鮮新世の初期にかけて活動し，鮮新世の
早い時期に活動を終えたと判断される。

1

1

A A’

B

C C’

D D’

地層名 地層名

1.1 陸域の地形・地質・地質構造 (8/9)

大
間
南
東
方

福
浦
北
方

B’
半ドーム状

構造の中心 地層の高まり

盆状構造

半ドーム状
構造の中心

E E’福
浦
北
方

敷地周辺陸域の地質構造：地質断面

1-9
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福浦

大間 ＮＷ－ＳＥ方向へ延びる地
層の高まりを，「大間崎背斜」
とよぶ。

奥戸川

1.1 陸域の地形・地質・地質構造 (9/9)

下北半島西部の地質構造：走向線

• 新第三系中新統は，福浦北方の先新第三系を中心とする半
円状の走向，中心から外側へ向く傾斜を示し，地層分布から
推定される半ドーム状構造と整合する。

• 北端付近のＮＷ－ＳＥ方向へ延びる地層の高まりには背斜
構造が認められる（以後，大間崎背斜とよぶ）。

• 鮮新統は，同心円状の走向，中心に向かってやや傾斜する，
すり鉢状の盆状構造を示す。

佐井

1-10
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当社の海上音波探査※１

総延長：約3,400ｋｍ
マルチチャンネル
（曳航式・定置式）

高分解能マルチチャンネル
シングルチャンネル
屈折法探査

他機関の海上音波探査※１

総延長：約2,700ｋｍ
マルチチャンネル
東京電力㈱・東北電力㈱
石油公団（石油開発公団）
東京大学海洋研究所
電力中央研究所

高分解能マルチチャンネル
産業技術総合研究所・北海道立総合研究機構地質研究所
（以下，「産総研・道総研」という）

シングルチャンネル
日本原子力船研究開発事業団
地質調査所
産総研
産総研・東海大学
（以下，「産総研・東海大」という）
産総研・道総研
海上保安庁水路部
国土地理院

敷地前面海域の海上音波探査測線

1.2 海域の地形・地質・地質構造 (1/8)

※１ 海上音波探査の仕様は，第579回審査会合資料1-1-2「3.1 海上音波探査の諸元・数量」を参照。

半径30ｋｍの範囲と，その西方海域及び南方海域に広げた領域を「敷地前面海域」とし，当社及び他機関の海上音波探査記
録により，全域の地質構造を把握する。

1-12

大間原子力発電所

30ｋｍ

30ｋｍ

矢越岬

高野崎

蟹田川
夏泊崎

牛ノ首岬

第871回審査会合
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敷地前面海域の海底地形図

1.2 海域の地形・地質・地質構造 (2/8)

• 敷地前面海域の海底地形は，水深約110ｍ付近の傾斜
変換部を境にして，沿岸側の大陸棚とその沖合側の大陸
斜面とに区分される。

• 大陸棚は，海岸から沖合方向に約10/1,000～約30/1,000
の比較的緩やかな勾配を示す。

• 大陸棚沖合の斜面は，その特徴から，大間海脚と汐首
（しおくび）海脚とに挟まれた海域，及びこれに接する西側
と東側との３海域に分けられる。

• 大間海脚と汐首海脚との間には海底水道があり，その両
側は勾配が約50/1,000～約140/1,000を示す急斜面となっ
ている。

• 海底水道の西側の海域には，水深約170ｍ～約220ｍの
起伏に乏しい平坦面（津軽海盆）が分布し，東側の汐首海
脚南東方海域には，水深約210ｍ～約250ｍの起伏に乏し
い平坦面が分布する。

• 海底水道の斜面及び大陸棚の緩斜面には，海底地すべ
りを示唆する地形が７箇所（Ms-１～Ms-７）分布する。

1-13

大陸棚外縁

大陸棚沖合の斜面下または斜面内
に見られる平坦面

地すべり地形の可能性がある範囲
（矢印はすべり方向）

カルデラの可能性がある個所

凡 例

Ms-１

等深線は当社の資料に，海上保安庁水路部沿
岸の海の基本図「竜飛埼」16），「白神岬」17）等の
地形図を，陸奥湾については，国土地理院沿
岸海域地形図「平舘海峡」18），「青森」19）並びに
沿岸広域地形図「陸奥湾」20）を加え編集した。

大間原子力発電所

津 軽 海 盆

陸 奥 湾

平
舘
海
峡

30km

夏泊半島

汐首海脚南東方海域

第871回審査会合
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1.2 海域の地形・地質・地質構造 (3/8)

敷地周辺海域の区分と地質層序 （1/2）

Ｑ層/Ｔ層

Ｃ層/Ｄ層

Ｃ層，Ｄ層

Ｄ層/E層

Ｂ１層 Ｑｐ層/Ｔｐ層

Ｄ層

f

d

c
b

e

a

h

g

• 敷地周辺海域を「敷地前面海域」と「外側海域」に分け，さらに「外側海域」を「日本海海域」，「太平洋西
側海域」及び「太平洋東側海域」に細分し，計４つのエリアにおいて，それぞれ音波探査記録断面図の解
析により地層区分を行う。

• 区分された地層の年代は，海上ボーリング及び海底採取試料の分析結果，文献資料との対比及び陸
域における地層分布との対比により決定する。

1-14

a～h

柱状採泥点

海上ボーリング地点

陸域の地層分布との対比位置

文献による地質断面図位置

地質断面図位置

地層の年代を確認した地点名

凡 例

第871回審査会合
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1.2 海域の地形・地質・地質構造 (4/8)

敷地周辺海域の区分と地質層序 （2/2）

1-15

※１ 敷地前面海域における分析結果等については，第579回審査会合資料1-1-2

「3.2 敷地前面海域の地層の年代評価」を参照。

※２ 外側海域における分析結果等については，第579回審査会合資料1-1-2「3.3 

外側海域の地層の年代評価」を参照。

h

※２

※１

※２

g

ha

b

b

d
e

b

e

海上音波探査の記録パターンの検討により，各地層を区分し，当社採取試料による年代
測定，文献資料との対比及び陸域における地層分布との対比により時代を定める。

• 年代測定の方法は，D層は海上ボーリング試料のフィッション・トラック年代測定及び海
底採取試料の微化石分析，C層は海底採取試料の微化石分析，B１層は海底採取試料
の火山灰分析を用いる。

• 断層の活動性評価の基準面は，敷地前面海域では上部更新統のB１層の下面，日本
海海域及び太平洋西側海域では下部更新統以下のQ層/T層の境界面，太平洋東側海
域では下部更新統以下のQp層/Tp層の境界面とする。

音波探査断面の対比

第871回審査会合
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• 音響基盤であるE層は中新統以下に
対比される。

• B１層の年代は，阿蘇４火山灰層（8.5
～９万年前），十和田カステラ火山灰層
（阿蘇４火山灰と洞爺火山灰（11.2～
11.5万年前）の間）の挟在により認定さ
れる。

• 後期更新世以降の活動は，B１層下
面の変位・変形によって評価する。

1.2 海域の地形・地質・地質構造 (5/8)

敷地前面海域の地質層序（敷地周辺陸域の地層との対比）

1-16
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（余白）

1-17



敷地前面海域の地質平面

1.2 海域の地形・地質・地質構造 (6/8)

※１ 海域の平面図に示す背斜軸・向斜軸は，次の４条件を満たすものを示し
ている。１）地層に成層構造が確認される，２）系統的な変形構造が認められ
る，３）変位量が大きい，４) ２測線以上に連続する。

※２ 「日本地方地質誌の東北地方」に示される文献地質断層については，第
579回審査会合資料 資料1-1-2「1.4 文献による「黒松内-釜石沖構造線」」を
参照。

• 海上音波探査によれば，下北半島西部沿岸には，陸域
の隆起をもたらす活断層は認められない。※２ ※３

• 中期～後期更新統に相当するB１層～B３層は，下北半島
西部の敷地周辺海域に広く分布する。

• 新第三系中新統及び先新第三系に相当するＥ層は，汐
首海脚，大間海脚，下北半島西部西岸及び夏泊（なつどま
り）半島にかけての南北方向に，分布深度の浅い領域が連
続する。

※３ 大間海脚西側の背斜構造については，第579回審査会合資料 資料1-1-
2「1.6 大間海脚西側の背斜構造」を参照。

1-18

凡 例

陸海連続弾性波探査
（追加調査にて実施）

※1

※1

Ａ Ｂ 海底地質断面図
（P.1-19, P.1-20）の位置大間原子力発電所

Ｃ

Ｄ

30ｋｍ

I Ｊ

夏泊半島

今別

知内

函館

大間

蟹田

陸 奥 湾

平
舘
海
峡

津軽海盆

震源として考慮する撓曲

汐首海脚南東方海域
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津軽海盆

津軽海盆

F-4

F-15

海底水道

海底水道

敷地前面海域の地質断面（1/2）

凡 例

I
J

N
o
.
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N
o
.
6
3
1
S
M

Gb-20B

CR-41

0 5km
V.E.=5

1.2 海域の地形・地質・地質構造 (7/8) 1-19

津軽海盆
海底水道

F-15

角度は水平・垂直比が１：１
の傾斜角度 汐首海脚南東方海域

• Ｅ層は，大局的には大間海脚から汐首海脚が浅く，両側の津軽海盆（最深部-1,800ｍ
程度）と汐首海脚南東方海域（最深部-1,000ｍ程度）が深い。被覆するＤ層以上には，
深部に向かい地層が傾斜し層厚が増える傾向が認められることから，この大局的な変
形をもたらす運動は，鮮新世以降に活動していると判断される。

• さらに大間海脚付近のＥ層には，波長の短い標高差200ｍ～300ｍ程度の凹凸の繰返
しが認められる。この凹凸はＤ層下部に及ぶものの中部以上には及ばないことから，こ
れら凹凸を形成した運動は，鮮新世の初期に活動を終えたと判断される。

海底水道

第871回審査会合
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• I-J断面において，大局的にはＥ層は夏泊半島北方沖が浅く，両側の陸奥（むつ）湾西部
（最深部-1,300ｍ程度）と陸奥湾東部（最深部は調査範囲外）が深い。

• 夏泊半島沖のＥ層を被覆するＤ層及びＣ層には，深部に向かい地層が傾斜し層厚が増え
る傾向が認められることから，この大局的な変形をもたらす運動は，鮮新世以降に活動して
いると判断される。

敷地前面海域の地質断面（2/2）

凡 例

F-30
F-28

F-33
F-32

F-27

0 5km

角度は水平・垂直比が１：１
の傾斜角度

V.E.=5

I J

N
o
.
6
3
1
M
A

N
o
.
6
3
1
S
M

Gb-20B
CR-41

夏泊半島

陸奥湾

平舘海峡

1.2 海域の地形・地質・地質構造 (8/8) 1-20
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広域のブーゲー重力異常分布及び磁気異常分布

ブーゲー重力異常図
（補正密度2.3g/cm3）

磁気異常図 中塚・大熊(2009）22）

• 東北日本の重力構造は，先古
第三系の分布域と対応が良く，
先古第三系が分布する北上山
地，先古第三系が浅部に分布
する下北半島，津軽半島，亀田
半島，松前半島に高重力異常
域が認められる。

• 松前半島から津軽半島にかけ
て，亀田半島から下北半島西
部を通り夏泊半島にかけて及び
下北半島東部では，各々の間
に低重力異常域を挟んで南北
方向に高重力異常域が連続し
ている。

産総研(2013）21）

北
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地

奥
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軽
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夏
泊
半
島

• 東北日本の磁気異常はブー
ゲー重力異常とは対応しておら
ず，太平洋側沖に南北方向の強
い正の磁気異常の帯が認めら
れる。

• 下北半島西部には津軽半島北
端と連なる東西方向の正の磁気
異常の帯が認められる。※１

1.3 陸域・海域の地球物理学的特性 (1/3)

※１ 磁気異常分布の詳細については，
第579回審査会合資料 資料1-1-2
「2.2 磁気解析」を参照。

1-22
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広域ブーゲー重力異常

重力測点分布図

1.3 陸域・海域の地球物理学的特性 (2/3)
測点凡例
●：陸上及び海底重力測定点（産総研, 2013）21）

●：陸上及び海底重力測定点（産総研, 2013［当社提供］）21）

●：船上重力測定点（産総研, 2013）21）

ブーゲー重力異常図（補正密度2.3g/cm3）
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産総研(2013）21）を使用

①
②

③

グリッド間隔 ： 500m
コンタ間隔 ： 5mGal

※１ 下北半島西部の重力構造の詳細検討結果については，第732回審査会合資料2-2 「1.3.1 重力構造の詳細検討」を参照。

[m]

[m]
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• 左図は，産総研（2013）21）のグリッドデータを用いて作成した，津軽海峡を中心とした広域のブーゲー重力異常図である。右図には，重力
測点分布を示す。※１

• 本地域の重力構造は，おおむね南北走向を示し，西側から「①松前半島から津軽半島西部に延びる高重力異常域」，「②亀田半島から
下北半島西部，夏泊半島に延びる高重力異常域」及び「③尻屋海脚から下北半島東部沿岸に延びる高重力異常域」が認められる。

第871回審査会合
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広域ブーゲー重力異常の一次微分

・ 重力急変部は，重力異常水平一次微分が大きく鉛直一次微分のゼロコンタが通過する区間として認識され，断層の存在が示唆される。

・ 「①松前半島から津軽半島西部に延びる高重力異常域」では，東縁に分布する森断層，函館平野西縁断層帯及び青森湾西断層，さらに東側
の根岸西方断層が明瞭な重力急変部として現れており，他にMIS5eの旧汀線標高の大きな松前半島西縁に重力急変部が現れている。

・ 「②亀田半島から下北半島西部，夏泊半島に延びる高重力異常域」では，亀田半島及び夏泊半島の東縁及び西縁に短い重力急変部が現れ
ているものの，下北半島西部では，明瞭な重力急変部は認められない。
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産総研(2013）21）を使用
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③

①
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③

1.3 陸域・海域の地球物理学的特性 (3/3)

グリッド間隔： 500m，コンタ間隔： 0.0005mGal/m

水平・鉛直一次微分の重ね合わせ図
（白実線：鉛直一次微分のゼロコンタ）

23） 24）

25）
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空中写真判読

活動性調査

（活動性・端部の調査）
周辺陸域

（30ｋｍまで）
（敷地を中心と

する半径
約30ｋｍ以内）

周辺陸域
（30ｋｍ以遠）
（敷地を中心と

する半径
約30ｋｍ以遠）

文献に示される全ての
活断層及びリニアメント

後期更新世以降に
活動した可能性・
活動区間の評価

【活動性評価の対象とする断層等※１の抽出】 【活動性評価】

文献調査

全ての「断層地形の
可能性がある地形」

陸域における活断層の抽出・評価フロー

1.4.1 活断層調査の概要 (1/6)

文献に示される全ての
活断層及びリニアメント

文献調査

断層長さと敷地
への距離から，
敷地への影響が

大きいと評価
する断層等

評価対象の抽出※２

• 陸域の活断層調査においては，敷地からの距離約30ｋｍ以内の周辺陸域と，敷地から約30ｋｍ以遠の周辺陸域とで，活
動性評価の対象とする断層等の抽出方法を変えている。

• 周辺陸域（30ｋｍまで）では，文献調査及び空中写真判読等で抽出された全ての断層等を，活動性評価の対象とする。

• 周辺陸域（30ｋｍ以遠）では，文献に示される全ての断層等について，連続性を考慮した場合を含め長さ20ｋｍを越える断
層等のうち敷地に近いものを抽出する。

※１ 本資料では，「活断層」，「リニアメント」及び「断層地形の可能性がある地形」を総称して「断層等」と呼ぶものとする。

※２ 周辺陸域（30ｋｍ以遠）では，延長線に並ぶ同センスの断層の連続性を考慮した場合を含め，長さ20ｋｍを越える断層等のうち，敷地に近いものを抽出する。

※３ 近接して延長線に並ぶ断層等がある場合（地溝状配置，逆向き低崖等を含む）は，断層の走向・傾斜・変位センスが整合的であり，地質構造，重力構造等の連続性
が認められる場合，一連の断層と評価する。

活
動
性
評
価
の
対
象
と
す
る
断
層
等

全
て
の
断
層
等

（P.1-28） （P.1-29）

震
源
と
し
て
考
慮
す
る
活
断
層

（P.1-31）

近接して延長線に並ぶ
断層等の連続性の評価

（連続性の調査）

※３

後期更新世

以降の活動を

否定できない。
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海上音波探査

1.4.1 活断層調査の概要 (2/6)

• 海域の活断層調査においては，敷地からの距離約30ｋｍを含む敷地前面海域とその外側海域とで，活動性評価の対象と
する断層等の選定方法を変えている。

• 敷地前面海域では，文献に示される全ての活断層に加え，海上音波探査で判読された断層のうち，連続性のある断層を，
活動性評価の対象とする。

• 外側海域では，文献に示される全ての断層等について，連続性を考慮した場合を含め長さ20ｋｍを越える断層等のうち敷
地に近いものを抽出する。

敷地前面海域
（敷地を中心とす
る半径約30ｋｍの
範囲，その西方
及び南方海域）

外側海域
（敷地前面海域
の外側の海域）

判読された
全ての断層

文献に示される
全ての活断層

文献調査

断層長さと敷地
への距離から，
敷地への影響が

大きいと評価
する断層

評価対象の抽出※２

文献に示される
全ての活断層

文献調査

連続性のある
断層

評価対象の抽出※１

※１ 敷地前面海域では，複数の測線に連続する断層を「連続性のある断層」，連続しない断層を「連続性のない断層」とし，「連続性のある断層」を抽出する。 「連続性の
ない断層」の詳細は，第579回審査会合資料1-1-2「6.3 連続性のない断層」及び第549回審査会合資料 机上配布資料の海上音波探査記録図集を参照。

※２ 外側海域では，延長線に並ぶ同センスの断層の連続性を考慮した場合を含め，長さ20ｋｍを越える断層のうち，敷地に近いものを抽出する。

※３ 近接して延長線に並ぶ断層がある場合（地溝状配置，逆向き低崖等を含む）は，断層の走向・傾斜・変位センスが整合的であり，地質構造，重力構造等の連続性が
認められる場合，一連の断層と評価する。

海域における活断層の抽出・評価フロー

【活動性評価の対象とする断層の抽出】

活
動
性
評
価
の
対
象
と
す
る
断
層

全
て
の
断
層

（P.1-28） （P.1-29）

活動性調査

（活動性・端部の調査）

後期更新世以降に
活動した可能性・
活動区間の評価

【活動性評価】

震
源
と
し
て
考
慮
す
る
活
断
層

（P.1-31）

（連続性の調査）

後期更新世

以降の活動を

否定できない。

近接して延長線に並ぶ
断層の連続性の評価 ※３
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30ｋｍ

100ｋｍ

大間原子力発電所

1.4.1 活断層調査の概要 (3/6)

文献調査，空中写真判読及び海上音波探査により把握した全ての断層等※1

• 陸域については，100ｋｍ内は文献調査
により活断層及びリニアメントを把握し，さ
らに30ｋｍ内は空中写真判読により，「断層
地形の可能性がある地形」を判読した。

• 海域については，100ｋｍ内は文献調査
により活断層を把握し，さらに敷地前面海
域では海上音波探査により判読された全
ての断層を把握した。

• これらの中から，活動性評価の対象とす
る断層等を抽出した結果を次頁に示す。

※１ 凡例はP.1-30に示す。

（活動性評価の対象とする断層等の抽出前）

1-28
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1.4.1 活断層調査の概要 (4/6)

活動性評価の対象とする断層等※１

30ｋｍ

100ｋｍ

⑪

⑩

㊿

⑯

⑳

⑭

㊳

㊸

⑮

㉑
㉒ ㉓

㉔

⑫
㉖

㉗

㊴

㊼

㊾

㊻
①

②
③

④

⑤

⑥

⑨⑧

㊽

⑦

㉕

㉛㉚

㊹

㊺

大間原子力発電所

※１ 凡例はP.1-30に示す。

⑬
⑰

⑱⑲

㉞㉝㉜

㉟

㊱

㊲

㊵
㊶

㊷

㉙㉘

1-29

※２ 第579回審査会合資料 ※３ 第732回審査会合資料

本編資料
補足

説明資料

① - 3.2.1

② - 3.2.2

③ - 3.2.3

④ - 3.2.4

⑤ - 3.2.5

⑥ - 3.2.6

⑦ 3.2 -

⑧
⑨

⑩ 4.3.3 -

⑪ 4.2.3 -

⑫ - 5.3

⑬ - 5.3

⑭ Ｆ－２断層
⑮ Ｆ－３断層
⑯ Ｆ－４断層
⑰ - 5.3
⑱ - 5.3
⑲ - 5.3
⑳ - 5.3
㉑ - 5.3
㉒ - 5.3
㉓ - 5.3
㉔ - 5.3
㉕ 5.2 -
㉖ - 5.3
㉗ - 5.3
㉘ Ｆ-18断層
㉙ Ｆ-19断層
㉚ Ｆ-20断層
㉛ Ｆ-21断層
㉜ Ｆ-22断層
㉝ Ｆ-23断層
㉞ Ｆ-24断層
㉟ Ｆ-25断層
㊱ Ｆ-26断層
㊲ Ｆ-27断層

㊳ Ｆ-28断層

㊴ Ｆ-29断層
㊵ Ｆ-30断層
㊶ Ｆ-31断層
㊷ - 5.3
㊸ - 5.3

㊹ - 5.4

㊺ - 5.4

㊻ - 6.2

㊼ - 6.3

㊽ - 6.4

㊾ 6.2 -

㊿ 6.3～6.5 -

断層名
記載箇所

陸
域

周辺陸域
（30ｋｍまで）

二ッ石リニアメント

材木リニアメント

原田東方リニアメント

赤川リニアメント

福浦リニアメント

野平リニアメント

清水山南方断層

恐山東山麓リニアメント （西側）
- 3.2.7

恐山東山麓リニアメント （東側）

Ｆ－９断層

周辺陸域
（30ｋｍ以遠）

函館平野西縁断層帯 （陸域）

根岸西方断層 （陸域）

海
域

敷地前面海域

Ｆ-15断層

Ｆ－１断層

函館平野西縁
断層帯
（海域）

Ｆ-10断層
Ｆ-11断層

4.3.4 -

Ｆ－５断層
Ｆ－７断層
Ｆ－８断層

F-28～31断層 - 5.3

Ｆ-12断層
Ｆ-13断層
Ｆ-14断層
Ｆ-16断層
Ｆ-17断層

敷地西方沖
断層

5.3 -

根岸西方断層
（海域）

4.2.4 -

Ｆ-32断層
Ｆ-33断層

渡辺ほか（2012）　 の海底活断層

上村（1975）　 の下北海岸断層

外側海域

大陸棚外縁断層

恵山岬東方沖撓曲

恵山岬北方沖撓曲

恵山岬東方沖断層

国交省（2014）　 のＦ18断層

28）

27）

29）

※３

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

抽出された活動性評価の対象とする断層等を示す。
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1.4.1 活断層調査の概要 (5/6)

30）31）32）

33）34）35）36）37）

16）17）38）39）40）41）42）43）

27）

44）

45）

47）

48）

29）

44）

49） 50）

28）

当社が活動性評価の対象とする断層

断層（伏在断層）

断層等（Dランク）

等

46）

連続性のない断層

撓曲

当社が活動性評価の対象とする断層等

断層等（Eランク）

撓曲

25）

1-30

今泉ほか編(2018)による凡例

（短線は縦ずれの低下側を示す。）
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当社が震源として考慮する活断層
と評価する断層

断層（伏在断層）（ ）

撓曲

凡 例

（陸域）
断層等

撓曲

（海域）

国交省（2014）29）によるF18断層

①

②-2 ②-1

③

⑪
⑫

⑩

⑬

⑭

⑥

⑦

⑧

⑨

大間原子力発電所

30ｋｍ

④

⑤

100ｋｍ

敷地周辺における震源として考慮する活断層
敷地周辺における

震源として考慮する活断層

文献調査，空中写真判読及び海上音波探査により，活
断層の可能性がある断層等を50条抽出し，活動性調査
により14条を震源として考慮する活断層と評価した。※１

1-31

①根岸西方断層 約38ｋｍ 約50ｋｍ

②-1 約31ｋｍ 約42ｋｍ

②-2 約33ｋｍ 約43ｋｍ

③奥尻海盆北東縁断層 約31ｋｍ 約103ｋｍ

④奥尻海盆東縁断層 約50ｋｍ 約86ｋｍ

⑤西津軽海盆東縁断層 約43ｋｍ 約96ｋｍ

⑥恵山岬東方沖断層 約47ｋｍ 約73ｋｍ

⑦清水山南方断層 約11ｋｍ 約28ｋｍ

⑧Ｆ-14断層 約3.4ｋｍ 約12ｋｍ

⑨敷地西方沖断層 約7.2ｋｍ 約20ｋｍ

⑩Ｆ－５断層 約2.9ｋｍ 約35ｋｍ

⑪Ｆ－８断層 約11ｋｍ 約37ｋｍ

⑫Ｆ－９断層 約6.6ｋｍ 約32ｋｍ

⑬Ｆ-28断層～Ｆ-31断層 約13.1ｋｍ 約44ｋｍ

⑭Ｆ-33断層 約7.3ｋｍ 約50ｋｍ

　同時破壊を否定でき
ないものとし，国交省

（2014）29）によるF18断
層の位置で評価する。
（評価長さ137ｋｍ）
（距離　約92ｋｍ）

②函館平野西縁断層帯

敷地から
の距離

断層名 評価長さ 備考

②-1は海域南東延長
部を含み，②-2は海域
南西延長部を含む。

※１ 下北半島西部の隆起への対応については，本編資料 「８.下北半島西部の隆起への耐震設計上
の考慮」を参照。

1.4.1 活断層調査の概要 (6/6)
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• 周辺陸域（30ｋｍまで）において震源として考慮する活断層は，「清水山南方断層」である。

• 周辺陸域（30ｋｍ以遠）において震源として考慮する活断層は，「根岸西方断層」及び「函館平野西縁断層帯」である。これら２
条の断層は，海域へ連続する。

活動性調査
（活動性・端部・連続性の調査）

周辺陸域
（30ｋｍまで）

（敷地を中心と
する半径

約30ｋｍ以内）

周辺陸域
（30ｋｍ以遠）
（敷地を中心と

する半径
約30ｋｍ以遠）

・根岸西方断層
・函館平野西縁断層帯

・清水山南方断層

・根岸西方断層
（「根岸西方断層」の陸域部）

・函館平野西縁断層帯
（「函館平野西縁断層帯」の

陸域部）

文献に示される
全ての活断層

及び
リニアメント • 後期更新世以降に活動

した可能性・活動区間の
評価

• 近接して延長線に並ぶ
断層の連続性の評価

断層長さと敷地
への距離から，
敷地への影響が

大きいと評価
する断層等

【抽出】 【活動性評価】
文献調査

全ての
「断層地形の
可能性がある

地形」

文献調査

※１ 文献及び空中写真判読により抽出。
※２ 空中写真判読により抽出。

陸域における活断層の抽出・評価結果

震源として考慮する活断層
（P.1-38）

震源として考慮する活断層
（P.1-40）

1.4.2 陸域の活断層（概要） (1/7)

・二ッ石リニアメント※２

・材木リニアメント※２

・原田東方リニアメント※２

・赤川リニアメント※２

・福浦リニアメント※１

・野平リニアメント※１

・清水山南方断層※１

・恐山東山麓リニアメント※２

文献に示される
全ての活断層

及び
リニアメント

評価対象の抽出

活動性評価の対象とする断層等
（P.1-35, P.1-36）

全
て
の
断
層
等

空中写真判読

活動性評価の対象
とする断層等（P.1-39）

活動性調査
（活動性・端部・連続性の調査）

• 後期更新世以降に活動
した可能性・活動区間の
評価

• 近接して延長線に並ぶ
断層の連続性の評価

1-34
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大間原子力発電所

福
浦

野
平

清水山南方

（亀田半島南部）

（下北半島西部）

1.4.2 陸域の活断層（概要） (2/7)

周辺陸域（30ｋｍまで）における活動性評価の対象とする断層等（1/2）：文献調査

• 文献調査により，周辺陸域（30ｋｍまで）において全ての活断層及び
リニアメントを活動性評価の対象とする断層等として抽出した。

• 活断層研究会編（1991）44)には，「清水山南方断層」，「福浦付近のリ
ニアメント」及び「野平（のだい）付近のリニアメント」が示されており，い
ずれも「活断層の疑のあるリニアメント（確実度Ⅲ）」とされている。

• 寒川ほか（1984）49)，山崎ほか（1986）50)及び今泉ほか編（2018）25)に
は，活断層あるいは推定活断層は示されていない。

番号 断層・リニアメント名
文献※２

による確実度
長さ

敷地からの
距離

① 清水山南方断層 Ⅲ 約10ｋｍ 約27ｋｍ

② （福浦リニアメント）※１ Ⅲ 約2.5ｋｍ 約22ｋｍ

③ （野平リニアメント）※１ Ⅲ 約4.5ｋｍ 約28ｋｍ

※１ 活断層研究会編（1991）44)に名称なし。当社による呼称。
※２ 活断層研究会編（1991）44）。

活動性評価の対象とする断層等 （文献調査）

凡　　 例

陸上活断層

活断層であること

が確実なもの

（確実度Ⅰ）

活断層であると推

定されるもの

（確実度Ⅱ）

活断層の疑のある

リニアメント

（確実度Ⅲ）

短線は縦ずれの低下側を、矢印は横ず

れのむきを示す。

活　 傾　 動

地形面の傾き下る方向

①　清水山南方 断層崖　　　 山地斜面
NE(100

～150)

104年

断層形態　　変位基準

断　層　変　位

備　 考
平均変

位速度

　

m/103年

上　 下
成　 分
隆起側
　 m

横ずれ
成　 分
む　 き
　 m

10 WNW

活断層研究会編（1991）44)による活断層の諸元一覧表
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1.4.2 陸域の活断層（概要） (3/7)

• 空中写真判読により，周辺陸域（30ｋｍまで）において判読された，全ての
「断層地形の可能性がある地形」を活動性評価の対象とする断層等として
平面図に示し，表にまとめた。

• 文献調査により抽出した，「清水山南方断層」，「福浦リニアメント」，「野平
リニアメント」は，空中写真判読でも抽出された。

番号 断層・リニアメント名
当社による
ランク※１

文献※２

による確実度
空中写真で
判読した長さ

敷地からの
距離

① 二ツ石リニアメント Ｅ なし 約0.4ｋｍ 約２ｋｍ

② 材木リニアメント Ｄ なし 約１ｋｍ 約５ｋｍ

③ 原田東方リニアメント Ｅ なし 約1.5ｋｍ 約８ｋｍ

④ 赤川リニアメント Ｄ なし 約１ｋｍ 約17ｋｍ

⑤ 福浦リニアメント Ｄ Ⅲ 約２ｋｍ 約22ｋｍ

⑥ 野平リニアメント Ｅ Ⅲ 約4.5ｋｍ 約28ｋｍ

⑦ 清水山南方断層 Ｅ Ⅲ 約10ｋｍ 約27ｋｍ

⑧ 恐山東山麓リニアメント Ｄ なし
約12ｋｍ，
約６ｋｍ

約32ｋｍ，
約32ｋｍ

断層地形の可能性がある地形の分類は，断層地形の蓋然性
が高いものからA～Eの５ランクとした。（次頁参照）

記号の短線は縦ずれの低下側を示す。

※１ 区間によりランクが異なる場合は，最大ランクを表示。
※２ 活断層研究会編（1991）44）。

3
0
ｋ
ｍ

⑧恐山東山麓
リニアメント

①二ツ石リニアメント

②材木リニアメント

⑤福浦リニアメント

⑥野平リニアメント

④赤川リニアメント③原田東方
リニアメント

周辺陸域（30ｋｍまで）における活動性評価の対象とする断層等（2/2）：空中写真判読

活動性評価の対象とする断層等 （空中写真判読）

1-36

⑦清水山南方断層

第871回審査会合

資料1-1P.1-36 再掲



「断層地形の可能性がある地形」の分類 断層地形の蓋然性が高い物からＡランク～Ｅランクの５ランクに分類した。

1.4.2 陸域の活断層（概要） (4/7)

分類
判読内容

段丘面・扇状地等の
平坦面の形状

山地・丘陵内 連続方向・連続性・高度不連続など

Ａ

• ひと続きであることが明瞭な
面上の鮮明な崖，急傾斜面，
溝状凹地，撓み状の地形等
の連続の良い配列からなり，
延長が長く，形成時代が異
なる複数の面がある場合に
は，古い面ほど比高，撓み
量，傾斜等が大きいもの。

• 鮮明な崖，鞍部等の連続の良い配列からなり，ひと続きであることが明瞭な両側の地形に一
様な高度不連続が認められ，かつ以下の１）又は２）が認められるもの。

１） 連続区間が長い
２） 延長上至近距離の段丘面等に左欄に該当する同方向の崖等が認められる

• 尾根・河川が長い区間で同方向に屈曲し，かつ以下の３）～５）のうち少なくとも二つが認めら
れるもの。

３） 屈曲が鮮明
４） 河川の規模と屈曲量との間に正の相関
５） 閉塞丘，風隙等の特異な地形

• 崖等の配列方向は河川，海岸線の方向とは斜交あるいは直交
する。

• 崖の向き，撓み状の地形の傾斜方向等は地形面の一般傾斜
方向とは逆方向を示す。

• 崖等の配列方向は河川，海岸線の方向と，崖の向き，撓み状
の地形の傾斜方向等は地形面の一般傾斜方向と，同方向であ
るが，明瞭な高度不連続が認められ比高が大きく一様であり連
続も良い場合を含む。

Ｂ

• ひと続きであると推定される
面上のやや鮮明な崖，急傾
斜面，溝状凹地，撓み状の
地形等の連続の良い配列か
らなり，形成時代が異なる複
数の面がある場合には，古
い面ほど比高，撓み量，傾
斜等が大きいもの。

• 崖，鞍部等の連続の良い配列からなり，両側の形態が類似する地形に一様な高度不連続が
認められ，かつ以下の１）又は２）が認められるもの。

１） 地形状態が鮮明
２） 延長上至近距離の段丘面等に左欄に該当する同方向の崖等が認められる

• 尾根・河川が同方向に屈曲し，かつ３）又は４）が認められるもの。
３） 屈曲が長い区間に認められ，かつ以下のａ）～ｃ）のうち少なくとも一つが認められるもの

ａ） 屈曲が鮮明
ｂ） 河川の規模と屈曲量との間に正の相関
ｃ） 閉塞丘，風隙等の特異な地形

４） 上のａ）～ｃ）の全てが認められるもの

• 崖等の配列方向は河川，海岸線の方向とは斜交あるいは直交
する。

• 崖の向き，撓み状の地形の傾斜方向等は地形面の一般傾斜
方向とは逆方向を示す。

• 崖等の配列方向は河川，海岸線の方向と，崖の向き，撓み状
の地形の傾斜方向等は地形面の一般傾斜方向と，同方向であ
るが，明瞭な高度不連続が認められ比高が大きく一様であり連
続も良い場合を含む。

Ｃ

• 一部で不鮮明な崖，急傾斜
面，溝状凹地，撓み状の地
形等の連続的な配列からな
り，形成時代が異なる複数
の面がある場合には連続す
るもの。

• 崖，鞍部等の連続の良い配列からなり，両側の地形に一様な高度不連続が認められるもの。
• 尾根・河川が同方向に屈曲し，かつ以下の１）又は２）が認められるもの。

１） 屈曲が長い区間に認められるもの
２） 以下のａ）～ｃ）のうち少なくとも二つが認められるもの

ａ） 屈曲が鮮明
ｂ） 河川の規模と屈曲量との間に正の相関
ｃ） 閉塞丘，風隙等の特異な地形

• 崖等の配列方向は河川，海岸線の方向とはやや斜交する。
• 崖等の配列方向は河川，海岸線の方向と，崖の向き，撓み状

の地形の傾斜方向等は地形面の一般傾斜方向と，同方向であ
るが，高度不連続が認められ比高が大きく連続も良いが，一部
で不明瞭となる場合を含む。

Ｄ

• 不鮮明な崖，急傾斜面，溝
状凹地，撓み状の地形等の
配列からなり，延長が短く断
続することが多いもの。

• 不鮮明な崖，鞍部等の連続の良い配列からなり，両側の地形に高度不連続が認められるが不
明瞭なもの。

• 尾根・河川が同方向に屈曲し，かつ以下の１）～３）のうち少なくとも一つが認められるもの。
１） 屈曲が鮮明
２） 河川の規模と屈曲量との間に正の相関
３） 閉塞丘，風隙等の特異な地形

• 高度不連続は不明瞭であり，崖等の配列方向は河川，海岸線
の方向と，崖の向き，撓み状の地形の傾斜方向等は地形面の
一般傾斜方向と同方向あるいは斜交し，一部で寸断され断続
する。

Ｅ

• 面上に崖，急傾斜面等は認
められない。

• 不鮮明な崖，鞍部等の配列からなり，両側の地形に高度不連続が認められるが不明瞭なもの。
• 尾根・河川が同方向に屈曲しているもの。

• 高度不連続は認められても，不明瞭である。
• 崖等の配列方向は河川，海岸線の方向と，崖の向き，撓み状

の地形の傾斜方向等は地形面の一般傾斜方向と同方向ある
いは斜交し，しばしば切断され，断続的である。
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周辺陸域（30ｋｍまで）における活動性評価の結果（概要）

1.4.2 陸域の活断層（概要） (5/7)

断層地形の可能性がある地形の分類は，断層地形の蓋然性
が高いものからA～Eの５ランクとした。

記号の短線は縦ずれの低下側を示す。

※１ 区間によりランクが異なる場合は，最大ランクを表示。
※２ 活断層研究会編（1991）44）。

3
0
ｋ
ｍ

⑧恐山東山麓
リニアメント

①二ツ石リニアメント

②材木リニアメント

⑤福浦リニアメント

⑥野平リニアメント

④赤川リニアメント③原田東方
リニアメント

活動性調査によれば，赤字で示す「清水山南方断層」は後期更新世以降の
活動が否定できない断層であり，文献調査結果よりも約１ｋｍ延長した約11ｋ
ｍの区間を周辺陸域（30ｋｍまで）における震源として考慮する活断層と評価
する。

活動性評価の結果（概要）

：震源として考慮する活断層 活動性評価の結果： ○あり，×なし

1-38

⑦清水山南方断層

番号 断層・リニアメント名
当社による
ランク※１

文献※２

による確実度
評価長さ

敷地からの
距離

活動性評価の結果

活動性 評価の掲載箇所

① 二ツ石リニアメント Ｅ なし - - ×

第579回審査会合
資料1-1-1，2.2～2.4

(P.73～P.90）
第579回審査会合

資料1-1-2，4.1～4.8
(P.339～P.445）

② 材木リニアメント Ｄ なし - - ×

③ 原田東方リニアメント Ｅ なし - - ×

④ 赤川リニアメント Ｄ なし - - ×

⑤ 福浦リニアメント Ｄ Ⅲ - - ×

⑥ 野平リニアメント Ｅ Ⅲ - - ×

⑦ 清水山南方断層 Ｅ Ⅲ 約11ｋｍ 約28ｋｍ ○

⑧ 恐山東山麓リニアメント Ｄ なし - - ×

第871回審査会合
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②

函
館
平
野
西
縁
断
層
帯

①

根
岸
西
方
断
層

1.4.2 陸域の活断層（概要） (6/7)

周辺陸域（30ｋｍ以遠）における活動性評価の対象とする断層等：文献調査

文献調査により，周辺陸域（30ｋｍ以遠）において全ての活断層
及びリニアメントを抽出し，敷地への影響を考慮して，「根岸西方断
層」及び「函館平野西縁断層帯」を活動性評価の対象とする断層等
として抽出した。

番号 断層・リニアメント名
文献※１

による確実度
長さ

敷地からの
距離

① 根岸西方断層 Ⅱ 約７ｋｍ 約46ｋｍ

② 函館平野西縁断層帯※２ Ⅰ 約14ｋｍ 約45ｋｍ

※１ 活断層研究会編（1991）44）。
※２ 活断層研究会編（1991）44）による「渡島大野断層」，「函館平野西縁断層」及び「茂辺地断

層」は，近接して分布するため，断層の走向・傾斜・変位センス等の特徴を踏まえて，一連
の断層として「函館平野西縁断層帯」とした。

活動性評価の対象とする断層等

凡 例

１８) 49) 50)・活断層研究会編（1991）44）による凡例 １７)25)

1-39
第871回審査会合

資料1-1P.1-39 再掲



②

函
館
平
野
西
縁
断
層
帯

①

根
岸
西
方
断
層

周辺陸域（30km以遠）における活動性評価の結果

1.4.2 陸域の活断層（概要） (7/7)

周辺陸域（30ｋｍ以遠）における活動性評価の結果（概要）

• 活動性調査によれば，赤字で示す「根岸西方断層」及び「函館
平野西縁断層帯」は後期更新世以降の活動が否定できない断層
であり，周辺陸域（30ｋｍ以遠）における震源として考慮する活断
層と評価する。

• これら２条の断層は，海域へ連続するため，海域延長部を含め
て活動性を評価する。

※１ 区間によりランクが異なる場合は，最大ランクを表示。
※２ 活断層研究会編（1991）44）。
※３ 海域延長部を含む評価長さ。
※４ ②については，②-1を海域南東延長部を含む範囲，②-2を海域南西延長部を含む範囲とする。

：震源として考慮する活断層 活動性評価の結果： ○あり，×なし

1-40

活動性評価の結果（概要）

凡 例

活断層研究会編（1991） 44）による活断層

断層等

撓曲

震源として考慮する活断層

断層等

番号 断層・リニアメント名
当社による
ランク※１

文献※２

による
確実度

評価長さ※３ 敷地からの
距離

活動性評価の結果

活動性 評価の掲載箇所

① 根岸西方断層 C Ⅱ 約38ｋｍ 約50ｋｍ ○

第579回審査会合
資料1-1-1，3.1
(P.93～P.129）

② 函館平野西縁断層帯※４ A Ⅰ
②-1 約31ｋｍ
②-2 約33ｋｍ

約42ｋｍ
約43ｋｍ

○

第579回審査会合
資料1-1-1，3.2
(P.131～P.164）
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1.4.3 海域の活断層（概要） (1/6)

文献調査

敷地前面海域
（敷地を中心とす
る半径約30ｋｍの
範囲，その西方
及び南方海域）

外側海域
（敷地前面海域
の外側の海域）

・恵山岬東方沖断層
・奥尻海盆北東縁断層
・奥尻海盆東縁断層
・西津軽海盆東縁断層

【抽出】 【活動性評価】

海上音波探査

文献調査

・Ｆ－２断層～Ｆ－４断層
（「函館平野西縁断層帯」の

海域部）

・Ｆ-25断層～Ｆ-27断層
（「根岸西方断層」の海域部）

・Ｆ-14断層

・Ｆ-18断層～Ｆ-24断層
(「敷地西方沖断層」)

・Ｆ－５断層

・Ｆ－８断層

（「Ｆ－８断層」の海域部）

・Ｆ－９断層

・Ｆ-28断層～Ｆ-31断層
（「Ｆ-28断層～Ｆ-31断層 」）

・Ｆ-33断層

震源として考慮する活断層
（P.1-45）

震源として考慮する活断層
（P.1-47）

※１ 活動性評価により一連の断層と評価される断層

・恵山岬北方沖撓曲
・恵山岬東方沖撓曲
・恵山岬東方沖断層
・大陸棚外縁断層
・国交省（2014）29）のＦ18断層

・海上保安庁水路部（2000）43)のＦ－１断層～Ｆ－４断層
（当社のＦ－２断層～Ｆ－４断層に該当）

・産総研・道総研（2012）47)のＦ－１断層～Ｆ－２断層
（当社のＦ－２断層～Ｆ－３断層に該当）

・産総研・東海大（2012）48)の平舘断層
（当社のＦ-25断層～Ｆ-27断層に該当）

・産総研・東海大（2012）48）の平舘海峡撓曲
（当社のＦ-28断層～Ｆ-31断層に該当）

・上村（1975）28)の下北海岸断層

・渡辺ほか（2012）27）の海底活断層 など

• 敷地前面海域における震源として考慮する活断層は，Ｆ－２断層～Ｆ－４断層（「函館平野西縁断層帯」の海域部），Ｆ-25断層～Ｆ-27断
層（「根岸西方断層」の海域部），Ｆ-14断層，Ｆ-18断層～Ｆ-24断層（「敷地西方沖断層」）等，９条の断層である。

• 外側海域における震源として考慮する活断層は， 「恵山岬東方沖断層」，「奥尻海盆北東縁断層」，「奥尻海盆東縁断層」及び「西津軽
海盆東縁断層」の４条の断層である。

• なお，文献調査で抽出した，上村（1975）28）による「下北海岸断層」及び渡辺ほか(2012)27）による「海底活断層」は認められない。

断層長さと敷地
への距離から，
敷地への影響が

大きいと評価
する断層

文献に示される
全ての活断層

活動性調査
（活動性・端部・

連続性の調査）

評価対象の抽出

海域における活断層の抽出・評価結果

・Ｆ－１断層
・Ｆ－２断層～

Ｆ－４断層※１

・Ｆ－５断層
・Ｆ－７断層
・Ｆ－８断層
・Ｆ－９断層
・Ｆ-10断層
・Ｆ-11断層

・Ｆ-25断層～
Ｆ-27断層 ※１

・Ｆ-28断層～
Ｆ-31断層 ※１

・Ｆ-32断層
・Ｆ-33断層

・Ｆ-12断層
・Ｆ-13断層
・Ｆ-14断層
・Ｆ-15断層
・Ｆ-16断層
・Ｆ-17断層
・Ｆ-18断層～

Ｆ-24断層※１

文献に示される
全ての活断層

連続性のある
断層

評価対象の抽出

判読された
全ての断層

（同上）

全
て
の
断
層

活動性評価の対象とする断層 （P.1-43, P.1-44）

活動性評価の対象とする断層 （P.1-46）

後期更新
世以降に活
動した可能
性 ・ 活 動 区
間の評価

近 接 し て
延長線に並
ぶ断層の連
続性の評価

活動性調査
（活動性・端部・

連続性の調査）

1-42
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1.4.3 海域の活断層（概要） (2/6)

① 海上保安庁水路部（2000）43）のＦ－１断層～Ｆ－４断層

（当社のＦ－２断層～Ｆ－４断層に該当）

② 産総研・道総研（2012）47）のＦ－１断層～Ｆ－２断層

（当社のＦ－２断層～Ｆ－３断層に該当）

③ 産総研・東海大（2012）48）の平舘断層

（当社のＦ-25断層～Ｆ-27断層に該当）

④ 産総研・東海大（2012）48）の平舘海峡撓曲

（当社のＦ-28断層～Ｆ-31断層に該当）

⑤ 上村（1975）28）の下北海岸断層

（当社の海上音波探査では該当なし）

⑥ 渡辺ほか（2012）27）の海底活断層

（当社の海上音波探査では該当なし） など

敷地前面海域における活動性評価の対象とする断層（1/2）：文献調査

活動性評価の対象とする断層 （文献調査）

⑥

⑤

④

③

①②

大間原子力発電所

文献調査により，敷地前面海域において全ての文献活断
層を抽出し，６条の文献活断層を活動性評価の対象とする
断層として抽出した。

1-43

凡 例

47）

48）

43）
等

28）

27）

第871回審査会合
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敷地前面海域における活動性評価の対象とする断層（2/2）：海上音波探査

1.4.3 海域の活断層（概要） (3/6)

本海底地形陰影図は，（財）日本水路協会（2009）海底地形デジタルデータ M7006「津軽海峡東部」51） 及び
国土地理院 沿岸海域地形図「平舘海峡」18），「青森」19），並びに沿岸域広域地形図 「陸奥湾」20）を基に編集した。
陰影図の光源はNW→SE向きとした。

• 敷地前面海域において海上音波探査により判読された全て
の断層のうち，連続性のある32条の断層を活動性評価の対
象として平面図に示し，評価結果を次頁の表に示す※１。

• なお，文献調査（前頁）により抽出された①～④の断層は海
上音波探査により認められるが，⑤上村（1975）28）による「下
北海岸断層」及び⑥渡辺ほか(2012)27）による「海底活断層」な
どは，海上音波探査では認められない。

※１ 海上音波探査記録は，第432回審査会合資料 机上配布資料を参照。

30ｋｍ

30ｋｍ

大間原子力発電所

5ｋｍ

凡 例凡 例

（伏在断層）

1-44
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⑤

⑥

Ｆ-31

Ｆ-1

（伏在断層）

（伏在断層）

Ｆ-28

本海底地形陰影図は，（財）日本水路協会（2009）海底地形デジタルデータ M7006「津軽海峡東部」51） 及び
国土地理院 沿岸海域地形図「平舘海峡」18），「青森」19），並びに沿岸域広域地形図 「陸奥湾」20）を基に編集した。
陰影図の光源はNW→SE向きとした。

1.4.3 海域の活断層（概要） (4/6)

• 活動性調査によれば，赤字で示す22条の断層は，後期更新世以降の活動が否定できない断層であり，敷地前面海域における震源として考慮する活断層と評価
する。

• このうち，近接して分布するＦ－２断層～Ｆ－４断層（「函館平野西縁断層帯」の海域部），Ｆ-25断層～Ｆ-27断層（「根岸西方断層」の海域部），Ｆ-18断層～Ｆ-24断
層（「敷地西方沖断層」），「Ｆ-28断層～Ｆ-31断層」は，断層の走向・傾斜・変位センス等の特徴を踏まえて，それぞれ一連の断層と評価する。

敷地前面海域における活動性評価の結果（概要）
：震源として考慮する活断層

活動性評価の結果（概要） 活動性評価の結果： ○あり，×なし

1-45

断層名
主な
文献
※ １

単体の

評価長さ
敷地から

の距離

活動性評価の結果

活 動
性 評価の掲載箇所 ※２

Ｆ－１ － 約7.0ｋｍ 約31ｋｍ × 資料1-1-2，6.1
(P.593～P.597）

Ｆ－２

ⅰ
ⅱ

約5.1ｋｍ 約38ｋｍ ○ （「函館平野西縁
断層帯」の海域部

として評価）
資料1-1-1，3.2.4
(P.147～P.157）

Ｆ－３ 約3.5ｋｍ 約35ｋｍ ○

Ｆ－４ 約7.4ｋｍ 約30ｋｍ ○

Ｆ－５ － 約2.9ｋｍ 約35ｋｍ ○ 資料1-1-2，6.1
(P.598～P.600）

Ｆ－７ － 約1.9ｋｍ 約32ｋｍ × 資料1-1-2，6.1
(P.601～P.606）

Ｆ－８ － 約7.7ｋｍ 約35ｋｍ ○

（「Ｆ-８断層」の海
域部として評価）
資料1-1-2，6.1
(P.607～P.609）

Ｆ－９ － 約6.6ｋｍ 約32ｋｍ ○ 資料1-1-2，6.1
(P.610～P.614）

Ｆ-10 － 約5.1ｋｍ 約21ｋｍ × 資料1-1-2，6.1
(P.615～P.617）

Ｆ-11 － 約5.6ｋｍ 約19ｋｍ × 資料1-1-2，6.1
(P.618～P.620）

Ｆ-12 － 約3.8ｋｍ 約16ｋｍ × 資料1-1-2，6.1
(P.621～P.623）

Ｆ-13 － 約3.9ｋｍ 約16ｋｍ × 資料1-1-2，6.1
(P.624～P.626）

Ｆ-14 － 約3.4ｋｍ 約12ｋｍ ○ 資料1-1-1，4.2
(P.176～P.181）

Ｆ-15 － 約4.3ｋｍ 約5ｋｍ × 資料1-1-1，4.2
(P.170～P.175）

Ｆ-16 － 約7.1ｋｍ 約11ｋｍ × 資料1-1-2，6.1
(P.627～P.631）

Ｆ-17 － 約8.8ｋｍ 約14ｋｍ × 資料1-1-2，6.1
(P.632～P.633）

断層名
主な
文献
※ １

単体の

評価長さ
敷地から

の距離

活動性評価の結果

活 動
性 評価の掲載箇所 ※２

Ｆ-18 － 約1.7ｋｍ 約17ｋｍ ○

（「敷地西方沖
断層」として評価）

資料1-1-1，4.2
(P.182～P.185）

Ｆ-19 － 約2.4ｋｍ 約18ｋｍ ○

Ｆ-20 － 約2.8ｋｍ 約19ｋｍ ○

Ｆ-21 － 約3.1ｋｍ 約21ｋｍ ○

Ｆ-22 － 約1.6ｋｍ 約19ｋｍ ○

Ｆ-23 － 約3.8ｋｍ 約21ｋｍ ○

Ｆ-24 － 約1.8ｋｍ 約22ｋｍ ○

Ｆ-25

ⅲ

約15.6ｋｍ 約41ｋｍ ○ （「根岸西方断層」
の海域部

として評価）
資料1-1-1，3.1.4
(P.109～P.129）

Ｆ-26 約4.5ｋｍ 約41ｋｍ ○

Ｆ-27 約15.6ｋｍ 約56ｋｍ ○

Ｆ-28

ⅲ

約13.1ｋｍ 約44ｋｍ ○
（「Ｆ-28断層～

Ｆ-31断層」
として評価）

資料1-1-2，6.1
(P.634～P.639）

Ｆ-29 約2.1ｋｍ 約40ｋｍ ○

Ｆ-30 約3.2ｋｍ 約43ｋｍ ○

Ｆ-31 約3.7ｋｍ 約45ｋｍ ○

Ｆ-32 － 約7.2ｋｍ 約51ｋｍ × 資料1-1-2，6.1
(P.640～P.641）

Ｆ-33 － 約7.3ｋｍ 約50ｋｍ ○ 資料1-1-2，6.1
(P.642～P.647）

⑤上村
(1975 ) 28 ) ⅳ - - × 資料1-1-2，1.5.1

(P.97～P.145）

⑥渡辺ほか

(2012 ) 27 ) ⅴ - - × 資料1-1-2，1.5.2
(P.147～P.195）

※１ ⅰ 海上保安庁水路部（2000）43）

ⅱ 産総研・道総研（2012）47）

ⅲ 産総研・東海大（2012）48）

ⅳ 上村（1975）28）

ⅴ 渡辺ほか（2012）27）

※２ 第579回審査会合資料

大間原子力発電所

第871回審査会合
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外側海域における活動性評価の対象とする断層：文献調査

1.4.3 海域の活断層（概要） (5/6)

活動性評価の対象とする断層

文献調査により，外側海域において全ての活断層を抽出し，
敷地への影響を考慮して，５条の活断層を活動性評価の対
象とする断層として抽出した。

番号 断層・リニアメント名 主な文献※１ 長さ
敷地からの

距離

① 大陸棚外縁断層 ⅰ 約85ｋｍ 約57ｋｍ

② 恵山岬東方沖撓曲 ⅰ 約39ｋｍ 約68ｋｍ

③ 恵山岬北方沖撓曲 ⅰ 約46ｋｍ 約69ｋｍ

④ 恵山岬東方沖断層 ⅱ 約16ｋｍ 約64ｋｍ

⑤
国土交通省（2014）29）

によるＦ18断層
ⅲ 137ｋｍ 約92ｋｍ

大間原子力発電所

③

②
④

⑤

①

44)30)

33)

国土交通省（2014）
29)

断層

1-46

※１ ⅰ 活断層研究会編 「［新編］日本の活断層」44）

ⅱ 地質調査所 「海底地質図」30）

ⅲ 国土交通省 29）

（断層長さは当該文献による。）

第871回審査会合
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1.4.3 海域の活断層（概要） (6/6)

• 活動性調査によれば，赤字で示す「恵山岬東方
沖断層」，「奥尻海盆北東縁断層」，「奥尻海盆東
縁断層」及び「西津軽海盆東縁断層」 は後期更
新世以降の活動が否定できない断層であり，外
側海域における震源として考慮する活断層と評
価する。

• なお，「奥尻海盆北東縁断層」，「奥尻海盆東縁
断層」及び「西津軽海盆東縁断層」は，同時破壊
を否定できないものとし，国交省（2014）29）による
F18断層の位置で評価する。（長さ137ｋｍ）

活動性評価の結果（概要）

：震源として考慮する活断層 活動性評価の結果： ○あり，×なし

外側海域における活動性評価の結果（概要）

外側海域の地質

※１ ⅰ 活断層研究会編 「［新編］日本の活断層」44）

ⅱ 地質調査所 「海底地質図」30）

ⅲ 国土交通省 29）

大間原子力発電所

①大陸棚外縁断層

②恵山岬東方沖撓曲

③恵山岬北方沖撓曲

同時破壊を否
定できないもの
と し ， 国 交 省
（2014）29）による
F18断層の位置
で評価する。
（長さ137ｋｍ）

⑥奥尻海盆東縁断層
評価長さ：約50ｋｍ

⑤奥尻海盆北東縁断層
評価長さ：約31ｋｍ

⑦西津軽海盆東縁断層
評価長さ：約43ｋｍ

国土交通省

44)30)

33)

29)

凡 例

震源として考慮する活断層

活断層

活撓曲

1-47

④恵山岬東方沖断層
評価長さ：約47ｋｍ

番号 断層名
主な

文献※１ 評価長さ
敷地

からの
距離

活動性評価の結果

備考

活動性
評価の

掲載箇所

① 大陸棚外縁断層 ⅰ - - ×
資料1-1-2※２，7.1
(P.667～P.670）

② 恵山岬東方沖撓曲 ⅰ - - ×
資料1-1-2※２，7.2
(P.673～P.676）

③ 恵山岬北方沖撓曲 ⅰ - - ×
資料1-1-2※２，7.3
(P.679～P.682）

④ 恵山岬東方沖断層 ⅱ 約47ｋｍ 約73ｋｍ ○
資料2-1※３ 6.2
(P.6-6～P.6-9）

⑤ 奥尻海盆北東縁断層 ⅲ 約31ｋｍ 約103ｋｍ ○
本編資料 6.3

(P.6-2～P.6-5）

同時破壊を否定で

きないものとし，国

交省（2014）29）によ

るF18断層の位置で

評価する。

（評価長さ137ｋｍ）

（距離 92ｋｍ）

本編資料 6.6

(P.6-20～P.6-27）

⑥ 奥尻海盆東縁断層 ⅲ 約50ｋｍ 約86ｋｍ ○
本編資料 6.4

(P.6-8～P.6-11）

⑦ 西津軽海盆東縁断層 ⅲ 約43ｋｍ 約96ｋｍ ○
本編資料 6.5

(P.6-14～P.6-17）

※２ 第579回審査会合資料

※３ 第732回審査会合資料
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1-501.4.4 活断層調査のまとめ

当社が震源として考慮する活断層
と評価する断層

断層（伏在断層）（ ）

撓曲

凡 例

（陸域）
断層等

撓曲

（海域）

国交省（2014）29）によるF18断層

①

②-2 ②-1

③

⑪
⑫

⑩

⑬

⑭

⑥

⑦

⑧

⑨

大間原子力発電所

30ｋｍ

④

⑤

100ｋｍ

敷地周辺における震源として考慮する活断層
敷地周辺における

震源として考慮する活断層

文献調査，空中写真判読及び海上音波探査により，活
断層の可能性がある断層等を50条抽出し，活動性調査
により14条を震源として考慮する活断層と評価した。※１

①根岸西方断層 約38ｋｍ 約50ｋｍ

②-1 約31ｋｍ 約42ｋｍ

②-2 約33ｋｍ 約43ｋｍ

③奥尻海盆北東縁断層 約31ｋｍ 約103ｋｍ

④奥尻海盆東縁断層 約50ｋｍ 約86ｋｍ

⑤西津軽海盆東縁断層 約43ｋｍ 約96ｋｍ

⑥恵山岬東方沖断層 約47ｋｍ 約73ｋｍ

⑦清水山南方断層 約11ｋｍ 約28ｋｍ

⑧Ｆ-14断層 約3.4ｋｍ 約12ｋｍ

⑨敷地西方沖断層 約7.2ｋｍ 約20ｋｍ

⑩Ｆ－５断層 約2.9ｋｍ 約35ｋｍ

⑪Ｆ－８断層 約11ｋｍ 約37ｋｍ

⑫Ｆ－９断層 約6.6ｋｍ 約32ｋｍ

⑬Ｆ-28断層～Ｆ-31断層 約13.1ｋｍ 約44ｋｍ

⑭Ｆ-33断層 約7.3ｋｍ 約50ｋｍ

　同時破壊を否定でき
ないものとし，国交省

（2014）29）によるF18断
層の位置で評価する。
（評価長さ137ｋｍ）
（距離　約92ｋｍ）

②函館平野西縁断層帯

敷地から
の距離

断層名 評価長さ 備考

②-1は海域南東延長
部を含み，②-2は海域
南西延長部を含む。

※１ 下北半島西部の隆起への対応については，本編資料 「８.下北半島西部の隆起への耐震設計上
の考慮」を参照。
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音波探査記録
の添付範囲

海域の断層

活動が後期更新世に及んでいるものと評価する
断層（伏在断層）及び断層番号

断層（伏在断層）及び断層番号
断 層

伏在断層
連続性のない断層

背斜構造

向斜構造

大間原子力発電所

断層位置及び評価長さ

5.2 F-14断層 （1/7）

F-14断層の東端及び西端

• Ｆ-14断層は，敷地の北西方約12ｋｍに認
められる短い断層である。

• 後期中新世以降の地層が欠如しているた
め，震源として考慮する活断層と評価する。

• 評価長さは，Ｅ層に断層が認められない測
線までの約3.4ｋｍとする。

5-2

０ 10km
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No.108SM-2測線（断層主部）

5.2 F-14断層 （2/7）

• Ｆ-14断層による変位がＥ層に認められ，海底に達している。

• Ｄ層以上の地層が分布せず最終活動時期の判断ができないため，
Ｆ-14断層は後期更新世以降の活動が否定できないと評価する。

解析結果による当該断層位置及び落下側

（ ）は他の断層

上部更新統以上に変位(変形)が及ぶ断層

深度は，水中及び堆積
層中での音波伝播速度
を1500m/secと仮定して
計算した。

5-3

交点位置
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上部更新統以上に変位(変形)が及ぶ断層

解析結果による当該断層位置及び落下側

（ ）は他の断層

深度は，水中及び堆積
層中での音波伝播速度
を1500m/secと仮定して
計算した。

• Ｆ-14断層による変位がＥ層に認められ，海底に達している。

• Ｄ層以上の地層が分布せず最終活動時期の判断ができないため，
Ｆ-14断層は後期更新世以降の活動が否定できないと評価する。

No.10-2測線（断層主部）

5.2 F-14断層 （3/7） 5-4

交点位置
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No.107.5SM-2測線（西方延長部）

解析結果による当該断層の延長位置

5.2 F-14断層 （4/7）

• Ｆ-14断層西方延長部では，Ｅ層及び海底面に断層運動を示唆する
変位・変形が認められない。

• 西方延長部では，Ｆ-14断層は分布しないと評価する。

深度は，水中及び堆積
層中での音波伝播速度
を1500m/secと仮定して
計算した。

5-5
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No.107-3測線（西方延長部）

解析結果による当該断層の延長位置

5.2 F-14断層 （5/7）

• Ｆ-14断層西方延長部では，Ｅ層上面及びＣ層～Ｂ１層に断層運動を
示唆する変位・変形が認められない。

• 西方延長部では，Ｆ-14断層は分布しないと評価する。

深度は，水中及び堆積
層中での音波伝播速度
を1500m/secと仮定して
計算した。

5-6
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No.108.5測線（東方延長部）

5.2 F-14断層 （6/7）

• Ｆ-14断層東方延長部では，Ｅ層及び海底面に断層運動を示唆
する変位・変形が認められない。

• 東方延長部では，Ｆ-14断層は分布しないと評価する。

解析結果による当該断層の延長位置

背斜・向斜構造の位置

深度は，水中及び堆積
層中での音波伝播速度
を1500m/secと仮定して
計算した。

5-7
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• Ｆ-14断層東方延長部では，Ｅ層及び海底面に断層運動
を示唆する変位・変形が認められない。

• 東方延長部では，Ｆ-14断層は分布しないと評価する。

解析結果による当該断層の延長位置

背斜・向斜構造の位置

深度は，水中及び堆積
層中での音波伝播速度
を1500m/secと仮定して
計算した。

No.109SM-2測線（東方延長部）

5.2 F-14断層 （7/7） 5-8
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7.1 概要（1/3） 7-2

調査の種別 調査項目 調査対象 評価概要 ｺﾒﾝﾄNo.
資料該当箇所

( /  /  )※
評価対象

番号

文献調査 文献断面 折戸山の文献地質断層付近の高角露頭 該当する断層は分布しない。 S1-69 (732回/資料2-2/1.1.1) ④

陸域の文献地質断層 該当する断層は分布しない。 S1-9 (579回/資料1-1-2/1.3) ①

北方海域の文献活断層，西方海域の文献活断層 該当する断層は分布しない。 S1-54 (579回/資料1-1-2/1.5) ①

地形調査 ﾘﾆｱﾒﾝﾄ・
変動地形

大間付近の南北走向のリニアメント 侵食地形であり，活断層ではない。 S1-75 (817回/資料1-2/3.) ①

変動地形の可能性がある地形 少なくとも後期更新世以降の活動はない。 ― 本編資料1.4.2 ①

海岸浸食地形 離水ベンチ（Ｂ面） 縄文海進の波食棚であり，地震性隆起ではない。 S1-28 補足資料1. ⑤

弁天島の離水した平坦面 MIS5cの海成段丘面であり，地震性隆起ではない。 S1-70 (732回/資料2-2/9.4) ⑤

地質・地質構造調査 段丘面 西側海岸のＭ１面段丘面内縁の標高ギャップ 旧汀線にはギャップが無く，活断層ではない。 S1-66 (732回/資料2-2/7.1) ①

海成段丘（西海岸，北東側海岸，南側海岸） 活断層を示唆する速度急変部は認められない。 ― 本編資料7.2.1 ①

河成段丘（大畑川流域） 活断層を示唆する速度急変部は認められない。 ― 本編資料7.2.1 ①

背斜・向斜 大間崎背斜 MIS5eの海成段丘面に変位なく，活動性が無い。 S1-75 (871回/資料1-2/1.) ④

大間崎～赤川付近の海域の背斜・向斜のペア 半固結時の短縮変形であり，活動性が無い。 S1-81 補足資料2. ④

活断層 海域の活断層 F-14断層，敷地西方沖断層以外の活断層はない。 ― 本編資料1.4.3 ①

陸域の活断層 活断層は分布しない。 ― 本編資料1.4.2 ①

堆積構造 海底水道の斜面堆積層 等深度流堆積物であり，活断層の撓曲ではない。 S1-18 (549回/資料2-2/6.4.1) ④

地球物理学的調査 重力異常 大間崎付近の長波長の背斜状構造 大間崎背斜に相当し，地殻深部に続かない。 S1-66 (732回/資料2-2/1.3.1) ③

断層を示唆する直線状の重力急変部 下北半島西部周辺には認められない。 ― 本編資料1.3 ③

地形発達過程 変動履歴 下北半島西部の変動履歴 断層を伴う隆起活動はない。 S1-20 (732回/資料2-2/12) ②

調査の種別 調査項目 調査対象 評価概要 ｺﾒﾝﾄNo.
資料該当箇所

( /  /  )※
評価対象

番号

地形発達過程 段丘面 海成段丘（西海岸，北東側海岸，南側海岸） 鮮新世以降，陸域の隆起から海域の沈降へと緩や
かに変化する変動が生じており，局所的な変位・変
形は無い。

― 本編資料7.2.1 ⑥⑦⑧

河成段丘（大畑川流域） ― 本編資料7.2.1 ⑥⑧

海域の堆積構造 堆積時代毎の活動域 ― 本編資料7.2.2 ⑨

文献調査 隆起事例 東北地方の地震性隆起地域との比較 下北半島西部は地震性隆起地域の半分以下。 ― 本編資料7.2.3 ⑩

隆起メカニズム事例 東北地方の脊梁山地との比較 下北半島西部は広域的な非弾性隆起に相当。 ― (579回/資料1-1-2/13) ⑪

〇方針：下北半島西部の隆起をもたらす活断層を，特に下記に着目した網羅的な調査・検討を行い評価することとした。

⇒下北半島西部に隆起は認められるものの，隆起をもたらす活断層は確認されない。

〇方針：下北半島西部の隆起の実態を，特に下記に着目した網羅的な調査・検討を行い評価することとした。

⇒活断層の存在を示唆するローカルな隆起は認められず，広域的な隆起のみが生じていると判断される。 ※（審査会合回/資料番号/該当の章. 節. 項)

※（審査会合回/資料番号/該当の章. 節. 項)



隆起に関わる「審査ガイド※１」の要求事項抜粋 隆起に関わる主な評価対象

7.1 概要（2/3）

※１ 「敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイド」

(5)「段丘面等の高度分布から，累積的な変動が明らかな地域⑧にお
いては，累積的な変動の様式や広がりを基に沿岸域に活断層が
推定される場合がある。…。」

解説(2)「多くの活断層は，中期更新世以前から活動してきた可能性
が高いことから，鮮新世以降に形成された構造を広域的に明
らかにすることによって，活断層をより精度良く認定する⑨こと
が可能となる。」

解説(5)「縄文海進以降に形成された離水海岸地形が標高数メートル
を超える場所⑤や複数段ある場合は，間欠的な地震性隆起の
証拠である可能性が示唆される…。」

解説(5)「顕著な海岸隆起によって累積的な変位が認められる地域⑦

では，弾性波探査によって断層が確認されない場合でも，これ
をもって直ちに活断層の存在を否定せず，累積的な変位を説
明する適切な地殻変動を検討する⑪必要がある。…。」

(3)「地球物理学的調査によって推定される地下の断層位置や形状③

は，変動地形学的調査及び地質調査によって想定される地表の
断層等や広域的な変位・変形の特徴と矛盾の無い位置及び形状
として説明が可能なことを確認する。」

解説(6)「地層が局所的に急傾斜している場所④については，その地
下の比較的浅いところに活断層が存在する可能性を検討する
必要がある。また，広域的な隆起等の変動についての要因を
活断層によらないものと判断する際には，その理由を明確に
する⑩必要がある。」

2.2 将来活動する可能性のある断層等の活動性評価
(2)「将来活動する可能性のある断層等が疑われる地表付近の痕跡①

や累積的な地殻変動が疑われる地形⑥については，個別の痕跡
にのみにとらわれることなく，その起因となる地下深部の震源断層
を想定して調査が実施されていること…。調査結果や地形発達過
程及び地質構造等を総合的に検討して評価が行われている②こ
と…。…。」

4.震源断層に係る調査及び評価
4.1共通事項4.1.2断層等の調査手法 4.1.2.3調査手法

4.1 内陸地殻内地震に係る調査 4.2.1 陸域における調査

〇地質・地質構造の調査等により，隆起をもたらす活断層の有無を評価

〇隆起の実態調査により，活断層性の隆起の有無を評価

〇東北地方の隆起帯との類似性により，隆起メカニズムを評価

①断層が疑われる地表付近の痕跡

⑪累積的な変位を説明する適切な地殻変動

⑥累積的な地殻変動が疑われる地形
⇒海成段丘，河成段丘

⇒ 地質・地質構造の調査，重力構造の解析，変動履歴の検討等によれば，下北半島
西部の隆起をもたらす活断層は認められない。

⇒ 東北地方の隆起傾向との比較等によれば，下北半島西部にローカルな隆起は認め
られず，広域的な隆起のみが生じていると判断される。

⇒ 奥羽脊梁山地の隆起メカニズムとの比較等によれば，下北半島西部の広域的な隆
起は，断層を伴わない非弾性的な変形による隆起と判断される。
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⇒ 文献断層，陸域の断層，海域の断層
南北走向のリニアメント，変動地形の可能性がある地形，
Ｍ１面標高のギャップ，海成段丘・河成段丘の速度急変部

⇒東北地方の脊梁山地との比較

7-3

⇒下北半島西部の変動履歴

⇒ 折戸山の文献地質断層付近の高角露頭，
大間崎背斜，海域の背斜・向斜，
海底水道の斜面堆積層

⇒ 重力探査による長波長の背斜状構造，
直線状の重力急変部

⇒離水ベンチ（Ｂ面），弁天島の平坦面

⇒堆積時代毎の活動域

⇒東北地方の地震性隆起地域との比較

②地形発達過程及び地質構造等を総合的
に検討して評価

③地球物理学的調査によって推定される断層

④地層が局所的に急傾斜している場所

⑤縄文海進以降に形成された離水海岸地形

⑦顕著な海岸隆起によって累積的な変位

⑧段丘面等の高度分布から累積的な変動

⑨鮮新世以降に形成された構造

⑩広域的な隆起等の変動についての要因

• 前頁に示した調査対象を，隆起に関わる「審査ガイド」の要求事項にそれぞれ当てはめ，更に，評価対象によって３つに分類して示す。



広域的な隆起の一部に仮想的な隆起域を設定し，その領域を説明しうる仮想的な断層を，震源として考慮する活断層として
想定し，敷地ごとに震源を特定して策定する地震動の対象として耐震設計上の保守性を考慮するものとする。

7.2.3(2) 第四紀広域隆起

⑩更新世以降の変動は，陸域の隆起域から海域の沈降域へと緩やかに変化する東西約60ｋｍに
渡る広域的な地殻変動である。これを，第四紀広域隆起とよぶ。

7.2.3(1) 第四紀の変動

⑩更新世以降，下北半島西部は海域（津軽海盆，汐首海脚南東方海域）の沈降と陸域の隆起な
らびにそれらを繋ぐ沿岸部の傾動が生じている。これらの変動は連続的に漸移しており，断層を
示唆する局所的な変位・変形は認められない。

評価の流れ図7.1 概要（3/3）

1.3 地球物理学的特性

③下北半島西部付近には，
断層を示唆する重力急変
部は認められない。

1.1，1.2 地質・地質構造

①④露頭調査，海上音波
探査等によれば，下北半島
西部の隆起をもたらす活断
層は認められない。

変動履歴

②変動履歴において，断層
を伴う隆起活動は認められ
ない。

7.2.1(1)沿岸の隆起傾向

⑥⑦⑧奥戸～大間～易国
間及び赤川～二枚橋を隆
起の中心部として緩やかに
隆起している。

⑥⑦⑧隆起速度分布には
活断層を示唆する速度急
変部は認められない。

7.2.1(3)海岸侵食地形
⑤離水した海岸侵食地形
（B面）は，縄文海進期に
形成された侵食地形面が，
海退時の侵食を免れて残
存した部分と判断され，地
震性隆起は想定されない。

⑤弁天島の離水した平坦
面 は ， 最 終 間 氷 期
（MIS5c）に形成された海
食台と判断され，地震性
隆起は想定されない。

東北日本の地質

⑪下北半島西部は，東北
地方と同様の地質構造発
達史を持つ。

⑪下北半島西部は火山フ
ロントに沿う背弧側に位置
し，東北地方における奥羽
脊梁山地に対応する。

7.4下北半島西部の隆起のまとめ

○ 地質・地質構造の調査，重力構造の解析，変動履歴の検討等によれば，下北半島西部の隆起をもたらす活断層は認められない。

○ 東北地方の広域的な隆起傾向及び東北地方の地震活動に伴うローカルな隆起傾向との比較等によれば，下北半島西部にローカルな隆起は認め
られず，広域的な隆起のみが生じていると判断される。

○ 奥羽脊梁山地の隆起メカニズムとの比較等によれば，下北半島西部の広域的な隆起は，断層を伴わない非弾性的な変形による隆起と判断される。

既往資料での説明部分
補足的な情報の流れ

主要な情報の流れ

8.下北半島西部の隆起
への耐震設計上の考慮

第579回審査会合資料
1-1-2 「12章」を参照

第579回審査会合資料
1-1-2 「13章」を参照

7.2.1(1)沿岸の隆起傾向

①Ｍ１面（MIS5eの海成段
丘面）の旧汀線に高度不連
続は認められない。

第732回審査会合資料
2-2 「12章」を参照

第732回審査会合資料
2-1 「7章」を参照
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7.2.1(2)内陸の隆起傾向

⑥内陸部の大畑川では，流
域全体が一定速度で隆起
している。

⑥隆起速度分布には活断
層を示唆する速度急変部
は認められない。

7.2.2海域の隆起傾向

⑨鮮新世末以降，津軽
海盆の沈降及び海底水
道に向かう傾動が継続
し，更新世以降，汐首
海脚南東方海域の沈降
に向かう傾動が継続し
ている。

中新世背斜・向斜

④「大間崎背斜」には，少
なくとも後期更新世以降の
活動はない。

隆起メカニズムの評価

⑪下北半島西部は火山集
中帯であり，奥羽脊梁山地
の火山帯と同様に，軟化し
た地殻が東西圧縮応力によ
り短縮して非弾性的に隆起
する条件を満たす。

⑪下北半島西部における隆
起速度の地域差は小さく，ま
た基盤に断層は認められな
い。

7.2.3(3) 東北地方の隆起傾向との比較

⑩「第四紀広域隆起」におけるMIS5e面の分布標高は，日本海沿岸など活断層や地震性隆起の
報告等がある地域のMIS5e面と比べて半分以下であり，ローカルな隆起は想定されない。
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7.2.1 陸域の隆起傾向（1/6） 評価の流れ図
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広域的な隆起の一部に仮想的な隆起域を設定し，その領域を説明しうる仮想的な断層を，震源として考慮する活断層として
想定し，敷地ごとに震源を特定して策定する地震動の対象として耐震設計上の保守性を考慮するものとする。

1.3 地球物理学的特性

③下北半島西部付近には，
断層を示唆する重力急変
部は認められない。

1.1，1.2 地質・地質構造

①④露頭調査，海上音波
探査等によれば，下北半島
西部の隆起をもたらす活断
層は認められない。

変動履歴

②変動履歴において，断層
を伴う隆起活動は認められ
ない。

7.2.1(1)沿岸の隆起傾向

⑥⑦⑧奥戸～大間～易国
間及び赤川～二枚橋を隆
起の中心部として緩やかに
隆起している。

⑥⑦⑧隆起速度分布には
活断層を示唆する速度急
変部は認められない。

7.2.1(3)海岸侵食地形
⑤離水した海岸侵食地形
（B面）は，縄文海進期に
形成された侵食地形面が，
海退時の侵食を免れて残
存した部分と判断され，地
震性隆起は想定されない。

⑤弁天島の離水した平坦
面 は ， 最 終 間 氷 期
（MIS5c）に形成された海
食台と判断され，地震性
隆起は想定されない。

東北日本の地質

⑪下北半島西部は，東北
地方と同様の地質構造発
達史を持つ。

⑪下北半島西部は火山フ
ロントに沿う背弧側に位置
し，東北地方における奥羽
脊梁山地に対応する。

7.4下北半島西部の隆起のまとめ

○ 地質・地質構造の調査，重力構造の解析，変動履歴の検討等によれば，下北半島西部の隆起をもたらす活断層は認められない。

○ 東北地方の広域的な隆起傾向及び東北地方の地震活動に伴うローカルな隆起傾向との比較等によれば，下北半島西部にローカルな隆起は認め
られず，広域的な隆起のみが生じていると判断される。

○ 奥羽脊梁山地の隆起メカニズムとの比較等によれば，下北半島西部の広域的な隆起は，断層を伴わない非弾性的な変形による隆起と判断される。

既往資料での説明部分
補足的な情報の流れ

主要な情報の流れ

8.下北半島西部の隆起
への耐震設計上の考慮

第579回審査会合資料
1-1-2 「12章」を参照

第579回審査会合資料
1-1-2 「13章」を参照

第732回審査会合資料
2-2 「12章」を参照

第732回審査会合資料
2-1 「7章」を参照

7.2.1(2)内陸の隆起傾向

⑥内陸部の大畑川では，流
域全体が一定速度で隆起
している。

⑥隆起速度分布には活断
層を示唆する速度急変部
は認められない。

7.2.2海域の隆起傾向

⑩鮮新世末以降，津軽
海盆の沈降及び海底水
道に向かう傾動が継続
し，更新世以降，汐首
海脚南東方海域の沈降
に向かう傾動が継続し
ている。

中新世背斜・向斜

④「大間崎背斜」には，少
なくとも後期更新世以降の
活動はない。

隆起メカニズムの評価

⑪下北半島西部は火山集
中帯であり，奥羽脊梁山地
の火山帯と同様に，軟化し
た地殻が東西圧縮応力によ
り短縮して非弾性的に隆起
する条件を満たす。

⑪下北半島西部における隆
起速度の地域差は小さく，ま
た基盤に断層は認められな
い。
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7.2.3(2) 第四紀広域隆起

⑩更新世以降の変動は，陸域の隆起域から海域の沈降域へと緩やかに変化する東西約60ｋｍに
渡る広域的な地殻変動である。これを，第四紀広域隆起とよぶ。

7.2.3(1) 第四紀の変動

⑩更新世以降，下北半島西部は海域（津軽海盆，汐首海脚南東方海域）の沈降と陸域の隆起な
らびにそれらを繋ぐ沿岸部の傾動が生じている。これらの変動は連続的に漸移しており，断層を
示唆する局所的な変位・変形は認められない。

7.2.3(3) 東北地方の隆起傾向との比較

⑩「第四紀広域隆起」におけるMIS5e面の分布標高は，日本海沿岸など活断層や地震性隆起の
報告等がある地域のMIS5e面と比べて半分以下であり，ローカルな隆起は想定されない。

7.2.1(1)沿岸の隆起傾向

①Ｍ１面（MIS5eの海成段
丘面）の旧汀線に高度不連
続は認められない。



弁天島

貝崎

二枚橋

大間

佐井

赤川

長浜

0.11m/ky

7.2.1 陸域の隆起傾向（2/6）

(1) 沿岸の隆起傾向：隆起速度分布（旧汀線 による）

海成段丘面旧汀線調査位置図

奥戸 易国間

• Ｍ３面（MIS5c），Ｍ１面(MIS5e)及びＨ４面(MIS７)について，旧汀線標高※１を隆起速度に換算※２し，弁
天島からの距離呈でグラフ化して示す。

• 北東側海岸の大間から二枚橋では，大間から易国間で0.3m/ky弱，二枚橋では0.25m/ky弱となる。

• 西側海岸の佐井から大間では，佐井では0.15m/ky弱，奥戸から大間では0.3m/ky弱となる。

• 南側海岸の長浜では，0.11m/kyの隆起速度が得られている。

調査地点

Ｍ３面 (MIS５ｃ)

Ｍ１面 (MIS５ｅ)

Ｈ４面 (MIS７)

※１ 旧汀線調査の詳細は，第732回審査会合資料2-2「7.3 .旧汀線の調査」を参照。

大
間

二
枚
橋

赤
川

北東側海岸 隆起速度分布

易
国
間

弁
天
島

西側海岸 隆起速度分布

大
間

佐
井

奥
戸

弁
天
島

Ｍ３面

Ｍ１面

Ｈ４面

Ｍ３面

Ｍ１面

Ｈ４面

※２ 第732回審査会合資料2-2「7.4 .段丘面区分の妥当性」（P.7-94）を参照。
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• 以上の隆起速度分布によれば，下北半島西部は後期更新世以降，奥戸～大間～易国間及び赤川
～二枚橋を隆起の中心部として緩やかに隆起していると判断される。なお，隆起速度分布には活断層
を示唆する速度急変部は認められない。
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※１ “旧汀線”と”段丘面内縁”の使い分けは，本編資料「1.1 陸域の地形・地質・地質構造」(P.1-5)を参照。

※１



弁天島
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二枚橋
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佐井

大畑

川代

赤川

大間原子力発電所

長浜 黒崎

松ヶ崎

石持納屋

尻屋

易国間

• 段丘面内縁※１標高は地形から判読するため，
隆起量に加え被覆層の厚さが付加されるので，
旧汀線※１に比べて正確性に劣るものの，広く
全体の傾向を把握するには有効である。

• Ｍ１面段丘面内縁の高度分布によれば，下
北半島西部では，後期更新世以降，北東部海
岸の大間～赤川～二枚橋を中心に全体が緩
やかに隆起しており，川代にて収束する。

• 高度分布には，活断層を示唆する高度急変
部は認められない。
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資料2-2 P.7-4一部修正
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※２ Ｍ１面段丘面内縁標高から隆起速度への換算は，隆起速度（m/ky）=（標高(m)-5)/125(ky)とする。第732回審査会合資料2-2「7.4 .段丘面区分の妥当性」（P.7-94）を参照。

注：「尻屋」区間のM1面の標高は，リサイクル燃料
貯蔵株式会社の審査会合資料１）に基づく。

5 10 15
石持納屋を起点とした直線距離（km）

7.2.1 陸域の隆起傾向（3/6）

（平面図） 凡 例
Ｍ１面内縁標高判読地点

距離計測起点

Ｍ１面が分布しない区間
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(1) 沿岸の隆起傾向：Ｍ１面段丘面内縁 の高度分布及び隆起速度（参考値 ）分布※１ ※２

※１ “旧汀線”と”段丘面内縁”の使い分けは，本編資料「1.1 陸域の地形・地質・地質構造」(P.1-5)を参照。

コメントNo. S1-81



• 内陸の大畑川では，流域全体が一
定速度で隆起しており，隆起速度分布
には，活断層を示唆する速度急変部
は認められない。

(2) 内陸の隆起傾向：隆起速度分布（大畑川の河成段丘面による）※１

7.2.1 陸域の隆起傾向（4/6）

隆起速度分布図

確認地点

MF２面-LF面の比高による

MF１面-LF面の比高による

大畑川

河口

隆起速度確認位置図

MF２面

MF１面

確認地点

大畑川流域

段丘面分布図

※１ 第579回審査会合資料 1-1-2
「9.内陸の隆起傾向に関する調査」を参照

※２ 小池・町田編 (2001)２）による。
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• ＭＦ２面（MIS６）とＬＦ面（MIS２）との比高及びＭＦ１面（MIS８）とＬＦ面（MIS２）との比高を，そ
の期間の隆起量とし，ＭＦ２面（MIS６）とＬＦ面（MIS２）間は約12万年※２，ＭＦ１面（MIS８）とＬＦ
面（MIS２）間は約23万年※２として隆起速度を求めた。

• 大畑川流域では，おおむね0.15m/ky～0.20m/kyの隆起速度を示す。
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• 下北半島西部の岩石海岸では，海食による侵食地形が広く形成されており，一部は離
水（Ｂ面）している。

• 離水した海岸侵食地形（B面）は，縄文海進期に形成された侵食地形面が，海退時の侵
食を免れて残存した部分と判断され※４，地震性隆起は想定されない。

• 弁天島の離水した平坦面は，最終間氷期（MIS5c）に形成された海食台と判断され※５ ，
地震性隆起は想定されない

NO． ： ノッチ，波食窪
R． ： ランパート，波食残丘

H．W．L．： 朔望平均満潮位
L．W．L．： 朔望平均干潮位

Ｂ面 （離水ベンチ）

・標 高： ２ｍ～４ｍ程度

・特 徴： 起伏の多い不明瞭な地形面で，侵食によって離れ岩状に
なっている場合や地形面が消失し波食窪のみ残存する場
合もある。表面に植生が確認される場合がある。平面的な
連続性が悪く，各地に点在する。

・海水準との関係：

満潮時や荒天時にも波浪の影響を受けることはほとんど
ない。

Ｃ1面 （ストームベンチ）

・標 高： １ｍ～２ｍ程度 （弁天島は１ｍ～３ｍ程度）

・特 徴： 小さな凹凸に富んだ緩く傾斜した地形面が多く，侵食に
よって離れ岩状になっている場合や地形面が消失し波食
窪のみ残存する場合もある。弁天島では円礫主体の堆積
物を伴う。平面的な連続性が悪く各地に点在する。

・海水準との関係：

通常は満潮時にも海面下に水没することはないが，荒天

時には波浪の影響を受ける。

Ｃ2面 （波食棚，ベンチ）

・標 高： ０ｍ～1.5ｍ程度

・特 徴： 小さな凹凸に富んだほぼ明瞭な平坦面を形成する。平面
的な連続性が良い。

・海水準との関係：

満潮時や荒天時にはほぼ全体が水没して波浪の影響を
受けるが，干潮時には露出する。

Ｃ3面 （海食台）

・標 高： -１ｍ～０ｍ程度

・特 徴： C2面と緩い傾斜で続く。

・海水準との関係：

常時海水面下にあり，波浪の影響を受けている。

下北半島西部における岩石海岸の海岸侵食地形区分（模式図）

第732回審査会合

資料2-2 P.9-3 一部修正

離水ベンチ※１ ：海面より十分高く波浪の影響を受けない地形面。
ストームベンチ※１ ※２ ：暴浪で形成された地形面。
波食棚※３ ：主として潮間帯にある平滑な岩床面。
海食台※３ ：つねに海面下にある，やや平滑な岩床面。

※１: 三位（1963）３) ，※２ : 三位（1967）４) ，※３ : 豊島（1967）５)

海岸侵食地形の用語

下北半島西部の岩石海岸における海岸侵食地形 （解説）
(3) 海岸浸食地形：地形面区分及び成因

7.2.1 陸域の隆起傾向（5/6）

※４ 補足説明資料「３. 完新世の海岸侵食地形」（P.32～P.40）を参照。

※５ 第732回審査会合資料2-2「9. 完新世の海岸侵食地形 9.1調査結果概要」（P.9-25）を参照。
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• 各地形面のうち削剥の少ない最大標高を見ると，弁天島を除き，Ｃ面群，Ｂ面ともに一定の標高幅を示し，
Ｃ２面は０ｍ～1.5ｍ程度，Ｃ１面は１ｍ～２ｍ程度，Ｂ面は２ｍ～４ｍ程度でほぼ一定している。

• Ｂ面（離水した海岸侵食地形）は，縄文海進期に形成された侵食地形面が，海退時の侵食を免れて残存し
た部分と判断され※１，地震性隆起は想定されない。

• なお，海岸侵食地形は形成当初から１ｍ～２ｍの地点差があるため，広域的な変動傾向の評価は可能で
あるが，局所的な変動傾向の評価には適さない。

第732回審査会合

資料2-2 P.9-8一部修正7.2.1 陸域の隆起傾向（6/6）

※１ 補足説明資料「３. 完新世の海岸侵食地形」（P.32～P.40）を参照。

(3) 海岸浸食地形：地形面の高度分布
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7.2.3(2) 第四紀広域隆起

⑩更新世以降の変動は，陸域の隆起域から海域の沈降域へと緩やかに変化する東西約60ｋｍに
渡る広域的な地殻変動である。これを，第四紀広域隆起とよぶ。

7.2.3(1) 第四紀の変動

⑩更新世以降，下北半島西部は海域（津軽海盆，汐首海脚南東方海域）の沈降と陸域の隆起な
らびにそれらを繋ぐ沿岸部の傾動が生じている。これらの変動は連続的に漸移しており，断層を
示唆する局所的な変位・変形は認められない。

7.2.2 海域の隆起傾向（1/12） 評価の流れ図
第871回審査会合

資料1-1P.7-6 一部修正

広域的な隆起の一部に仮想的な隆起域を設定し，その領域を説明しうる仮想的な断層を，震源として考慮する活断層として
想定し，敷地ごとに震源を特定して策定する地震動の対象として耐震設計上の保守性を考慮するものとする。

1.3 地球物理学的特性

③下北半島西部付近には，
断層を示唆する重力急変
部は認められない。

1.1，1.2 地質・地質構造

①④露頭調査，海上音波
探査等によれば，下北半島
西部の隆起をもたらす活断
層は認められない。

変動履歴

②変動履歴において，断層
を伴う隆起活動は認められ
ない。

7.2.1(1)沿岸の隆起傾向

⑥⑦⑧奥戸～大間～易国
間及び赤川～二枚橋を隆
起の中心部として緩やかに
隆起している。

⑥⑦⑧隆起速度分布には
活断層を示唆する速度急
変部は認められない。

7.2.1(3)海岸侵食地形
⑤離水した海岸侵食地形
（B面）は，縄文海進期に
形成された侵食地形面が，
海退時の侵食を免れて残
存した部分と判断され，地
震性隆起は想定されない。

⑤弁天島の離水した平坦
面 は ， 最 終 間 氷 期
（MIS5c）に形成された海
食台と判断され，地震性
隆起は想定されない。

東北日本の地質

⑪下北半島西部は，東北
地方と同様の地質構造発
達史を持つ。

⑪下北半島西部は火山フ
ロントに沿う背弧側に位置
し，東北地方における奥羽
脊梁山地に対応する。

7.4下北半島西部の隆起のまとめ

○ 地質・地質構造の調査，重力構造の解析，変動履歴の検討等によれば，下北半島西部の隆起をもたらす活断層は認められない。

○ 東北地方の広域的な隆起傾向及び東北地方の地震活動に伴うローカルな隆起傾向との比較等によれば，下北半島西部にローカルな隆起は認め
られず，広域的な隆起のみが生じていると判断される。

○ 奥羽脊梁山地の隆起メカニズムとの比較等によれば，下北半島西部の広域的な隆起は，断層を伴わない非弾性的な変形による隆起と判断される。

既往資料での説明部分
補足的な情報の流れ

主要な情報の流れ

8.下北半島西部の隆起
への耐震設計上の考慮

第579回審査会合資料
1-1-2 「12章」を参照

第579回審査会合資料
1-1-2 「13章」を参照

7.2.1(1)沿岸の隆起傾向

①Ｍ１面（MIS5eの海成段
丘面）の旧汀線に高度不連
続は認められない。

第732回審査会合資料
2-2 「12章」を参照

第732回審査会合資料
2-1 「7章」を参照

7.2.1(2)内陸の隆起傾向

⑥内陸部の大畑川では，流
域全体が一定速度で隆起
している。

⑥隆起速度分布には活断
層を示唆する速度急変部
は認められない。

7.2.2海域の隆起傾向

⑩鮮新世末以降，津軽
海盆の沈降及び海底水
道に向かう傾動が継続
し，更新世以降，汐首
海脚南東方海域の沈降
に向かう傾動が継続し
ている。

中新世背斜・向斜

④「大間崎背斜」には，少
なくとも後期更新世以降の
活動はない。

隆起メカニズムの評価

⑪下北半島西部は火山集
中帯であり，奥羽脊梁山地
の火山帯と同様に，軟化し
た地殻が東西圧縮応力によ
り短縮して非弾性的に隆起
する条件を満たす。

⑪下北半島西部における隆
起速度の地域差は小さく，ま
た基盤に断層は認められな
い。

7-14

7.2.3(3) 東北地方の隆起傾向との比較

⑩「第四紀広域隆起」におけるMIS5e面の分布標高は，日本海沿岸など活断層や地震性隆起の
報告等がある地域のMIS5e面と比べて半分以下であり，ローカルな隆起は想定されない。



変動を示唆する反射面構造の判読方法

隆起傾向を等しく評価するため，海域内で縦横比を統一した反射断面図を作成し，下記条件で隆起/沈降/傾動の示唆される地
層を判読した。

• 海底の地層においては，層厚の変化によって，傾動を判別する。

• 海底の地層において傾動の成因として，“隆起/沈降”の判別が困難な場合には，“傾動”とする。

• 判読結果は，地層毎（時代毎）の隆起域/沈降域/傾動域としてとりまとめる。

海底の隆起/傾動/沈降に伴うグロース堆積構造

7.2.2 海域の隆起傾向（2/12）
第871回審査会合

資料1-1P.7-7 一部修正

岡村（2000）６）に加筆

堆積期間に変動が生じている。

（隆起側より沈降側の堆積層が厚い。）

堆積の後に変動が生じている。

（隆起側，沈降側で堆積層が同じ厚さ。）

7-15

沈降域

傾動域

隆起域



深度スケールは，水中およ
び堆積層中での音波伝播
速度1500m/secと仮定して
読取ったものである。

• 大間海脚では，Ｅ層が高まりを形成し，海底面に露出している。
• Ｄ層は，Ｅ層にアバットして堆積している。
• Ｅ層からＣ層上部にかけて傾動隆起に伴うものと考えられる撓み及び
背斜構造が認められる。

• Ｄ層最下部の一部で growth strata が認められるが，それより上位のＤ
層は，Ｅ層の高まりの西翼で一様に傾斜し，growth strata は認められな
い。

• Ｃ層及びＢ３層の層理の傾きには growth strata が認められる。
• Ｂ２層からＢ１層は，確認できる範囲でほぼ水平であるが，分布が狭い。

• Ｅ層堆積末期に，大間海脚と背斜構造の原型が形成される。
• Ｄ層堆積初期に，隆起及び一部の背斜構造の形成が進行，中期

頃に活動が収束し，後期頃に緩やかな傾動運動が開始する。
• Ｃ層堆積時に，Ｅ層の高まりの西翼が広く傾動する。
• Ｂ３層堆積時にも，傾動の活動が継続する。
• Ｂ２層及びＢ１層堆積時の隆起運動は不明である。

（矢印の方向は相対的沈降方向）

隆起域 傾動部

相対的隆起部 漸移部

読み取り位置

（二重線表示は推定） 補助線

測線外へ続く

変動判読図の例 （No.504M測線）※１

※１ 変動判読の結果は，第579回審査会合資料1-1-2「11.海域の変動履歴の評価」を参照。

7.2.2 海域の隆起傾向（3/12）
第871回審査会合

資料1-1P.7-8 再掲 7-16

海域地質凡例



Ｅ層堆積時（中新世）の隆起・沈降域

【隆起構造と考えられるエリア】
U1：福浦北部を中心とした半ドーム状構造
U2：大間海脚を中心とした高まり
U3：赤川沿岸の凸部（C層からの推定）

【沈降構造と考えられるエリア】
D1：湯ノ沢山西方沖の沈降域

U1

U2

U3

D1

• 等深線には，中新世末に生じた下北半島西部の陸化に伴う隆起
及びそれ以降の変動が現れると考えられる。

• 西岸のＥ層上面では，福浦北部を中心とした半ドーム状構造(U1)
が形成されており，陸域の中新統に認められる半ドーム状構造と対
を成すものと考えられる。

• 大間海脚のＥ層上面では，北北西－南南東方向に延びる尾根状
の高まり(U2)が形成されている。

• 赤川沿岸では，不明瞭な凸状の隆起部（U3）が形成されている。

第871回審査会合

資料1-2P.22 一部修正

赤川
佐井

福浦

湯ノ沢山

易国間
奥戸

凡例-陸域部

向斜軸

背斜軸

Ｅ層堆積時の沈降域

Ｅ層堆積時の隆起域（破線は推定）

Ｅ層より上位の地層をすべて剥ぎ取った地質図+Ｅ層上面等深線

7.2.2 海域の隆起傾向（4/12）

汐首海脚南東方
海域
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Ｄ層堆積時前半（鮮新世の前半）の隆起・沈降域

【隆起構造と考えられるエリア】
U1：福浦北部を中心とした半ドーム状隆起
U2：大間海脚を中心とした隆起
U3：赤川沿岸の凸部（C層からの推定）

【沈降構造と考えられるエリア】
なし

• 等深線には，中新世末から継続する下北半島西部の陸化に伴う
隆起及びそれ以降の変動が現れると考えられる。

• 福浦付近のＤ層はＥ層にアバットして堆積し，下部にはＥ層から続く
半ドーム状隆起（U1）が認められる。

• 大間海脚部西斜面のＤ層は下部に傾動が認められ，大間海脚の
中心軸部が隆起（U2）したことが示唆される。

• 赤川沿岸では，不明瞭な凸部の隆起部（U3）が継続している。

第871回審査会合

資料1-2P.23 一部修正

赤川
佐井

福浦

湯ノ沢山

易国間
奥戸

凡例-陸域部

向斜軸

背斜軸

Ｄ層堆積時の隆起域（破線は推定）

収束域

U1

U2

U3

D1

Ｄ層より上位の地層をすべて剥ぎ取った地質図+Ｄ層上面等深線

7.2.2 海域の隆起傾向（5/12）

汐首海脚南東方
海域
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Ｄ層堆積時後半（鮮新世の後半）の隆起・沈降域

【隆起構造と考えられるエリア】
U3：赤川沿岸の凸部（C層からの推定）

【沈降構造と考えられるエリア】
なし

【傾動しているエリア】
S2：海底水道に向かう傾動
S4：津軽海盆の沈降に伴う傾動

• 等深線には，鮮新世の広域応力が小さい時期及びそれ以降の変
動が現れると考えられる。

• 大間海脚から西岸にかけてのＤ層上部には，津軽海盆の沈降に
伴う傾動(S4)が認められる。

• 大間海脚東側のＤ層は堆積面が傾斜しており，海底水道に向かう
傾動(S2)により形成されたものと判断される。

• 赤川沿岸では，不明瞭な凸部の隆起部（U3）が継続している。

第871回審査会合

資料1-2P.24 一部修正

赤川
佐井

福浦

湯ノ沢山

易国間
奥戸

凡例-陸域部

向斜軸

背斜軸

Ｄ層堆積時の隆起域（破線は推定）

収束域

Ｄ層堆積時の沈降方向
（実線は確認区間，破線は推定区間）

U1

U2

U3

D1

S4

S2

Ｄ層より上位の地層をすべて剥ぎ取った地質図+Ｄ層上面等深線

7.2.2 海域の隆起傾向（6/12）

汐首海脚南東方
海域
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Ｃ層堆積時（前期更新世）の隆起・沈降域

• 等深線には，強いE-W方向の圧縮応力場に移行した前期更新世
末及びそれ以降の変動が現れると考えられる。

• 大間海脚から西岸にかけてのＣ層には，鮮新世から続く津軽海盆
の沈降に伴う傾動(S4)が認められ，北端部がやや狭くなっている。

• 大間海脚東側のＣ層は分布が少なく不明瞭であるが，鮮新世から
続く傾動（S2）が継続するものと推定した。

• 赤川沿岸では褶曲構造を伴う隆起(U3)が認められ，さらに沖合に
は汐首海脚南東方海域の沈降に伴う傾動（S3）が認められる。

• 津軽海盆中央部のＣ層には，小規模なドーム状隆起(U4)が認めら
れる。

第871回審査会合

資料1-2P.25 一部修正

赤川
佐井

福浦

湯ノ沢山

易国間
奥戸

凡例-陸域部

向斜軸

背斜軸

Ｃ層堆積時の隆起域（破線は推定）

収束域

Ｃ層堆積時の沈降方向
（実線は確認区間，破線は推定区間）

U1

U2

U3

D1

S4

S2

U4

S3

【隆起構造と考えられるエリア】
U3：赤川沿岸の隆起
U4：津軽海盆中央部のドーム状隆起

【沈降構造と考えられるエリア】
なし

【傾動しているエリア】
S2：海底水道に向かう傾動
S4：津軽海盆の沈降に伴う傾動
S3：汐首海脚南東方海域の沈降に伴う傾動

Ｃ層より上位の地層をすべて剥ぎ取った地質図+Ｃ層上面等深線

7.2.2 海域の隆起傾向（7/12）

汐首海脚南東方
海域
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Ｂ３層堆積時（中期更新世前半）の隆起・沈降域

凡例-陸域部

向斜軸

背斜軸

【隆起構造と考えられるエリア】
U5：津軽海盆北西斜面の隆起

【沈降構造と考えられるエリア】
なし

【傾動しているエリア】
S2：海底水道に向かう傾動
S4：津軽海盆の沈降に伴う傾動
S3’：汐首海脚南東方海域の沈降に伴う傾動

• 等深線には，引続き強いE-W方向の圧縮応力場である中期更新
世及びそれ以降の変動が現れると考えられる。

• 大間海脚から西岸にかけてのＢ３層には，鮮新世から続く津軽海
盆の沈降に伴う傾動(S4)が認められるが，南部における傾動の蓄積
が少なく，判読し難くなっている。

• 大間海脚東側から赤川付近にかけてのＢ３層は分布が少なく内部
構造が不明瞭であるが，下位層との分布境界の形状により，海底水
道に向かう傾動（S2）と汐首海脚南東方海域の沈降に伴う傾動
（S3’）が，それぞれ継続すると判断される。

• 津軽海盆北西斜面には，緩やかな背斜状構造に伴う隆起(U5)が
認められる。

Ｂ３層堆積時の隆起域（破線は推定）

収束域

Ｂ３層堆積時の沈降方向
（実線は確認区間，破線は推定区間）

収束した傾動

Ｂ３層の傾斜方向
（グロース不明な隆起域の境界）

第871回審査会合

資料1-2P.26 一部修正

赤川
佐井

福浦

湯ノ沢山

易国間
奥戸

U1

U2

U3

D1

S4

S2

U4

S3

S3’

U5

Ｂ３層より上位の地層をすべて剥ぎ取った地質図+Ｂ３層上面等深線

7.2.2 海域の隆起傾向（8/12）

汐首海脚南東方
海域
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【隆起構造と考えられるエリア】
U5：津軽海盆北西斜面の隆起

【沈降構造と考えられるエリア】
なし

【傾動しているエリア】
S2：海底水道に向かう傾動
S4：津軽海盆の沈降に伴う傾動
S3’：汐首海脚南東方海域の沈降に伴う傾動

Ｂ２層堆積時（中期更新世後半）の隆起・沈降域

• 等深線には，引続き強いE-W方向の圧縮応力場である中期更新
世及びそれ以降の変動が現れると考えられる。

• Ｂ２層堆積時における変動は，Ｂ３層堆積時と同様であり，鮮新世
から続く津軽海盆の沈降に伴う傾動(S4)は，南部における傾動の蓄
積がさらに少なく判読し難くなっている。

• 大間海脚東側から赤川付近にかけてのＢ３層は分布が少なく内部
構造が不明瞭であるが，下位層及び上位層における変動の継続性
により，海底水道に向かう傾動（S2）と汐首海脚南東方海域の沈降
に伴う傾動（S3’）が，それぞれ継続すると判断される。

• 津軽海盆北西斜面の背斜状構造に伴う隆起(U5)は，Ｂ２層上部が
隆起域にアバットしていることから，Ｂ２層堆積末期頃には収束傾向
に転じたものと判断される。

第871回審査会合

資料1-2P.27 一部修正

赤川
佐井

福浦

湯ノ沢山

易国間
奥戸

U1

U2

U3

D1

S4

S2

U4

S3

S3’

U5

Ｂ２層より上位の地層をすべて剥ぎ取った地質図+Ｂ２層上面等深線

凡例-陸域部

向斜軸

背斜軸

Ｂ３層堆積時の隆起域（破線は推定）

収束域

Ｂ３層堆積時の沈降方向
（実線は確認区間，破線は推定区間）

収束した傾動

Ｂ３層の傾斜方向
（グロース不明な隆起域の境界）

7.2.2 海域の隆起傾向（9/12）

汐首海脚南東方
海域
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Ｂ１層堆積時（後期更新世）の隆起・沈降域

【隆起構造と考えられるエリア】
なし

【沈降構造と考えられるエリア】
なし

【傾動しているエリア】
S2：海底水道に向かう傾動
S4：津軽海盆の沈降に伴う傾動
S3’：汐首海脚南東方海域の沈降に伴う傾動

• 等深線には，引続き強いE-W方向の圧縮応力場である後期更新
世の変動が現れると考えられる。

• Ｂ１層堆積時における変動は，Ｂ３層及びＢ２層堆積時と同様であ
り，鮮新世から続く津軽海盆の沈降に伴う傾動(S4)は，南部におけ
る傾動の蓄積がさらに少なく判読し難くなり，大間海脚周辺のみ判
読される。

• 大間海脚東側から赤川付近にかけては，Ｂ１層の傾斜及び下位層
との分布境界の形状により，海底水道に向かう傾動（S2）と赤川沖
の汐首海脚南東方海域の沈降に伴う傾動（S3’）が，それぞれ継続
すると判断される。

第871回審査会合

資料1-2P.28 一部修正

赤川
佐井

福浦

湯ノ沢山

易国間
奥戸

U1

U2

U3

D1

S4

S2

U4

S3

S3’

U5

Ｂ１層より上位の地層をすべて剥ぎ取った地質図+Ｂ１層上面等深線

凡例-陸域部

向斜軸

背斜軸

Ｂ３層堆積時の隆起域（破線は推定）

収束域

Ｂ３層堆積時の沈降方向
（実線は確認区間，破線は推定区間）

収束した傾動

Ｂ３層の傾斜方向
（グロース不明な隆起域の境界）

7.2.2 海域の隆起傾向（10/12）

汐首海脚南東方
海域
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海域の隆起履歴

中新世
鮮新世
(前半)

鮮新世
(後半)

更新世
(前期)

更新世
(中期)

更新世
（後期）

沿岸 西側海岸 U1
S4

海底水道 U2
S2

北東側海岸 U3
S3 S3'

津軽海盆西側斜面 U4

U5

変動領域

津軽海盆の沈降に伴う傾動

海底⽔道に向かう傾動
汐⾸海脚南東⽅海域の
沈降に伴う傾動

ドーム状の隆起

尾根状の隆起

凸状の隆起

下北半島西部沿岸海域での中新世以降の主な変動履歴

S2とS4は，大間海脚を挟
んで同時に活動している。

• 大間海脚を挟んだ西側海岸と海底水道は，おおむね同様の隆起履歴を持ち，鮮新世前半にかけては個別に隆起（U1，U2）しており，更新世の
強いE-W方向の圧縮応力場に移行してからは，津軽海盆の沈降に伴う傾動（S4）及び海底水道に向かう傾動（S2）が継続している。

• 北東側海岸の赤川沖では，前期更新世まで不明瞭な凸状の隆起（U3）が生じており，中期更新世からは，汐首海脚南東方海域の沈降に伴う
傾動（S3’）が継続している。

• 大間海脚から西側海岸にかけての地域と北東側海岸の赤川沖では，異なる隆起履歴を持つ。

• 大間海脚から西側海岸にかけての地域では，鮮新世の後半以降，津軽海盆の沈降及び海底水道に向かう傾動が継続しており，
北東側海岸の赤川沖では，中期更新世以降，汐首海脚南東方海域の沈降に向かう傾動が継続している。

7-247.2.2 海域の隆起傾向（11/12）

赤川沖



海域の構造
海域の断層

活動が後期更新世に及んでいるものと評価する
断層（伏在断層）及び断層番号

活動が後期更新世に及んでいるものと評価する撓曲

断層（伏在断層）及び断層番号

断 層
伏在断層

連続性のない断層

Ｃ層の走向傾斜

Ｄ層の走向傾斜

Ｅ層の走向傾斜 海底等高線

Ｂ１層堆積時の隆起域

収束域

Ｂ１層堆積時の傾動
（矢印の向きは相対的沈降方向）

収束した傾動

向斜軸

背斜軸

• 海域の構造は，陸域全域が隆起域であることを示してい
る。

• 海底水道に向かう傾動（S2）と汐首海脚南東方海域の沈
降に伴う傾動（S3’）は，鮮新統（D層）以上の走向線の変化
によって明瞭に区分される。

走向線の変化位置

Ｂ１層堆積時の傾動：傾斜方向
（グロース不明な傾斜部の境界）

第526回審査会合

資料2-2 P.361一部修正7.2.2 海域の隆起傾向（12/12）

• 海底地形図に，海域の断層，褶曲軸，Ｂ１層の変動域及びＥ層
～Ｃ層の走向傾斜を重ねた図を示す。

• 海域の全面的な走向傾斜分布によれば，西岸沖合の地層は一
様にＷ傾斜，北東岸沖合ではＮからＮＥ傾斜である。

• 北東沿岸の易国間沖合では，西の大間側ではＮＥ～Ｅ傾斜，東
の赤川側ではＮＷ～Ｎ傾斜へと変化しており，大間付近と赤川付
近に異なる変動傾向の存在を示している。
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津軽海盆

汐首海脚南東方海域

二枚橋

大間

佐井

赤川

大畑川

福浦

易国間

長浜

大畑

川代

黒崎

松ヶ崎

奥戸

脇野沢

S4

S2

S3’



（余白）
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7.2.3(1) 第四紀の変動

⑩更新世以降，下北半島西部は海域（津軽海盆，汐首海脚南東方海域）の沈降と陸域の隆起な
らびにそれらを繋ぐ沿岸部の傾動が生じている。これらの変動は連続的に漸移しており，断層を
示唆する局所的な変位・変形は認められない。

7.2.3 第四紀の隆起傾向（1/9） 評価の流れ図
第871回審査会合

資料1-1P.7-12 一部修正

広域的な隆起の一部に仮想的な隆起域を設定し，その領域を説明しうる仮想的な断層を，震源として考慮する活断層として
想定し，敷地ごとに震源を特定して策定する地震動の対象として耐震設計上の保守性を考慮するものとする。

1.3 地球物理学的特性

③下北半島西部付近には，
断層を示唆する重力急変
部は認められない。

1.1，1.2 地質・地質構造

①④露頭調査，海上音波
探査等によれば，下北半島
西部の隆起をもたらす活断
層は認められない。

変動履歴

②変動履歴において，断層
を伴う隆起活動は認められ
ない。

7.2.1(1)沿岸の隆起傾向

⑥⑦⑧奥戸～大間～易国
間及び赤川～二枚橋を隆
起の中心部として緩やかに
隆起している。

⑥⑦⑧隆起速度分布には
活断層を示唆する速度急
変部は認められない。

7.2.1(3)海岸侵食地形
⑤離水した海岸侵食地形
（B面）は，縄文海進期に
形成された侵食地形面が，
海退時の侵食を免れて残
存した部分と判断され，地
震性隆起は想定されない。

⑤弁天島の離水した平坦
面 は ， 最 終 間 氷 期
（MIS5c）に形成された海
食台と判断され，地震性
隆起は想定されない。

東北日本の地質

⑪下北半島西部は，東北
地方と同様の地質構造発
達史を持つ。

⑪下北半島西部は火山フ
ロントに沿う背弧側に位置
し，東北地方における奥羽
脊梁山地に対応する。

7.4下北半島西部の隆起のまとめ

○ 地質・地質構造の調査，重力構造の解析，変動履歴の検討等によれば，下北半島西部の隆起をもたらす活断層は認められない。

○ 東北地方の広域的な隆起傾向及び東北地方の地震活動に伴うローカルな隆起傾向との比較等によれば，下北半島西部にローカルな隆起は認め
られず，広域的な隆起のみが生じていると判断される。

○ 奥羽脊梁山地の隆起メカニズムとの比較等によれば，下北半島西部の広域的な隆起は，断層を伴わない非弾性的な変形による隆起と判断される。

既往資料での説明部分
補足的な情報の流れ

主要な情報の流れ

8.下北半島西部の隆起
への耐震設計上の考慮

第579回審査会合資料
1-1-2 「12章」を参照

第579回審査会合資料
1-1-2 「13章」を参照

7.2.1(1)沿岸の隆起傾向

①Ｍ１面（MIS5eの海成段
丘面）の旧汀線に高度不連
続は認められない。

第732回審査会合資料
2-2 「12章」を参照

第732回審査会合資料
2-1 「7章」を参照

7.2.1(2)内陸の隆起傾向

⑥内陸部の大畑川では，流
域全体が一定速度で隆起
している。

⑥隆起速度分布には活断
層を示唆する速度急変部
は認められない。

7.2.2海域の隆起傾向

⑩鮮新世末以降，津軽
海盆の沈降及び海底水
道に向かう傾動が継続
し，更新世以降，汐首
海脚南東方海域の沈降
に向かう傾動が継続し
ている。

中新世背斜・向斜

④「大間崎背斜」には，少
なくとも後期更新世以降の
活動はない。

隆起メカニズムの評価

⑪下北半島西部は火山集
中帯であり，奥羽脊梁山地
の火山帯と同様に，軟化し
た地殻が東西圧縮応力によ
り短縮して非弾性的に隆起
する条件を満たす。

⑪下北半島西部における隆
起速度の地域差は小さく，ま
た基盤に断層は認められな
い。
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7.2.3(3) 東北地方の隆起傾向との比較

⑩「第四紀広域隆起」におけるMIS5e面の分布標高は，日本海沿岸など活断層や地震性隆起の
報告等がある地域のMIS5e面と比べて半分以下であり，ローカルな隆起は想定されない。

7.2.3(2) 第四紀広域隆起

⑩更新世以降の変動は，陸域の隆起域から海域の沈降域へと緩やかに変化する東西約60ｋｍに
渡る広域的な地殻変動である。これを，第四紀広域隆起とよぶ。



7.2.3 第四紀の隆起傾向（2/9）

• 陸域の海成段丘及び河成段丘による離散的な隆起速度分
布によれば，下北半島西部では，後期更新世以降，北東部海
岸を中心に全体が緩やかに隆起している。

• 海域の全面的な走向傾斜分布によれば，西岸沖合の地層
は一様にＷ傾斜，北東岸沖合ではＮからＮＥ傾斜であり，陸域
全域が相対的な隆起域であることを示している。

• 北東沿岸の易国間沖合では，西の大間側ではＮＥ～Ｅ傾斜，
東の赤川側ではＮＷ～Ｎ傾斜へと変化しており，大間付近と
赤川付近に異なる隆起傾向の存在を示している。

• 「7.2.2 海域の隆起傾向」に示す通り，更新世以降は，下北
半島西部沿岸には，(S4)津軽海盆の沈降に伴う傾動，(S2)海
底水道に向かう傾動，(S3’)汐首海脚南東方海域の沈降に伴
う傾動が認められ，前者２つの傾動の頂部に大間付近が，後
者の傾動の頂部に赤川付近が位置する。

地質構造要素凡例

活動が後期更新世に及んで
いるものと評価する撓曲

向 斜 軸
背 斜 軸

断層（伏在断層）(    )

震源として考慮する活断層(    )

連続性のない断層

陸域の隆起傾向

• 下北半島西部は更新世以降，海域（津軽海盆，汐首海脚南
東方海域）の沈降と陸域の隆起ならびにそれらを繋ぐ沿岸部
の傾動が生じている。

津軽海盆

汐首海脚南東方海域

二枚橋

大間

佐井

赤川

大畑川

福浦

易国間

長浜

大畑

川代

黒崎

松ヶ崎

奥戸

脇野沢

S4

S2

S3’

走向線の変化位置

易国間
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(1)第四紀の変動(1/2)：変動履歴

B3層の走向傾斜

B1層の走向傾斜

B2層の走向傾斜

E層の走向傾斜

C層の走向傾斜

海域の隆起傾向

Ｂ１層の傾動域（破線は推定）

Ｂ１層の傾斜方向

Ｂ１層堆積時の沈降方向Ｄ層の走向傾斜 第四紀の傾動

6

6

6

6

6 6



• 更新世以降の海域の傾動域（Ｃ層の傾動域）は，西側
海岸～大間海脚～易国間の沖合及び北東側海岸の赤
川の沖合に，東西約60ｋｍに渡り認められる。

• Ｂ１層（上部更新統）の傾動域は，奥戸～大間海脚～易
国間の沖合に認められ，赤川～二枚橋の沖合では不明
瞭な傾動が認められる。

• Ｂ１層に認められる傾動領域は，相対的に傾動が大き
く，音波探査断面で判読可能な傾動が比較的短期間で
蓄積される領域を示すものと考えられる。

• Ｂ１層に傾動が認められる海域の陸側である奥戸～大
間～易国間，赤川地点及び二枚橋地点は，陸域におい
て比較的早い隆起速度（0.20m/ky以上）の領域に該当
し，相関が良い。

段丘の隆起速度調査結果

Ｂ１層の傾動域（破線は推定）

第四紀の変動が認められる領域

Ｂ１層の傾斜方向
（グロース不明な隆起域の境界）

Ｂ１層堆積時の沈降方向
（実線は確認区間，破線は推定区間）

Ｃ 層の傾動域（破線は推定）

Ｃ 層堆積時の沈降方向
（実線は確認区間，破線は推定区間）

7.2.3 第四紀の隆起傾向（3/9）

(1)第四紀の変動(2/2)：陸域と海域の対比

赤川沖

津軽海盆

汐首海脚南東方海域

弁天島

二枚橋

大間

佐井

赤川

大畑川

福浦

易国間

長浜

大畑

川代

黒崎

松ヶ崎

奥戸

脇野沢

向 斜 軸
背 斜 軸

断層（伏在断層）(    )

震源として考慮する活断層(    )

連続性のない断層

地質構造要素凡例

撓 曲

海域は第四系下面
等深線を示す。

陸域は現在の接峰
面等高線を示す。

第871回審査会合

資料1-1P.7-15 一部修正 7-30

• 陸域における後期更新世以降の隆起層度分布と，海
域における更新世以降の傾動の傾向が整合的である。

Ｂ１層（上部更新統），Ｃ層（下部更新統）



7.2.3 第四紀の隆起傾向（4/9）

(2)第四紀広域隆起(1/2)：平面分布

段丘の隆起速度調査結果

第四紀広域隆起

隆起の分類

• 前頁に述べる通り，陸域における後期更新世以降の隆
起層度分布と，海域における更新世以降の傾動の傾向
が整合的であることから，陸域と海域に共通する地盤変
動が生じているものと評価される。

• 海域の奥戸～大間海脚～易国間の沖合と赤川～二枚
橋の沖合では異なる変動傾動が認められるが，これは
更新世以降の隆起において，津軽海盆の沈降の影響と
汐首海脚南東方海域の沈降の影響との違いが表れたも
のと判断される。

Ｂ１層の傾動域（破線は推定）

第四紀の変動が認められる領域

Ｂ１層の傾斜方向
（グロース不明な隆起域の境界）

Ｂ１層堆積時の沈降方向
（実線は確認区間，破線は推定区間）

Ｃ 層の傾動域（破線は推定）

Ｃ 層堆積時の沈降方向
（実線は確認区間，破線は推定区間）赤川沖

津軽海盆

汐首海脚南東方海域

弁天島

二枚橋

大間

佐井

赤川

大畑川

福浦

易国間

長浜

大畑

川代

黒崎

松ヶ崎

奥戸

脇野沢

海域は第四系下面
等深線を示す。

陸域は現在の接峰
面等高線を示す。

第871回審査会合

資料1-1P.7-16 一部修正 7-31

• 下北半島西部の更新世以降の地盤変動は，海域（津
軽海盆，汐首海脚南東方海域）の沈降と陸域の隆起な
らびにそれらを繋ぐ沿岸部の傾動が生じている。これは
東西約60ｋｍに渡る広域的な地殻変動であり，以降「第
四紀広域隆起」という。

向 斜 軸
背 斜 軸

断層（伏在断層）(    )

震源として考慮する活断層(    )

連続性のない断層

地質構造要素凡例

撓 曲

Ｂ１層（上部更新統），Ｃ層（下部更新統）



津軽海盆

F-15

海底水道

約
7
0
0
ｍ

海域地質凡例

• 「第四紀広域隆起」は，下北半島西部に更新世以降に生じている海域（津軽海盆，汐首海脚南東方海域）の沈降と陸域の隆起ならびにそ
れらを繋ぐ沿岸部の傾動であり，東西約60kmに渡る広域的で緩やかな地殻変動である。これによる変形は領域全体に分散しており，断層を
示唆する局所的な変位・変形及び隆起速度急変部は認められない。

海底水道 汐首海脚南東方海域

約
7
0
0
ｍ

7.2.3 第四紀の隆起傾向（5/9）

断面位置図

第871回審査会合

資料1-1P.7-14 一部修正 7-32

「第四紀広域隆起」は，陸域の隆起域から海域の沈降域へと緩やかに変化する東西約60ｋｍに渡る広域的な地殻変動である。その概要を
以下に示す。

• 傾動域において，Ｃ層（下部更新統）には明瞭な“growth strata”が認められ，Ｄ層（鮮新統）には“pre-growth strata”が認められることから，
第四紀広域隆起が前期更新世に活発な活動を開始していることが分かる※１。

• 第四紀（Ｃ層堆積開始以降）の累積落差は700ｍ以上であり，平均0.25～0.3m/ky程度の隆起速度差となる。（700ｍ/2580ky≒0.27m/ky）

• この700mの累積落差をもたらす地殻変動において，Ｅ層（中新統）には新たな断層は形成されておらず，全体の緩やかな変形により落差
を吸収している。

(2)第四紀広域隆起(2/2)：活動状況

角度は水平・垂直比が
１：１の傾斜角度

0 5km
V.E.=5

第四紀広域隆起

隆起の分類

沈降域 傾動域 傾動域隆起域

※１ 本編資料「7.2.2 海域の隆起傾向」（P.7-15）を参照。



7.2.3(2) 第四紀広域隆起

⑩更新世以降の変動は，陸域の隆起域から海域の沈降域へと緩やかに変化する東西約60ｋｍに
渡る広域的な地殻変動である。これを，第四紀広域隆起とよぶ。

7.2.3(1) 第四紀の変動

⑩更新世以降，下北半島西部は海域（津軽海盆，汐首海脚南東方海域）の沈降と陸域の隆起な
らびにそれらを繋ぐ沿岸部の傾動が生じている。これらの変動は連続的に漸移しており，断層を
示唆する局所的な変位・変形は認められない。

7.2.3 第四紀の隆起傾向（6/9） 評価の流れ図
第871回審査会合

資料1-1P.7-17 一部修正

広域的な隆起の一部に仮想的な隆起域を設定し，その領域を説明しうる仮想的な断層を，震源として考慮する活断層として
想定し，敷地ごとに震源を特定して策定する地震動の対象として耐震設計上の保守性を考慮するものとする。

1.3 地球物理学的特性

③下北半島西部付近には，
断層を示唆する重力急変
部は認められない。

1.1，1.2 地質・地質構造

①④露頭調査，海上音波
探査等によれば，下北半島
西部の隆起をもたらす活断
層は認められない。

変動履歴

②変動履歴において，断層
を伴う隆起活動は認められ
ない。

7.2.1(1)沿岸の隆起傾向

⑥⑦⑧奥戸～大間～易国
間及び赤川～二枚橋を隆
起の中心部として緩やかに
隆起している。

⑥⑦⑧隆起速度分布には
活断層を示唆する速度急
変部は認められない。

7.2.1(3)海岸侵食地形
⑤離水した海岸侵食地形
（B面）は，縄文海進期に
形成された侵食地形面が，
海退時の侵食を免れて残
存した部分と判断され，地
震性隆起は想定されない。

⑤弁天島の離水した平坦
面 は ， 最 終 間 氷 期
（MIS5c）に形成された海
食台と判断され，地震性
隆起は想定されない。

東北日本の地質

⑪下北半島西部は，東北
地方と同様の地質構造発
達史を持つ。

⑪下北半島西部は火山フ
ロントに沿う背弧側に位置
し，東北地方における奥羽
脊梁山地に対応する。

7.4下北半島西部の隆起のまとめ

○ 地質・地質構造の調査，重力構造の解析，変動履歴の検討等によれば，下北半島西部の隆起をもたらす活断層は認められない。

○ 東北地方の広域的な隆起傾向及び東北地方の地震活動に伴うローカルな隆起傾向との比較等によれば，下北半島西部にローカルな隆起は認め
られず，広域的な隆起のみが生じていると判断される。

○ 奥羽脊梁山地の隆起メカニズムとの比較等によれば，下北半島西部の広域的な隆起は，断層を伴わない非弾性的な変形による隆起と判断される。

既往資料での説明部分
補足的な情報の流れ

主要な情報の流れ

8.下北半島西部の隆起
への耐震設計上の考慮

第579回審査会合資料
1-1-2 「12章」を参照

第579回審査会合資料
1-1-2 「13章」を参照

7.2.1(1)沿岸の隆起傾向

①Ｍ１面（MIS5eの海成段
丘面）の旧汀線に高度不連
続は認められない。

第732回審査会合資料
2-2 「12章」を参照

第732回審査会合資料
2-1 「7章」を参照

7.2.1(2)内陸の隆起傾向

⑥内陸部の大畑川では，流
域全体が一定速度で隆起
している。

⑥隆起速度分布には活断
層を示唆する速度急変部
は認められない。

7.2.2海域の隆起傾向

⑩鮮新世末以降，津軽
海盆の沈降及び海底水
道に向かう傾動が継続
し，更新世以降，汐首
海脚南東方海域の沈降
に向かう傾動が継続し
ている。

中新世背斜・向斜

④「大間崎背斜」には，少
なくとも後期更新世以降の
活動はない。

隆起メカニズムの評価

⑪下北半島西部は火山集
中帯であり，奥羽脊梁山地
の火山帯と同様に，軟化し
た地殻が東西圧縮応力によ
り短縮して非弾性的に隆起
する条件を満たす。

⑪下北半島西部における隆
起速度の地域差は小さく，ま
た基盤に断層は認められな
い。
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7.2.3(3) 東北地方の隆起傾向との比較

⑩「第四紀広域隆起」におけるMIS5e面の分布標高は，日本海沿岸など活断層や地震性隆起の
報告等がある地域のMIS5e面と比べて半分以下であり，ローカルな隆起は想定されない。



濁川

森断層

亀田半島

津軽海峡

下北半島

上北

三陸～宮城

長町‐利府線断層帯

８)

７)

７)

８)

• 下北半島西部の「第四紀広域隆起」について，地震性隆起の可能性を評価するため，MIS5eに形成された海成段丘面標高を用いて東北
地方の地震性隆起地域と比較する。

• 下北半島西部のMIS5eの海成段丘面標高は，文献によるデータとの整合をとるため，Ｍ１面の段丘面内縁標高を用いる。

• 内陸部においては，文献による河成段丘のＴＴ値を，MIS5eの海成段丘面旧汀線の標高に変換※１して用いる。

海成段丘の出典：
秋田県(2001)９）

小池・町田(2001)２）

小疇ほか(2003)10）

東北電力(2011)11）

東北電力(2014)12）

Matsu’ura et al. (2014)13）

河成段丘の出典：
田力・池田(2005)14）

幡谷(2006)15）

田力ほか（2009）16）

※１ TT値のMIS5e面旧汀線標高（TTmis5e）への換算式は， TTmis5e（ｍ）=(TT値×125/120)+5 とした。

(3) 東北地方の隆起傾向との比較 (1/2)：MIS5eの海成段丘面標高データ分布

7.2.3 第四紀の隆起傾向（7/9）

MIS5e面標高散布図 MIS5e面区分図
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太平洋沿岸

日本海沿岸
津軽海峡北海道側

長町-利府線断層帯

60ｍ

130ｍ

津軽海峡青森側

活断層や地震性隆起が疑われる標高

下北半島西部

60ｍ

130ｍ

活断層や地震性隆起の報告
がある地域のMIS5e面内縁標高

文献によるMIS5e面内縁の分布標高

凡 例

MIS5e面内縁標高の高度差

Δh
90m Δh

75ｍ
Δh
50ｍ

Δh
105ｍ

Δh
75ｍ

Δh
60ｍ

Δh
30ｍ

Δh
90ｍ Δh

75ｍ
Δh
50ｍ

Δh
105ｍ

Δh
75ｍ

Δh
60ｍ Δh

30ｍ

日本海沿岸 津軽海峡
北海道側

下北半島西部

MIS5e面内縁標高の高度差(Δh）の比較

（平面図は前頁を参照。）(3) 東北地方の隆起傾向との比較 (2/2)：MIS5eの海成段丘面高度分布

7.2.3 第四紀の隆起傾向（8/9）

MIS5e面標高の東北
地方との比較によれば，
下北半島西部には，活
断層によるローカルな
隆起は想定されない。

70m

60m

Δh
90

MIS5eの海成段丘面標高によって下北半島西部の第四紀広域隆起と東北地方の地震
性隆起地域とを比較すると，次の通り評価される。

• 「第四紀広域隆起」のMIS5e面の分布標高（20m～50m）は，日本海沿岸など活断層や
地震性隆起の報告等がある地域のMIS5e面の分布標高(60m～130m)と比べて，半分
以下である。

• 同じく「第四紀広域隆起」におけるMIS5e面の高度差（30ｍ）は，活断層や地震性隆起
の報告等がある地域の高度差（50m～90m）と比べて，半分以下である。
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まとめ

• 「第四紀広域隆起」は，下北半島西部に更新世以降に生じている海域（津軽海盆，汐首海脚南東方海域）の沈降と陸域の隆起
ならびにそれらを繋ぐ沿岸部の傾動であり，東西約60kmに渡る広域的で緩やかな地殻変動である。これによる変形は領域全体
に分散しており，断層を示唆する局所的な変位・変形及び隆起速度急変部は認められない。

7.2.3 第四紀の隆起傾向（9/9）

「第四紀広域隆起」の評価

「第四紀広域隆起」と東北地方の隆起傾向との比較

• 「第四紀広域隆起」のMIS5e面の分布標高（20m～50m）は，日本海沿岸など活断
層や地震性隆起の報告等がある地域のMIS5e面の分布標高(60m～130m)と比べ
て，半分以下である。

• 同じく「第四紀広域隆起」におけるMIS5e面の高度差（30ｍ）は，活断層や地震性
隆起の報告等がある地域の高度差（50m～90m）と比べて，半分以下である。

東北地方の隆起傾向との比較
等によれば，下北半島西部にロー
カルな隆起は認められず，広域的
な隆起（第四紀広域隆起）のみが
生じていると判断される。

陸域における後期更新世以降の隆起速度分布と，海域における更新世以降の傾動の傾向が整合的である
ことから，これらを一連の地殻変動と評価し，「第四紀広域隆起」とする。

後期更新世以降の変動の調査結果

• Ｂ１層（上部更新統）の堆積構造により，奥戸～大間海脚
～易国間，赤川～二枚橋の沖合の海域に比較的傾動の大
きい領域が認められる。

• 上記領域を含むＣ層（下部更新統）の下面はおおむね一
定の勾配で傾斜しており，更新世の変動は領域全域に分
散している。活断層を示唆する局所的な変位・変形は認め
られない。

（海域）

• 海成段丘の標高（旧汀線による）及び河成段丘面の標高差
により，奥戸～大間～易国間，赤川地点，二枚橋地点にお
ける0.25～0.3m/kyの隆起速度を最大として，下北半島西部
全域の隆起が認められる。

• 海成段丘及び河成段丘による隆起速度は緩やかに変化し
ており，活断層を示唆する隆起速度急変部は認められない。

（陸域）
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7.2.3(2) 第四紀広域隆起

⑩更新世以降の変動は，陸域の隆起域から海域の沈降域へと緩やかに変化する東西約60ｋｍに
渡る広域的な地殻変動である。これを，第四紀広域隆起とよぶ。

7.2.3(1) 第四紀の変動

⑩更新世以降，下北半島西部は海域（津軽海盆，汐首海脚南東方海域）の沈降と陸域の隆起な
らびにそれらを繋ぐ沿岸部の傾動が生じている。これらの変動は連続的に漸移しており，断層を
示唆する局所的な変位・変形は認められない。

7.4下北半島西部の隆起のまとめ（1/4） 7-38
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広域的な隆起の一部に仮想的な隆起域を設定し，その領域を説明しうる仮想的な断層を，震源として考慮する活断層として
想定し，敷地ごとに震源を特定して策定する地震動の対象として耐震設計上の保守性を考慮するものとする。

1.3 地球物理学的特性

③下北半島西部付近には，
断層を示唆する重力急変
部は認められない。

1.1，1.2 地質・地質構造

①④露頭調査，海上音波
探査等によれば，下北半島
西部の隆起をもたらす活断
層は認められない。

変動履歴

②変動履歴において，断層
を伴う隆起活動は認められ
ない。

7.2.1(1)沿岸の隆起傾向

⑥⑦⑧奥戸～大間～易国
間及び赤川～二枚橋を隆
起の中心部として緩やかに
隆起している。

⑥⑦⑧隆起速度分布には
活断層を示唆する速度急
変部は認められない。

7.2.1(3)海岸侵食地形
⑤離水した海岸侵食地形
（B面）は，縄文海進期に
形成された侵食地形面が，
海退時の侵食を免れて残
存した部分と判断され，地
震性隆起は想定されない。

⑤弁天島の離水した平坦
面 は ， 最 終 間 氷 期
（MIS5c）に形成された海
食台と判断され，地震性
隆起は想定されない。

東北日本の地質

⑪下北半島西部は，東北
地方と同様の地質構造発
達史を持つ。

⑪下北半島西部は火山フ
ロントに沿う背弧側に位置
し，東北地方における奥羽
脊梁山地に対応する。

7.4下北半島西部の隆起のまとめ

○ 地質・地質構造の調査，重力構造の解析，変動履歴の検討等によれば，下北半島西部の隆起をもたらす活断層は認められない。

○ 東北地方の広域的な隆起傾向及び東北地方の地震活動に伴うローカルな隆起傾向との比較等によれば，下北半島西部にローカルな隆起は認め
られず，広域的な隆起のみが生じていると判断される。

○ 奥羽脊梁山地の隆起メカニズムとの比較等によれば，下北半島西部の広域的な隆起は，断層を伴わない非弾性的な変形による隆起と判断される。

既往資料での説明部分
補足的な情報の流れ

主要な情報の流れ

8.下北半島西部の隆起
への耐震設計上の考慮

第579回審査会合資料
1-1-2 「12章」を参照

第579回審査会合資料
1-1-2 「13章」を参照

7.2.1(1)沿岸の隆起傾向

①Ｍ１面（MIS5eの海成段
丘面）の旧汀線に高度不連
続は認められない。

第732回審査会合資料
2-2 「12章」を参照

7.2.1(2)内陸の隆起傾向

⑥内陸部の大畑川では，流
域全体が一定速度で隆起
している。

⑥隆起速度分布には活断
層を示唆する速度急変部
は認められない。

7.2.2海域の隆起傾向

⑩鮮新世末以降，津軽
海盆の沈降及び海底水
道に向かう傾動が継続
し，更新世以降，汐首
海脚南東方海域の沈降
に向かう傾動が継続し
ている。

中新世背斜・向斜

④「大間崎背斜」には，少
なくとも後期更新世以降の
活動はない。

隆起メカニズムの評価

⑪下北半島西部は火山集
中帯であり，奥羽脊梁山地
の火山帯と同様に，軟化し
た地殻が東西圧縮応力によ
り短縮して非弾性的に隆起
する条件を満たす。

⑪下北半島西部における隆
起速度の地域差は小さく，ま
た基盤に断層は認められな
い。

7.2.3(3) 東北地方の隆起傾向との比較

⑩「第四紀広域隆起」におけるMIS5e面の分布標高は，日本海沿岸など活断層や地震性隆起の
報告等がある地域のMIS5e面と比べて半分以下であり，ローカルな隆起は想定されない。

第732回審査会合資料
2-1 「7章」を参照



7.4下北半島西部の隆起のまとめ（2/4）

〇地質・地質構造の調査等により，
隆起をもたらす活断層の有無を評価

①断層が疑われる地表付近の痕跡

⇒Ｍ１面内縁標高のギャップ

⇒ 地質・地質構造の調査，重力構造の解析，変動履歴の検討等によれば，下北半島西部の隆起をもたらす活断層は認められない。
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評価結果

⇒ 海成段丘面（Ｍ１面）は，西側海岸の佐井から大間では，南から北東に
向かって隆起速度を増しているが，隆起速度分布には断層によるせん断
変形を示唆する様な隆起速度急変部は認められない。

②地形発達過程及び地質構造等を総合的に検討して評価

⇒下北半島西部の変動履歴

③地球物理学的調査によって推定される断層

⇒重力探査による長波長の背斜状構造

④地層が局所的に急傾斜している場所

⇒折戸山付近の文献地質断層付近の高角露頭，
大間崎背斜

⑤縄文海進以降に形成された離水海岸地形

⇒離水ベンチ（Ｂ面），

弁天島の平坦面

⇒ 中新世末以降の下北半島西部では，中新世福浦隆起，中新世背斜・
向斜，鮮新世広域隆起及び第四紀広域隆起（津軽海盆の沈降に伴う傾
動，海底水道に向かう傾動，汐首海脚南東海域の沈降に伴う傾動を含
む）が生じているが，いずれも断層運動を示唆する変動は想定されない。

⇒ 大間崎付近に認められる長波長の高重力異常域は大間崎背斜に相
当し，その分布は地盤浅部（地表から５ｋｍ以内）に限られる。大間崎背
斜には後期更新世以降の活動が認められないことから，この長波長の
高重力異常域について，活断層による構造ではないと判断される。

⇒ 文献に図示される折戸山及びその近傍の文献地質断層は，現地露頭
調査により，断層が分布しないと評価される。

⇒ 大間崎背斜には後期更新世以降の活動が認められず，また相当する
長波長の高重力異常域の分布が地盤浅部（地表から５ｋｍ以内）に限ら
れることから，活断層による構造ではないと判断される。

⇒ 離水した海岸侵食地形（B面）は，縄文海進期に形成された侵食地形
面が，海退時の侵食を免れて残存した部分と判断され，地震性隆起は想
定されない。

⇒ 弁天島の離水した平坦面は，ＭＩＳ5cの海進期に大間崎から弁天島付
近まで形成された海食台の一部であり，その後の海退期に弁天島を囲
む堆積岩が侵食され侵食抵抗力の大きい流紋岩が局所的に取り残され
て現在の姿になったものと判断され，地震性隆起は想定されない。

→本編資料P.7-7，P.7-8

→本編資料P.7-15～P.7-25

→第732回審査会合資料2-2 P.1-45

→第579回審査会合資料1-1-2
P.52，P.64，P.76，P.88

→第732回審査会合資料2-2
P.1-18，P.1-45

→第871回審査会合資料1-2 P.2-20

→第579回審査会合資料1-1-1
P.259，P.264

→第732回審査会合資料2-2 P.9-25

→第732回審査会合資料2-2
P.12-2～P.12-18

→第732回審査会合資料2-2 P.7-8

隆起に関わる評価対象：主な評価結果

→本編資料P.7-10，
補足説明資料P.2～P.10



隆起に関わる評価対象：評価結果

7.4下北半島西部の隆起のまとめ（3/4）

〇隆起の実態調査により，
活断層性の隆起の有無を評価

⑥累積的な地殻変動が疑われる地形
⑦顕著な海岸隆起によって累積的な変位
⑧段丘面等の高度分布から累積的な変動

⇒海成段丘，河成段丘

⇒ 東北地方の広域的な隆起傾向及び東北地方の地震活動に伴うローカルな隆起傾向との比較等によれば，下北半島西部にローカル
な隆起は認められず，広域的な隆起のみが生じていると判断される。
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→本編資料P.7-7～P.7-9

⑩広域的な隆起等の変動についての要因

⇒東北地方の地震性隆起地域との比較

⑨鮮新世以降に形成された構造

⇒堆積時代毎の活動域
→本編資料P.7-15～P.7-25

⇒ 下北半島西部は後期更新以降，奥戸～大間～易国間及び赤川～二
枚橋を隆起の中心部として緩やかに隆起している。なお，隆起速度分布
には活断層を示唆する速度急変部は認められない。

⇒ 内陸の大畑川流域では全体が一定速度で隆起しており，隆起速度分
布には活断層を示唆する速度急変部は認められない。

⇒ 下北半島西部の後期更新世以降の変動は，北端部の奥戸～大間～
易国間，更に赤川地点及び二枚橋地点を隆起速度のピークとする，陸域
の隆起域から海域の沈降域へと緩やかに変化する東西約60ｋｍに渡る
広域的な地殻変動であり，陸域の後期更新世以降の隆起量は，東北地
方の日本海沿岸など活断層や地震性隆起の報告等がある地域の半分
以下であり，断層を示唆するローカルな隆起は想定されない。

⇒ 大間海脚から西側海岸にかけての地域と北東側海岸では，異なる隆
起履歴を持ち，大間海脚から西側海岸にかけての地域では，鮮新世の
後半以降，津軽海盆の沈降及び海底水道に向かう傾動が継続しており，
北東側海岸では，中期更新世以降，汐首海脚南東方海域の沈降に向か
う傾動が継続している。また，前者と後者の隆起・傾動域は，鮮新統（D
層）以上の走向線の変化によって明瞭に区分される。

→本編資料P.7-29～P.7-36

→第732回審査会合資料2-2
P.12-2～P.12-18

評価結果



隆起に関わる評価対象：評価結果

7.4下北半島西部の隆起のまとめ（4/4）

〇東北地方の隆起帯との類似性により，
隆起メカニズムを評価

⑪累積的な変位を説明する適切な地殻変動

⇒奥羽脊梁山地の隆起帯との類似性

⇒ 奥羽脊梁山地の隆起メカニズムとの比較等によれば，下北半島西部の広域的な隆起は，断層を伴わない非弾性的な変形による隆
起と判断される。
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→第579回審査会合資料1-1-2,
P.1018～P.1026

⇒ 下北半島西部は火山集中帯であり，奥羽脊梁山地の火山帯と同様に，
軟化した地殻が東西圧縮応力により短縮して非弾性的に隆起する条件
を満たす。下北半島西部における隆起速度の地域差は小さく，また基盤
に断層は認められない。

評価結果



（余白）
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評価の流れ図８．下北半島西部の隆起への耐震設計上の考慮 8.1 概要（1/4）
第871回審査会合

資料1-1P.8-2 一部修正

7.2.3(3) 東北地方の隆起傾向との比較

⑩「第四紀広域隆起」におけるMIS5e面の分布標高は，日本海沿岸など活断層や地震性隆起の
報告等がある地域のMIS5e面と比べて半分以下であり，ローカルな隆起は想定されない。

7.2.3(2) 第四紀広域隆起

⑩更新世以降の変動は，陸域の隆起域から海域の沈降域へと緩やかに変化する東西約60ｋｍに
渡る広域的な地殻変動であり，ローカルな隆起は認められない。

7.2.3(1) 第四紀の変動

⑩更新世以降，下北半島西部は海域（津軽海盆，汐首海脚南東方海域）の沈降と陸域の隆起な
らびにそれらを繋ぐ沿岸部の傾動が生じている。これらの変動は連続的に漸移しており，断層を
示唆する局所的な変位・変形は認められない。

広域的な隆起の一部に仮想的な隆起域を設定し，その領域を説明しうる仮想的な断層を，震源として考慮する活断層として想
定し，敷地ごとに震源を特定して策定する地震動の対象として耐震設計上の保守性を考慮するものとする。

1.3 地球物理学的特性

③下北半島西部付近には，
断層を示唆する重力急変
部は認められない。

1.1，1.2 地質・地質構造

①④露頭調査，海上音波
探査等によれば，下北半島
西部の隆起をもたらす活断
層は認められない。

変動履歴

②変動履歴において，断層
を伴う隆起活動は認められ
ない。

7.2.1(1)沿岸の隆起傾向

⑥⑦⑧奥戸～大間～易国
間及び赤川～二枚橋を隆
起の中心部として緩やかに
隆起している。

⑥⑦⑧隆起速度分布には
活断層を示唆する速度急
変部は認められない。

7.2.1(3)海岸侵食地形
⑤離水した海岸侵食地形
（B面）は，縄文海進期に
形成された侵食地形面が，
海退時の侵食を免れて残
存した部分と判断され，地
震性隆起は想定されない。

⑤弁天島の離水した平坦
面 は ， 最 終 間 氷 期
（MIS5c）に形成された海
食台と判断され，地震性
隆起は想定されない。

東北日本の地質

⑪下北半島西部は，東北
地方と同様の地質構造発
達史を持つ。

⑪下北半島西部は火山フ
ロントに沿う背弧側に位置
し，東北地方における奥羽
脊梁山地に対応する。

7.4下北半島西部の隆起のまとめ

○ 地質・地質構造の調査，重力構造の解析，変動履歴の検討等によれば，下北半島西部の隆起をもたらす活断層は認められない。

○ 東北地方の広域的な隆起傾向及び東北地方の地震活動に伴うローカルな隆起傾向との比較等によれば，下北半島西部にローカルな隆起は認め
られず，広域的な隆起のみが生じていると判断される。

○ 奥羽脊梁山地の隆起メカニズムとの比較等によれば，下北半島西部の広域的な隆起は，断層を伴わない非弾性的な変形による隆起と判断される。

既往資料での説明部分
補足的な情報の流れ

主要な情報の流れ

8.下北半島西部の隆起
への耐震設計上の考慮

第579回審査会合資料
1-1-2 「12章」を参照

第579回審査会合資料
1-1-2 「13章」を参照

7.2.1(1)沿岸の隆起傾向

①Ｍ１面（MIS5eの海成段
丘面）の旧汀線に高度不連
続は認められない。

第732回審査会合資料
2-2 「12章」を参照

第732回審査会合資料
2-1 「7章」を参照

7.2.1(2)内陸の隆起傾向

⑥内陸部の大畑川では，流
域全体が一定速度で隆起
している。

⑥隆起速度分布には活断
層を示唆する速度急変部
は認められない。

7.2.2海域の隆起傾向

⑩鮮新世末以降，津軽
海盆の沈降及び海底水
道に向かう傾動が継続
し，更新世以降，汐首
海脚南東方海域の沈降
に向かう傾動が継続し
ている。

中新世背斜・向斜

④「大間崎背斜」には，少
なくとも後期更新世以降の
活動はない。

隆起メカニズムの評価

⑪下北半島西部は火山集
中帯であり，奥羽脊梁山地
の火山帯と同様に，軟化し
た地殻が東西圧縮応力によ
り短縮して非弾性的に隆起
する条件を満たす。

⑪下北半島西部における隆
起速度の地域差は小さく，ま
た基盤に断層は認められな
い。
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コメントNo. S1-81
コメントNo.S1-82

（以下，P.8-46まで）

仮想的な活断層を想定する位置付けと
審査ガイドの要求事項に基づく「仮想的な活断層を想定する基本方針」

第871回審査会合

資料1-1P.8-3 一部修正 8-3８．下北半島西部の隆起への耐震設計上の考慮 8.1 概要（2/4）

• 下北半島西部の地殻変動について，第218回審査会合[2015.4.10]の審議を踏まえて詳細な地質調査を追加実施し，下記の評価を第526回審査会合
[2017.11.10]で説明し，審議された。

1) 下北半島西部の周辺に，陸域の隆起をもたらす活断層は認められない。

2) 下北半島西部は，広域的な隆起のみが生じていると判断される。

3) 下北半島西部の広域的な隆起は，断層を伴わない非弾性的な変形による隆起と判断される。

• しかしながら，続く第579回審査会合[2018.6.1]において，原子力規制庁より，「大間崎付近の敷地に近い領域がローカルに隆起していると考えられるため，
調査結果等を踏まえて，震源断層を仮定することも一つの考え方である」等のコメントを受けた（第732回審査会合[2019.6.21]，第817回審査会合[2019.12.20]
及び第871回審査会合[2020.7.3]にて継続審議）。

• このコメントの趣旨を考慮し，東北地方太平洋沖地震を踏まえると，自然現象には不確かさが残るため，想定し得る以上の事態にも備えて可能な限りの設計
上の対策を講じることとし，大間原子力発電所の耐震設計上の保守性を考慮する一環として，広域的な隆起の一部に仮想的な隆起域を設定し，その隆起域
を説明する仮想的な活断層を評価することとする。

• 仮想的な活断層の評価は，「審査ガイド」に基づき，下記の基本方針で実施する。

※４ 「審査ガイド」2.2(2)：“将来活動する可能性のある断層等が疑われる地表付近の痕跡
や累積的な地殻変動が疑われる地形については，個別の痕跡のみにとらわれることな
く，その起因となる地下の震源断層を想定して調査が実施されていること…。それらの調
査結果や地形発達過程及び地質構造等を総合的に検討して評価が行われていることを
確認する。”

※３ 「審査ガイド」2.1解説(3)：“…地表付近の痕跡等とその起因となる地下深部の震源断層
の活動時期は常に同時ではなく，走向や傾斜は必ずしも一致しないことに留意する。”

※６ 「審査ガイド」4.1.2.3解説(2)：“多くの活断層は，中期更新世以前から活動してきた可能
性が高いことから，鮮新世以降に形成された構造を広域的に明らかにすることによって，
活動性をより精度よく認定することが可能となる。”

※１ 「審査ガイド」2.1(5)：“「震源として考慮する活断層」とは，地下深部の地震発生層から
地表付近まで破壊し，地震動による施設への影響を検討する必要があるものをいう。”

※５ 「審査ガイド」2.2解説(5)：“顕著な海岸隆起によって累積的な変位が認められる地域で
は，弾性波探査によって断層が確認されない場合でも，これをもって直ちに活断層の存
在を否定せず，累積的な変位を説明する適切な地殻変動を検討する必要がある。”

※２ 「審査ガイド」2.1(5)：“「震源として考慮する活断層」とは，地下深部の地震発生層から
地表付近まで破壊し，地震動による施設への影響を検討する必要があるものをいう。”

断層に関わる「審査ガイド※１」の要求事項抜粋
1) 広域的な隆起のうち敷地に近い部分※１に，仮想的な隆起域を設定する。

2) 設定した隆起域を説明する仮想的な活断層を，実体のある活断層を起点※２として，その
地表トレースを想定しうる領域※３として設定する。

5) 仮想的な活断層の地表トレースを想定しうる領域は，設定した隆起域における地形発達
過程の再現性により，妥当性を評価※５する。

3) 仮想的な隆起域及び仮想的な活断層の地表トレースを想定しうる領域は，広域応力，重
力構造，地形・地質構造及び地形発達過程を総合的に検討して設定※４する。

6) 地形発達過程の検討において，約12～13万年前の地形面が十分に存在しない場合に
は，鮮新世以降に形成された構造※６により変動履歴を考慮する。

仮想的な活断層を想定する基本方針

4) 仮想的な活断層の地表トレースを想定しうる領域の設定において，後期更新世以降の
活動が認められる地質構造が分布しない場合には，後期更新世以降の活動が認められ
ない地形・地質構造であっても検討の対象とする。

仮想的な活断層を想定する位置付け
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基本方針に基づき大間付近に仮想的な活断層を設定する考え方

８．下北半島西部の隆起への耐震設計上の考慮 8.1 概要（3/4）

仮想的な活断層の設定は，基本方針１)及び基本方針２）に則り，「仮想的な隆起域」を設定し，この隆起域を説明する「仮想的な活断層の地表トレースを想定しうる
領域」として評価する。これらを大間付近に設定する考え方を以下に示す。

（1）調査結果

沿岸には陸域を隆起させる活断層は認められない。「大間付近の隆起域」の縁辺において震源として考慮する活断層は，F-14断層が唯一認められる。

（2）「仮想的な活断層の地表トレースを想定しうる領域」の考え方
基本方針２）に則り，隆起再現断層の起点となる活断層としてF-14断層を選定する。F-14断層は，中新統の複数の測線で連続性を確認しており，走向の不確かさは小

さいものの，雁行や，傾斜・センスの不一致が生じ得るものと仮定して，重力構造による許容範囲と，F-14断層と関連する構造として扱う地形・地質構造の分布範囲とに
基づいて設定する。その際，基本方針４）に則り，後期更新世以降の活動が認められる地質構造が分布しない場合には，後期更新世以降の活動が認められない地形・地
質構造であっても検討の対象とする。
ここで設定する領域を，以下「隆起再現断層の想定領域」という。

（3）想定領域の拡張検討
基本方針３）及び基本方針６）に則り，「隆起再現断層の想定領域」について，地形・地質構造以外の要因も考慮し，赤川方面への想定領域の拡張可能性を検討する。

「大間付近の隆起域」は主に現在の地形発達過程に基づいて設定し，「隆起再現断層の想定領域」は主に後期更新世以降の活動が認められない地質構造に基づいて
設定することになるため，「隆起再現断層の想定領域」に地表トレースを設定する隆起再現断層が，必ずしも「大間付近の隆起域」を再現できるとは限らない。

そこで，基本方針５）に則り，隆起再現断層による「大間付近の隆起域」における地形発達過程の再現性を確認し，成立性が担保される条件によって震源モデルを設定
することが不可欠である。

（1）調査結果

下北半島西部の後期更新世以降の変動は，北端部の奥戸～大間～易国間，更に赤川地点及び二枚橋地点を隆起速度のピークとする，陸域の隆起域から海域の沈
降域へと緩やかに変化する東西約60ｋｍに渡る広域的な地殻変動であり，その隆起量は，東北地方の日本海沿岸など活断層や地震性隆起の報告等がある地域の半分
以下であり，調査結果からは断層を示唆するローカルな隆起は認められない。

（2）「仮想的な隆起域」の考え方

基本方針１）に則り，下北半島西部の広域的な隆起のうち，敷地に近い大間付近に「仮想的な隆起域」を設定する。

「仮想的な隆起域」を設定するための条件は，主に後期更新世の地形発達過程に基づき，陸域及び海域の相対的に隆起速度が速い領域を基本とする。
・ 陸域では，東北地方で相対的に隆起の遅い火山フロント前弧側の隆起速度（0.15～0.20m/ky）を基準とし，これを超える領域を相対的に隆起が速い領域とする。
・ 海域では，比較的短期間で音波探査断面で判読可能な傾動が蓄積されたと判断されるＢ１層（上部更新統）に傾動が認められる領域を，相対的に隆起が速い（傾動

が大きい）領域とする。
ここで設定する領域を，以下「大間付近の隆起域」という。

（3）隆起域の拡張検討

基本方針３）及び基本方針６）に則り，「大間付近の隆起域」について，地形発達過程以外の要因も考慮し，赤川方面への隆起域の拡張可能性を検討する。

○「仮想的な隆起域」について⇒「大間付近の隆起域」（第8.2節）

○「仮想的な活断層の地表トレースを想定しうる領域」について⇒「隆起再現断層の想定領域」（第8.3節）

○「仮想的な隆起域」と「仮想的な活断層の地表トレースを想定しうる領域」の整合性⇒「大間付近の隆起域」を再現する隆起再現断層の条件（巻末参考資料）



※２ 「審査ガイド」2.1(5)：“「震源として考慮する活断層
」とは，地下深部の地震発生層から地表付近まで
破壊し，地震動による施設への影響を検討する必
要があるものをいう。”

※１ 「審査ガイド」2.2解説(5)“顕著な海岸隆起によっ
て累積的な変位が認められる地域では，弾性波
探査によって断層が確認されない場合でも，これ
をもって直ちに活断層の存在を否定せず，累積的
な変位を説明する適切な地殻変動を検討する必
要がある。”

8-5８．下北半島西部の隆起への耐震設計上の考慮 8.1 概要（4/4）

基本方針に基づく仮想的な活断層の検討：全体フロー

耐震設計上
の考慮

（本編資料
P.8-21,
P.8-43

を参照）

検討 1) 隆起傾向に基づく
「大間付近の隆起域」の設定

• 広域的な隆起のうち大間付近について，“累積
的な変位※１”として扱うための仮定条件を定め，
仮想的な「大間付近の隆起域」を設定する。

• 「大間付近の隆起域」付近に分布する実体のある
活断層を，隆起再現断層の地表痕跡※２として選定
し，その諸元（走向，傾斜，変位センス）を設定する。

検討 2) 「大間付近の隆起域」における
地質諸特性の検討

• 「大間付近の隆起域」における変動履歴，重力
構造，地形・地質構造について，活断層による隆
起域として扱うための仮定条件を定め，適合性
を確認する。また，これら仮定条件により隆起域
が拡張される可能性を評価する。

検討 3) 隆起再現断層の地表痕跡の選定
及び想定領域の設定

• 地表痕跡とする活断層付近の地形・地質構造に
ついて，活断層と関連する構造として扱うための仮
定条件を定め，それらの分布範囲を，「隆起再現断
層の想定領域」として設定する。その際は，後期更
新世以降の活動が認められない地形・地質構造で
あっても検討の対象とし，広域応力，重力構造につ
いても仮定条件を定め，適合性を考慮する。また，
これら仮定条件により想定領域が拡張される可能
性を評価する。

検討 4)「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認

• 「大間付近の隆起域」における地形発達過程が，「隆起再現断層の想定領域」に設定する断層モデルに
よって再現できる条件※３を，隆起シミュレーションによって確認する。

検討 5)震源モデルの設定

• 「大間付近の隆起域」における地形発達過程が再現できることを確認した隆起再現断層の条件に基づいて，
震源モデルの設定条件を整理する。

「大間付近の隆起域」の評価（第8.2節） 「隆起再現断層の想定領域」の評価（第8.3節）

（巻末参考資料）

• 「仮想的な活断層を想定する基本方針」に基づく検討の全体フローを示す。（各検討の詳細は，第8.2節，第8.3節及び巻末参照頁の冒頭に示す。）

• 仮想的な隆起域とする「大間付近の隆起域」は，主に現在の地形発達過程に基づいて設定し（”検討1）”，”検討2)”），仮想的な活断層の地表トレースを
想定しうる領域とする「隆起再現断層の想定領域」は，主に後期更新世以降の活動が認められない地質構造に基づいて設定することになる(“検討3)”)。

• そのため，「隆起再現断層の想定領域」に地表トレースを設定する隆起再現断層が，必ずしも「大間付近の隆起域」を再現できるとは限らないことから，
隆起再現断層による隆起シミュレーションにより，「大間付近の隆起域」における地形発達過程の再現性を確認し（”検討4)”），再現性が担保される条件に
よって震源モデルを設定する（”検討5)”）ことが不可欠である。

※３ 「審査ガイド」2.2解説(5)“顕著な海岸隆起によっ
て累積的な変位が認められる地域では，弾性波
探査によって断層が確認されない場合でも，これ
をもって直ちに活断層の存在を否定せず，累積的
な変位を説明する適切な地殻変動を検討する必
要がある。”



（余白）
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検討 1) 隆起傾向に基づく「大間付近の隆起域」の設定：検討項目①②③

「大間付近の隆起域」の評価：検討1)及び検討2)の検討項目（本編資料P.8-5「全体フロー」参照）

検討 2) 「大間付近の隆起域」における地質諸特性：検討項目④⑤⑥⑦⑧

8-8

（隆起傾向に基づく相対的に隆起が速い領域の設定）

① 広域的な隆起のうち大間付近の陸域の隆起について，隆起速度に閾値を定め，相対的に隆起が速い領域を設定する。

② 広域的な隆起のうち大間付近の海域の傾動について，傾動の大きさの閾となる現象を定め，相対的に隆起が速い（傾動が大きい）領域を設定する。

③ 陸域及び海域に設定する相対的に隆起が速い領域の縁辺部付近において，仮想的な隆起域の境界として扱う地形・地質構造を定め，これらを包含す
る領域に，「大間付近の隆起域」を設定する。

（地形・地質構造に基づく相対的に隆起が速い領域の補正）

（「大間付近の隆起域」を特定の隆起域とするための仮定条件の検討）

④ 「大間付近の隆起域」における鮮新世以降の変動履歴について，活断層による隆起域として扱うための仮定条件を定め，適合性を確認する。

⑤ 「大間付近の隆起域」におけるブーゲー重力異常について，活断層による隆起域として扱うための仮定条件を定め，適合性を確認する。

⑥ 「大間付近の隆起域」における大局的な堆積構造について，活断層による隆起域として扱うための仮定条件を定め，適合性を確認する。

⑦ 「大間付近の隆起域」における小規模な背斜状構造・向斜状構造について，活断層による隆起域として扱うための仮定条件を定め，適合性を確認
する。

（「大間付近の隆起域」の拡張検討）

⑧ 「大間付近の隆起域」を活断層による隆起域として扱うために定める地質諸特性の仮定条件を，「大間付近の隆起域」と隣接する領域に適用し，
「大間付近の隆起域」が拡張される可能性を評価する。

「大間付近の隆起域」を設定するための検討項目を示す。

• 下北半島西部の広域的な隆起は，北端部の奥戸～大間～易国間，更に赤川地点及び二枚橋地点をピークとする緩やかなものであり，大間
付近に局所的な隆起は認められない。また，隆起量は日本海沿岸など活断層や地震性隆起の報告等がある地域の半分以下となっており，断
層による隆起は想定されない。

• そこで，陸域では隆起速度に，海域では傾動の大きさに着目し，閾値を定めることによって相対的に隆起が速い領域を設定し（①②），その領
域の縁辺に分布する地形・地質構造によって「大間付近の隆起域」の境界を設定する（③）こととする。

• さらに，設定する「大間付近の隆起域」の地質諸特性の特徴を検討し（④⑤⑥⑦），赤川方面に同様の特徴が認められるか確認し，「大間付
近の隆起域」が拡張される可能性を評価する（⑧）。

8.2 「大間付近の隆起域」の評価（1/15）



8.2 「大間付近の隆起域」の評価（2/15） 8-9

検討１）検討項目①②③の概要

検討 1) 隆起傾向に基づく「大間付近の隆起域」の設定：検討項目①②③

（隆起傾向に基づく相対的に隆起が速い領域の設定）

① 広域的な隆起のうち大間付近の陸域の隆起について，隆起速度に閾値を定め，相対的に隆起が速い領域を設定する。

② 広域的な隆起のうち大間付近の海域の傾動について，傾動の大きさの閾となる現象を定め，相対的に隆起が速い（傾動が大きい）領域を設定する。

③ 陸域及び海域に設定する相対的に隆起が速い領域の縁辺部付近において，仮想的な隆起域の境界として扱う地形・地質構造を定め，これらを包含する領域に，「大間
付近の隆起域」を設定する。

（地形・地質構造に基づく相対的に隆起が速い領域の補正）

基本方針に基づく仮想的な活断層の検討：全体フロー

• 「大間付近の隆起域」は，後期更新世以降
の地形発達過程（①陸域の隆起，②海域の傾
動）において，相対的に隆起が速いと評価さ
れる領域を主体とし，隆起域の境界線を，相
対的に隆起が速い領域の外側に認められる
海域の谷状構造（③地形・地質構造）によって
設定する。

• これら３つ（①②③）の仮定条件により，「大
間付近の隆起域」は，おおむね一義的に設定
される。

• 以下の頁では，これらの仮定条件により設
定される領域を示す。

※２ 「審査ガイド」2.1(5)：“「震源として考慮する活断層」とは，地下深部の地震発生層から地表付近まで破壊し，地震動による施設への影響を検討する必要があるものをいう。”

※１ 「審査ガイド」2.2解説(5)“顕著な海岸隆起によって累積的な変位が認められる地域では，弾性波探査によって断層が確認されない場合でも，これをもって直ちに活断層の存
在を否定せず，累積的な変位を説明する適切な地殻変動を検討する必要がある。”

※３ 「審査ガイド」2.2解説(5)“顕著な海岸隆起によって累積的な変位が認められる地域では，弾性波探査によって断層が確認されない場合でも，これをもって直ちに活断層の存
在を否定せず，累積的な変位を説明する適切な地殻変動を検討する必要がある。”



• 「第四紀広域隆起」は海域の沈降と陸域の隆起ならびに
それらを繋ぐ沿岸部の傾動であり，東西約60ｋｍに渡る広
域的で緩やかな地殻変動である。これによる変形は領域
全体に分散しており，断層を示唆する局所的な変位・変形
及び隆起速度急変部は認められない。

• そこで，第四紀広域隆起のうち大間付近の陸域の隆起
について，隆起速度に閾値を定め，相対的に隆起が速い
領域を設定する。

8.2 「大間付近の隆起域」の評価（3/15）

• 東北地方で相対的に隆起の遅い火山フロント前弧側の
隆起速度（0.15～0.20m/ky）※１を基準とし，これを超える
領域を相対的に隆起が速い領域とし，隆起域として扱う。

• 奥戸～大間～易国間を，相対的に隆起が速い領域とし
て扱う。

検討１）①陸域の隆起（1/2）

段丘の隆起速度調査結果

Ｂ１層の傾動域（破線は推定）

第四紀の変動が認められる領域

Ｂ１層の傾斜方向
（グロース不明な隆起域の境界）

Ｂ１層堆積時の沈降方向
（実線は確認区間，破線は推定区間）

Ｃ 層の傾動域（破線は推定）

Ｃ 層堆積時の沈降方向
（実線は確認区間，破線は推定区間）

断面概念図

(m/ky)

0.00

0.20

陸域の速度分布

相対的に
隆起が速い領域

向 斜 軸
背 斜 軸

断層（伏在断層）(    )

震源として考慮する活断層(    )

連続性のない断層

海域地質凡例

撓 曲

第四紀広域隆起

隆起の分類

陸域の相対的に隆起が
速い領域

赤川沖

津軽海盆

汐首海脚南東方海域

弁天島

二枚橋

大間

佐井

赤川

大畑川

福浦

易国間

長浜

大畑

川代

黒崎

松ヶ崎

奥戸

脇野沢

海域は第四系下面
等深線を示す。

陸域は現在の接峰
面等高線を示す。 ※１ 第579回審査会合資料1-1-1「6.4.1 東北地方の隆起速度」を参照。

（本編資料P.8-11参照）

第871回審査会合

資料1-1P.8-9 一部修正

大間原子力発電所

8-10

Ｂ１層（上部更新統），Ｃ層（下部更新統）



第871回審査会合

資料1-1P.8-12 一部修正

文献調査により，東北地方の隆起速度として以下の値が得られた。

• 下北半島東部※１ ： MIS5e海成段丘の旧汀線により，
0.09～0.25m/ky

MIS5e海成段丘の旧汀線標高の最大値は，
27.0～28.5 m

• 奥羽脊梁山地東縁（胆沢川）下流域 ※２： TT値により，
0.15～0.19±0.07m/ky

• 奥羽脊梁山地東縁（磐井川） 下流域※３： TT値により，
0.15～0.18 m/ky

• 文献調査により得られた東北地方の隆起速度は，おおむね 0.15～0.2m/kyとなる。こ
れらは全て火山フロント前弧側に形成された低地あるいは台地に共通する隆起速度で
あり，前弧側に共通するベースとなる隆起速度であると考えられる。

• 一方，火山フロントに沿う背弧側では，奥羽脊梁山地が形成されるように，前弧側に比
べてベースの隆起速度が速いことが予想される。

• 下北半島西部は火山フロントに沿う背弧側に位置することから，前弧側に比べてベー
スの隆起速度が速いことが予想されるが，ここでは前弧側のベースの隆起速度を基準と
して，想定的に隆起が速い領域を設定した。

8.2 「大間付近の隆起域」の評価（4/15） 8-11

検討１）①陸域の隆起（2/2）

※１ 第579回審査会合資料1-1-1「6.4.1 東北地方の隆起速度」（P.302)を参照。

※２ 第579回審査会合資料1-1-1「6.4.1 東北地方の隆起速度」（P.303)を参照。

※３ 第579回審査会合資料1-1-1「6.4.1 東北地方の隆起速度」（P.304)を参照。



8.2 「大間付近の隆起域」の評価（5/15）

段丘の隆起速度調査結果

Ｂ１層の傾動域（破線は推定）

第四紀の変動が認められる領域

Ｂ１層の傾斜方向
（グロース不明な隆起域の境界）

Ｂ１層堆積時の沈降方向
（実線は確認区間，破線は推定区間）

Ｃ 層の傾動域（破線は推定）

Ｃ 層堆積時の沈降方向
（実線は確認区間，破線は推定区間）

Ｂ１層（上部更新統），Ｃ層（下部更新統）

向 斜 軸
背 斜 軸

断層（伏在断層）(    )

震源として考慮する活断層(    )

連続性のない断層

海域地質凡例

撓 曲

第四紀広域隆起

隆起の分類

海域の相対的に隆起が速い
（傾動が大きい）領域

8-12

検討１）②海域の傾動

海域は第四系下面
等深線を示す。

陸域は現在の接峰
面等高線を示す。

大間原子力発電所

• 「第四紀広域隆起」は海域の沈降と陸域の隆起ならび
にそれらを繋ぐ沿岸部の傾動であり，東西約60ｋｍに渡
る広域的で緩やかな地殻変動である。これによる変形は
領域全体に分散しており，断層を示唆する局所的な変
位・変形及び隆起速度急変部は認められない。

• そこで，第四紀広域隆起のうち大間付近の海域の傾動
について，傾動の大きさの閾となる現象を定め，相対的
に隆起が速い（傾動が大きい）領域を設定する。

• 比較的短期間で音波探査断面で判読可能な傾動が蓄
積される，Ｂ１層（上部更新統）に傾動が認められる領域
を，相対的に隆起が速い（傾動が大きい）領域とし，隆起
域として扱う。

• 奥戸～大間海脚～易国間の沖合を，相対的に隆起が
速い領域として扱う。

赤川沖

津軽海盆

汐首海脚南東方海域

弁天島

二枚橋

大間

佐井

赤川

大畑川

福浦

易国間

長浜

大畑

川代

黒崎

松ヶ崎

奥戸

脇野沢



• 陸域及び海域における相対的に隆起が速い領域を合わせ，「大間
付近の隆起域」を設定する。

• 領域を滑らかにするため，地形・地質構造に基づき領域の境界を
定めることとする。

Ｂ１層の傾動域（破線は推定）

Ｂ１層の傾斜方向
（グロース不明な隆起域の境界）

Ｂ１層堆積時の沈降方向
（実線は確認区間，破線は推定区間）

Ｃ 層の傾動域（破線は推定）

Ｃ 層堆積時の沈降方向
（実線は確認区間，破線は推定区間）

隆起の分類

第四系下面の谷状構造

第四系下面の細長い谷状構造

8-138.2 「大間付近の隆起域」の評価（6/15）

検討１）③地形・地質構造

第四系下面の緩い谷状構造（凹地形）

大間付近の隆起域

陸域及び海域の相対的に
隆起が速い領域

Ｂ１層（上部更新統），Ｃ層（下部更新統）

弁天島

大間

佐井

赤川易国間

奥戸

海域は第四系下面
等深線を示す。

陸域は現在の接峰
面等高線を示す。

段丘の隆起速度調査結果

第四紀の変動が認められる領域

第817回審査会合

資料1-2P.4 一部修正

• 断層崖や撓曲崖などの隆起域の境界となる地形
が認められないことから，隆起域の外縁が谷地形と
なることを仮定し，第四系下面の谷状構造が「大間
付近の隆起域」の外縁となる様に領域を設定する。



検討 2) 「大間付近の隆起域」における地質諸特性：検討項目④⑤⑥⑦⑧

8.2 「大間付近の隆起域」の評価（7/15） 8-14

検討２）検討項目④➄⑥⑦⑧の概要

（「大間付近の隆起域」を特定の隆起域とするための仮定条件の検討）

④ 「大間付近の隆起域」における鮮新世以降の変動履歴について，活断層による隆起域として扱うための仮定条件を定め，適合性を確認する。

⑤ 「大間付近の隆起域」におけるブーゲー重力異常について，活断層による隆起域として扱うための仮定条件を定め，適合性を確認する。

⑥ 「大間付近の隆起域」における大局的な堆積構造について，活断層による隆起域として扱うための仮定条件を定め，適合性を確認する。

⑦ 「大間付近の隆起域」における小規模な背斜状構造・向斜状構造について，活断層による隆起域として扱うための仮定条件を定め，適合性を確認する。

（「大間付近の隆起域」の拡張検討）
⑧ 「大間付近の隆起域」を活断層による隆起域として扱うために定める地質諸特性の仮定条件を，「大間付近の隆起域」と隣接する領域に適用し，「大間付近の隆起

域」が拡張される可能性を評価する。

• 検討１）で設定した「大間付近の隆起域」につい
て，地質諸特性（④鮮新世以降の変動履歴，⑤ブ
ーゲー重力異常，⑥大局的な堆積構造，⑦背斜
状・向斜状構造）の特徴を考慮し，隆起域として
扱うための仮定条件を定める。

• ここで定めた仮定条件は，「大間付近の隆起
域」において，おおむね適合するものとなった。

• 同様の仮定条件を，「大間付近の隆起域」の延
長にあり，陸域において隆起速度が相対的に速
い赤川地点，二枚橋地点及びそれらの沿岸域に
適用したところ，適合が困難であった（⑧）。

• したがって，検討１）で設定した「大間付近の隆
起域」について，赤川方面への拡張は不要と評
価する。

• 以下の頁では，「大間付近の隆起域」における
地質諸特性の仮定条件と，同仮定条件の赤川方
面への適用結果を示す。

基本方針に基づく仮想的な活断層の検討：全体フロー

※２ 「審査ガイド」2.1(5)：“「震源として考慮する活断層」とは，地下深部の地震発生層から地表付近まで破壊し，地震動による施設への影響を検討する必要があるものをいう。”

※１ 「審査ガイド」2.2解説(5)“顕著な海岸隆起によって累積的な変位が認められる地域では，弾性波探査によって断層が確認されない場合でも，これをもって直ちに活断層の存
在を否定せず，累積的な変位を説明する適切な地殻変動を検討する必要がある。”

※３ 「審査ガイド」2.2解説(5)“顕著な海岸隆起によって累積的な変位が認められる地域では，弾性波探査によって断層が確認されない場合でも，これをもって直ちに活断層の存
在を否定せず，累積的な変位を説明する適切な地殻変動を検討する必要がある。”



8.2 「大間付近の隆起域」の評価（8/15）

Ｄ層（鮮新統）より上位の地層をすべて剥ぎ取った地質図

赤川
佐井

福浦U1

U2

U3

領域の凡例

隆起域または傾動域（破線は推定）

地層の傾斜方向

堆積時の沈降方向

U1 隆起域番号（灰色は停止）U1

S2 傾動域番号（灰色は停止）S2

S4
U1

S2

U3

Ｄ層（鮮新統）より上位の地層をすべて剥ぎ取った地質図

U2

U4

S4
U1

S2

U3

S3

Ｃ層（下部更新統）より上位の地層をすべて剥ぎ取った地質図

U2

鮮新世前半の活動域 鮮新世後半の活動域 前期更新世の活動域

中期更新世の活動域 後期更新世～現在の活動域

• 下北半島西部の海域における地盤変動
は，更新世以降，大きく３つの傾動運動
（S2,S3またはS3’,S4）が主体となっており，こ
のうち西側海岸の傾動（S4）と海底水道の傾
動（S2）は一体となって変動している。

（「7.2.2海域の隆起傾向」参照）

S4

U1

S2

U3

U４

S3’

S3’

U５

S4

Ｂ３層（中部更新統）より上位の地層をすべて剥ぎ取った地質図

U2

U1

U４ S2S4

U3

S3’

S3’

S4

S4

現在の海底地質図

U2U５
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検討２）④鮮新世以降の変動履歴(1/2)

大間付近の隆起域



8.2 「大間付近の隆起域」の評価（9/15）

中新世
鮮新世
(前半)

鮮新世
(後半)

更新世
(前期)

更新世
(中期)

更新世
（後期）

沿岸 西海岸 U1
S4

海底水道 U2
S2

北東海岸 U3
S3 S3'

津軽海盆西側斜面 U4

U5

変動領域

津軽海盆の沈降に伴う傾動

海底⽔道に向かう傾動
汐⾸海脚南東⽅海域の
沈降に伴う傾動

ドーム状の隆起

尾根状の隆起

凸状の隆起

下北半島西部沿岸海域での中新世以降の変動履歴

「大間付近の隆起域」

赤川地点，二枚橋地点，
赤川沖合

• 後期更新世以降の下北半島西部の海域における地殻変動は，大きく３つの傾動運動（ S2,S3’,S4 ）によって構成される。

• 「大間付近の隆起域」は，３つの傾動運動のうち「津軽海盆の沈降に伴う傾動(S4)」と「海底水道に向かう傾動(S2)」の後期更新世以降の活動
域に挟まれた領域を包含している。残る「汐首海脚南東海域の沈降に伴う傾動(S3’)」の頂部に，赤川地点及び二枚橋地点が位置する。

• 汐首海脚南東海域の沈降に伴う傾動(S3’)は，前者２つの傾動（S2,S4）とは活動履歴が異なり，また，海底水道に向かう傾動（S2）とは，傾動
の向きが異なっている。（「7.2.2海域の変動傾向」参照）
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• 鮮新世の後半から活動を開始した３つの傾動運動のうち，後期更新世以降の傾動が判読される範囲のみを隆起域と仮定する。

• 「大間付近の隆起域」は，２つの傾動（S4及びS2）の後期更新世以降の活動域を包含しており，領域として妥当である。

• 赤川付近の隆起は，「大間付近の隆起域」とは活動履歴や挙動の異なる傾動（S3’）を伴っていることから，同一の隆起域とはなら
ない。

検討２）④鮮新世以降の変動履歴(2/2)



8.2 「大間付近の隆起域」の評価（10/15）

ブーゲー重力異常図
（産総研(2013) ５）グリッドデータ，補正密度：2.3g/cm3，

解析グリッド間隔：250ｍ，コンタ間隔：1mGal）

断層（伏在断層）(   )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例
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福浦

赤川沖

津軽海盆

汐首海脚南東方海域

弁天島

二枚橋

大間

佐井

赤川

大畑川

易国間

大畑

奥戸

高

高
高

高

高

低
低

低

低

低

低

低

低

高

ブーゲー重力異常

高重力異常の中心

低重力異常の中心

高

低

低

低

低

検討２）⑤ブーゲー重力異常 段丘の隆起速度調査結果

大間付近の隆起域

領域の凡例

Ｂ１層の傾動域（破線は推定）

Ｂ１層の傾斜方向
Ｂ１層堆積時の沈降方向

※１ 補足説明資料「２．大間及び赤川の高重力異常域」（P.24～P.29)を参照。

• 「大間付近の隆起域」及びその周囲のブーゲー重
力異常図には，複雑に入り組んだ重力構造が認め
られ，連続性の良い直線状の重力急変部は認めら
れず，系統的な地殻の上昇傾向は認められない。

• 大局的に捉えると，「大間付近の隆起域」は，大間
から大間海脚にかけて小規模な高重力異常域があ
り，それを包囲する低重力異常域までを含んだ領域
となっている。

• 赤川地点及び二枚橋地点は，大間付近とは別の
それぞれ異なる高重力異常域にあり，３者は同一
の重力構造ではない。

• なお，これら連続しない高重力異常域は地盤表層
の構造であると判断される※１。

• 高重力異常域は，規模・成因を問わず，全て
断層運動による隆起域と仮定する。

• 「大間付近の隆起域」の中心付近は高重力異
常域であるが，奥戸，易国間などの低重力異
常域を含んで閉じており，適合性は良くない。

• 赤川地点及び二枚橋地点は，大間付近とは
別の高重力異常域に位置するため，大間付近
と同一の隆起域とはならない。



8.2 「大間付近の隆起域」の評価（11/15）

断層（伏在断層）(   )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例

大間付近の隆起域

領域の凡例

Ｂ１層の傾動域（破線は推定）

Ｂ１層の傾斜方向
Ｂ１層堆積時の沈降方向

陸域地質凡例

地層名 地層名

海域地質凡例

段丘の隆起速度調査結果

• 「大間付近の隆起域」は，大間海脚を挟んだＤ層（鮮新
統）が広く分布する領域として認められる。

• 一般に，地表面あるいは海底に下位の堆積岩層が分布
する領域は隆起域として認められるが，下北半島西部の
鮮新統は陸域のカルデラ火山起源の火山噴出物が主体
であり，沿岸部において堆積時から陸海に連続して分布
しているものと判断される。
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陸域及び海域の地質平面図

赤川沖

津軽海盆

汐首海脚南東方海域

弁天島

大間

佐井

大畑川

易国間

大畑

奥戸

二枚橋

赤川

堆積構造の変化位置

大間海脚を中心とする仮想的な隆起構造

狭い仮想的な隆起構造

検討２）⑥大局的な堆積構造

• 大局的な堆積構造において，Ｄ層（鮮新統）露出域
が，更新世以降の隆起により形成されたと仮定する。

• 「大間付近の隆起域」は，大間海脚を挟んだＤ層分布
域を包含し，隆起域として適合する。易国間沖にて鮮
新統の分布が途切れており，南東には続かない。

• 赤川地点及び二枚橋地点は，鮮新統が沿岸の極め
て狭い範囲のみ分布しており，「大間付近の隆起域」と
同一の隆起域とはならない。



地質構造要素凡例

断層（伏在断層）(   )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

背斜状構造の判読位置

向斜状構造の判読位置

8.2 「大間付近の隆起域」の評価（12/15）

褶曲構造及び背斜状・向斜状構造判読図

• 中新世末に半固結状態でNE-SW方向の短縮変形を受
け形成された複背斜状の背斜状構造・向斜状構造が，大
間海脚付近のＥ層（中新統）に広く認められる。

• 海上音波探査により背斜状・向斜状構造が判読される
位置をＥ層（中新統）上面等深線図に示す。これらのう
ち，変形量，変形規模，翼部の傾斜など，性状の類似し
た背斜状構造が連続して判読される場合に，背斜軸とし
て平面図に示している。※１
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• 中新統の背斜状・向斜状構造の集中する短縮変
形領域が，更新世以降の隆起に伴い形成されたも
のと仮定する。

• 「大間付近の隆起域」は，大間海脚付近の短縮変
形領域とおおむね合致しており，仮定に適合する。
短縮変形領域は易国間沖にて途切れており，南東
には続かない。

• 赤川付近は沿岸に1対の背斜・向斜が認められる
のみであり，短縮変形領域が形成されていないこと
から，「大間付近の隆起域」と同一の隆起域とはな
らない。

大間付近の隆起域

領域の凡例

海域はＥ層（中新統）上面等深線を示す。
陸域は現在の接峰面等高線を示す。

赤川沖

津軽海盆

汐首海脚南東方海域

弁天島

大間

佐井

大畑川

易国間

大畑

奥戸

二枚橋

赤川

短縮変形領域の境界位置

背斜状・向斜状構造が集中する
短縮変形領域

短縮変形領域がない

検討２）⑦背斜状・向斜状構造の分布

※１ 補足説明資料「１．海域の背斜状・向斜状構造」(P.2～21)参照



海域はＥ層（中新統）上面等深線を示す。
陸域は現在の接峰面等高線を示す。

図-3 褶曲構造及び背斜状・向斜状構造判読図

赤川沖

津軽海盆

汐首海脚南東方海域

弁天島

二枚橋

大間

佐井

赤川

大畑川

易国間

大畑

奥戸

検討２）⑧「大間付近の隆起域」の拡張

8.2 「大間付近の隆起域」の評価（13/15）

• 図-1に示す通り，更新世以降の海域の変動は，大間海脚を挟む傾動域（S2，S4）が「大間
付近の隆起域」に対応し，赤川地点及び二枚橋地点は汐首海脚南東方海域の沈降に伴う
傾動域（S3’）に対応しており，異なる。

• 図-2に示す通り，高重力異常域は，「大間付近の隆起域」，赤川地点及び二枚橋地点で
それぞれ異なる。また，赤川地点及び二枚橋地点の高重力異常域は，汐首海脚南東方海
域の沈降に伴う傾動域（S3’）と整合していない。

• 図-1に示す通り，大間海脚を挟むD層（鮮新統）分布域は，易国間付近で閉じており赤川
方面には続かない。また，赤川地点及び二枚橋地点のD層は狭く，汐首海脚南東方海域の
沈降に伴う傾動域（S3’）と整合していない。

• 図-3に示す通り，「大間付近の隆起域」にある背斜状・向斜状構造が集中する短縮変形領
域は易国間付近で途切れており，赤川方面には続かない。また，赤川沖の背斜・向斜は陸
棚上部にあり，汐首海脚南東方海域の沈降に伴う傾動域（S3’）と整合していない。
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• 「大間付近の隆起域」における傾動域，高重力異常域，鮮新統分布域，背
斜状・向斜状構造が集中する短縮変形領域は，それぞれ易国間付近で閉じ
ており，赤川方面には連続しない。

凡例は，P.8-19を参照。

大間付近の隆起域

海域はＥ層（中新統）上面等深線を示す。
陸域は現在の接峰面等高線を示す。

図-1 陸域及び海域の地質平面図

赤川沖

津軽海盆

汐首海脚南東方海域

弁天島

二枚橋

大間

佐井

赤川

大畑川

易国間

大畑

奥戸

凡例は，P.8-18を参照。

赤川沖

津軽海盆

汐首海脚南東方海域

弁天島

二枚橋

大間

佐井

赤川

易国間

大畑

奥戸

高

高

高

高

高

低
低

低

低

低

低

低

低
高

ブーゲー重力異常
高重力異常の中心
低重力異常の中心

高

低
低

低

図-2 ブーゲー重力異常図

（産総研(2013) ５）グリッドデータ，補正密度：2.3g/cm3，
解析グリッド間隔：250ｍ，コンタ間隔：1mGal）

凡例は，P.8-17を参照。

高重力異常域と傾動域の
境界とが大きくずれている。

背斜・向斜と傾動域の
境界とが大きくずれている。

傾動（S3’）

傾動（S4)

傾動（S2）

大間海脚を挟むＤ層分布域

背斜状・向斜状構造が集中する
短縮変形領域

傾動（S3’）

傾動域

背斜状構造の判読位置

向斜状構造の判読位置
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「大間付近の隆起域」を設定するための仮定条件と適合性

「大間付近の隆起域」の評価まとめ（1/2）

8.2 「大間付近の隆起域」の評価（14/15）
耐

震
設

計
上

の
考

慮
（
「
大

間
付

近
の

隆
起

域
」
の

評
価

）
（
本

編
資

料
P

.8
-
5
を

参
照

）

検討項目 「大間付近の隆起域」の評価
（調査結果に基づく）

「大間付近の隆起域」を設定するための仮定条件 検討２）⑧拡張可能性

仮定条件 仮定条件の適用 赤川方面への仮定条件の適用

検
討

１
）

隆
起

域
の

設
定

①陸域の隆起 ×
更新世以降の変動は，陸域の隆起域から海域の

沈降域へと緩やかに変化する東西約60ｋｍに渡る広
域的な地殻変動であり，活断層を示唆するローカル
な隆起は認められない。

隆起量は，日本海沿岸など活断層や地震性隆起
の報告等がある地域の半分以下であり，活断層を示
唆するローカルな隆起は想定されない。

東北地方で相対的に隆起の遅い火山フ
ロント前弧側の隆起速度（0.15～
0.20m/ky）を基準とし，これを超える領域
を相対的に隆起が速い領域と定義し，こ
れを隆起域と仮定する。

○
奥 戸 ～ 大 間 ～ 易 国 間

を，相対的に隆起が速い
領域として扱う。

△
大間付近陸域の相対的に隆起が速い領域は

易国間まで認められる。
赤川方面には離散的に隆起の速い地点が確

認されるが，大間付近との連続性は不明である。

②海域の傾動 比較的短期間で音波探査断面で判読可
能な傾動が蓄積される，Ｂ１層に傾動が認
められる領域を，相対的に隆起が速い
（傾動が大きい）領域と定義し，これを隆
起域と仮定する。

○
奥戸～大間海脚～易国

間の沖合を，相対的に隆
起が速い領域として扱う。

×
大間付近海域の相対的に隆起が速い領域は

易国間沖まで認められる。
赤川方面には変動履歴の異なるＢ１層の傾動

域があるが，大間付近とは連続しない。

③地形・地質構造 ×
断層崖や撓曲崖などの，ローカルな隆起域の境界

となる地形は認められない。

隆起域の外縁が谷地形となることを仮
定し，相対的に隆起が速い領域より外側
に認められる谷状構造を隆起域の外縁と
する。

○
易国間及び海底水道の

谷状構造により隆起域の
外縁を設定する。

×
隆起域の外縁を設定する谷状構造が大間と赤

川に挟まれた易国間沖に分布するため，赤川方
面の隆起は大間付近とは連続しない。

検
討

２
）

地
質

諸
特

性
の

検
討

④鮮新世以降の
変動履歴

×
「大間付近の隆起域」は，鮮新世の後半から活動を

開始した「海底水道に向かう傾動(S2)」と「津軽海盆
の沈降に伴う傾動(S4)」の一部を包含し，広域隆起
の一部であって，ローカルな隆起域をなしていない。

鮮新世の後半から活動を開始した大間
海脚を挟む傾動域（S2,S4）のうち，後期更
新世以降の傾動が判読される範囲のみを
隆起域と仮定する。

○
「大間付近の隆起域」

は，後期更新世以降の傾
動域を包含しており，適合
する。

×
大間付近の傾動域（S2）は易国間沖まで認め

られる。
赤川方面には変動履歴の異なる「汐首海脚南

東海域の沈降に伴う傾動(S3’)」が認められ，大
間付近とは連続しない。

⑤ブーゲー重力異常 ×
「大間付近の隆起域」及びその周囲のブーゲー重

力異常図には，複雑に入り組んだ重力構造が認めら
れ，「大間付近の隆起域」には系統的な地殻の上昇
傾向は認められない。

高重力異常域は，規模・成因を問わず，
全て断層運動による隆起域と仮定する。

△
「大間付近の隆起域」の

中心付近は高重力異常域
に相当するが，縁辺部は
低重力異常であり，一部
適合する。

×
大間付近の高重力異常域は狭く，東端は易国

間の低重力異常域を含む。
赤川地点，二枚橋地点は別の高重力異常域

に位置するため，大間付近とは連続しない。

⑥大局的な堆積構造 ×
「大間付近の隆起域」の沿岸部では鮮新統が分布

する。沿岸部の鮮新統は陸域起源のカルデラ噴出
物が主体と考えられ，陸海に連続して堆積すること
から，ローカルな隆起域の根拠とはならない。

大局的な堆積構造において，下位層の
露出域が，更新世以降の隆起により形成
されたと仮定する。

○
「大間付近の隆起域」

は，大間海脚を挟んだＤ
層分布域を包含しており，
適合する。

×
大間付近のＤ層分布域は易国間沖まで認めら

れる。
赤川方面は，Ｄ層が沿岸の極めて狭い範囲の

み分布しており，大間付近とは連続しない。

⑦背斜状構造
・向斜状構造

×
「大間付近の隆起域」及びその周囲の中新統には，

中新世末に半固結状態で短縮変形を受け形成され
た複背斜状の背斜状構造及び向斜状構造が認めら
れる。

これらは短縮変形である上に古い構造であり，ロー
カルな隆起域の根拠とはならない。

中新統の背斜状構造及び向斜状構造
の集中する短縮変形領域が，更新世以降
の隆起に伴い形成されたものと仮定する。

○
「大間付近の隆起域」

は，大間海脚付近の短縮
変形領域をおおむね包含
しており，適合する。

×
大間海脚付近の短縮変形領域は易国間沖ま

で認められる。
赤川方面には，背斜状構造・向斜状構造が殆

ど分布しておらず，大間付近の短縮変形領域は
連続しない。
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• 下北半島西部の広域的な隆起（第四紀広域隆起）のうち，敷地に近い大間付近に仮想的な隆起域（「大間付近
の隆起域」）を設定する。

• 大間付近には断層を示唆する局所的な隆起は認められないため，後期更新世以降の地形発達過程（①陸域の
隆起，②海域の傾動）において相対的に隆起が速い領域を定義し，相対的に隆起が速い領域の外側に認められ
る海域の谷状構造（③地形・地質構造）を仮想的な隆起域の外縁として扱うことにより，「大間付近の隆起域」を設
定する。これにより仮想的な隆起域はおおむね一義的に設定され，東端は易国間付近となる。

• この仮想的な隆起域は，地質諸特性（④変動履歴，⑤ブーゲー重力異常，⑥堆積構造，⑦背斜状・向斜状構
造）の不連続により，赤川方面には連続しない（⑧）。

段丘の隆起速度調査結果

断層（伏在断層）(  )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例

大間付近の隆起域

注：文中の①～⑧は，前頁の検討項目に対応する。

大間原子力発電所

赤川沖

津軽海盆

弁天島

二枚橋

大間

佐井

赤川

大畑川

易国間

大畑

奥戸

海域は第四系下面等深線を示す。
陸域は現在の接峰面等高線を示す。

(m/ky)

0.00

0.20

①陸域の隆起（陸域の相対的に隆起が速い領域）

隆起速度（0.15～0.20m/ky）
を超える領域

第四紀広域隆起

隆起速度分布断面図（概念図）

③地形・地質構造（谷状構造）

第四紀広域隆起

Ｂ１層の傾動域（破線は推定）

②海域の傾動（海域の相対的に隆起が速い領域）

Ｂ１層の傾斜方向
（グロース不明な隆起域の境界）

Ｂ１層堆積時の沈降方向
（実線は確認区間，破線は推定区間）

Ｂ１層（上部更新統）

Ｂ１層に傾動が認められる領域

傾動域番号S2

S3’

S2

S4
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（「隆起再現断層の想定領域」の設定）

検討 ３) 隆起再現断層の地表痕跡の選定及び想定領域の設定：検討項目①②③④⑤⑥

（隆起再現断層の地表痕跡の設定）

③ 地表痕跡とする活断層付近に分布し，現在の広域応力場で逆断層として活動しうるN-S走向の地形・地質構造について，地表痕跡とする活断層と
関連する構造として扱うための仮定条件を定め，適合するものを選定する。

① 「大間付近の隆起域」付近に分布する実体のある活断層について，一般に活断層が隆起域の縁辺に想定されることを考慮し，隆起再現断層の地
表痕跡として扱う活断層を選定する。

② 地表痕跡として扱う活断層について，「大間付近の隆起域」を隆起させるための諸元（走向，傾斜，変位センス）を設定する。

④ 地表痕跡とする活断層付近のブーゲー重力異常について，活断層と関連する構造が分布するための仮定条件を定め，重力構造による許容範囲を
設定する。

⑤ 地表痕跡とする活断層付近の地形・地質構造について，活断層と関連する構造として扱うための仮定条件を定め，適合する地形・地質構造を選定
する。選定された地形・地質構造の分布範囲と重力構造の許容範囲とを考慮し，「隆起再現断層の想定領域」を設定する。なお，後期更新世以降の
活動が認められる地質構造が分布しない場合は，後期更新世以降の活動性が認められない地形・地質構造であっても，検討の対象とする。

（「隆起再現断層の想定領域」の拡張検討）

⑥ 「隆起再現断層の想定領域」の設定のために定める地質諸特性の仮定条件を，「大間付近の隆起域」と隣接する領域に適用し，「隆起再現断層の
想定領域」が拡張される可能性を評価する。

③ 現在の広域応力場と整合する地質構造を検討＊。

④ 高重力異常域を震源断層の上盤側と仮定した場合
の整合性を検討。 Yes

Yes

No

No

隆起再現断層の想定領域

整合しない領域を除外

整合しない領域を除外

「隆起再現断層の想定領域」の設定イメージ

地形・地質構造と整合するか？

重力構造
と整合するか？

＊ 隆起再現断層の根拠となりうる，広域応力場
と整合的な地質構造は認められなかった。

⑤ 形成時代・活動時代を問わず，地形・地質構造との
整合性を検討。

「隆起再現断層の想定領域」を設定するための検討項目を示す。

• 隆起再現断層の地表痕跡は，「大間付近の隆起域」の縁辺に分布する実体のある活断層を選定し諸元を設定する（①②）。その地表トレースを想定しうる領域
（隆起再現断層の想定領域）は，重力構造で設定する許容範囲（④）と，選定した活断層と関連する構造として扱う地形・地質構造の分布範囲（⑤）とが重畳する
領域とする。なお，後期更新世以降の活動が認められる地質構造が分布しない場合は，後期更新世以降の活動が認められない地形・地質構造であっても検討の
対象とし，広域応力（③）と整合ずる地形・地質構造についても適合性を検討する。

• さらに，「隆起再現断層の想定領域」を設定するために定める地質諸特性の仮定条件を，「隆起再現断層の想定領域」と隣接する領域に適用し，「隆起再現断層
の想定領域」が拡張される可能性を評価する（⑥）。

8.3 「隆起再現断層の想定領域」の評価（1/21）

「隆起再現断層の想定領域」の評価：検討３)の検討項目（本編資料P.8-5「全体フロー」参照）
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検討３）検討項目①②の概要

（「隆起再現断層の想定領域」の設定）

（隆起再現断層の地表痕跡の設定）

③

① 「大間付近の隆起域」付近に分布する実体のある活断層について，一般に活断層が隆起域の縁辺に想定されることを考慮し，隆起再現断層の地表痕跡として扱う活断層を
選定する。

② 地表痕跡として扱う活断層について，「大間付近の隆起域」を隆起させるための諸元（走向，傾斜，変位センス）を設定する。

④ ⑤

（「隆起再現断層の想定領域」の拡張検討）

⑥

• 隆起再現断層の地表痕跡は，「大間付近の
隆起域」の縁辺部付近に唯一分布する活断
層であるF-14断層を選定する（①）。

• F-14断層は鉛直または高角北傾斜の横ず
れ断層と想定され，「大間付近の隆起域」の
成因として相応しくないため，隆起再現断層と
しての新たな諸元を設定する（②）。

• 以下の頁では，「大間付近の隆起域」付近
の活断層分布と，F-14断層の諸元を示す。

検討 3) 隆起再現断層の地表痕跡の選定及び想定領域の設定：検討項目①②

基本方針に基づく仮想的な活断層の検討：全体フロー

※２ 「審査ガイド」2.1(5)：“「震源として考慮する活断層」とは，地下深部の地震発生層から地表付近まで破壊し，地震動による施設への影響を検討する必要があるものをいう。”

※１ 「審査ガイド」2.2解説(5)“顕著な海岸隆起によって累積的な変位が認められる地域では，弾性波探査によって断層が確認されない場合でも，これをもって直ちに活断層の存
在を否定せず，累積的な変位を説明する適切な地殻変動を検討する必要がある。”

※３ 「審査ガイド」2.2解説(5)“顕著な海岸隆起によって累積的な変位が認められる地域では，弾性波探査によって断層が確認されない場合でも，これをもって直ちに活断層の存
在を否定せず，累積的な変位を説明する適切な地殻変動を検討する必要がある。”



陸域地質凡例

地層名 地層名

Ｆ-14断層
（約3.4ｋｍ）

• 一般に隆起域の縁辺部に活断層が想定されることを考慮する。

• F-14断層は，縁辺部からやや隆起の中心に寄った配置である
が，他に断層が分布しないことから，F-14断層を仮想的な隆起再
現断層による地表付近の破壊※１の痕跡として扱うこととする。

海域地質凡例

向 斜 軸
背 斜 軸

断層（伏在断層）(    )

震源として考慮する活断層(    )

連続性のない断層

地質構造要素凡例

大間付近の隆起域

隆起の分類

Ｂ１層の傾動域（破線は推定）

海域の隆起調査結果

Ｂ１層の傾斜方向
（グロース不明な隆起域の境界）

Ｂ１層堆積時の沈降方向
（実線は確認区間，破線は推定区間）

Ｃ 層の傾動域（破線は推定）

Ｃ 層堆積時の沈降方向
（実線は確認区間，破線は推定区間）

段丘の隆起速度調査結果

赤川沖

津軽海盆

汐首海脚南東方海域

弁天島

二枚橋

大間

赤川

大畑川

福浦

易国間

大畑

川代

奥戸

佐井

「大間付近の隆起域」付近において震源として考慮する活断層は，
「大間付近の隆起域」の北西端付近に分布するＦ-14断層が唯一認
められる。

海域は海底地質を,
陸域は陸域地質を示す。

※１ 「審査ガイド」2.1(5)：“「震源として考慮する活断層」とは，地下深部の地震発生層から地表付近まで破壊
し，地震動による施設への影響を検討する必要があるものをいう。”

第871回審査会合

資料1-1P.8-10 一部修正8.3 「隆起再現断層の想定領域」の評価（3/21）

大間原子力発電所

8-26

検討３）①地表痕跡とする活断層



8.3 「隆起再現断層の想定領域」の評価（4/21） 8-27

音波探査記録の添付範囲

海域の断層

活動が後期更新世に及んでいるものと評価する
断層（伏在断層）及び断層番号

断層（伏在断層）及び断層番号
断 層

伏在断層
連続性のない断層

背斜構造

向斜構造

F-14断層の東端及び西端

F-14断層は，ESE-WNW走向，鉛直から高角N傾斜，現在のＥ－Ｗ圧
縮応力場において左横ずれ断層と想定される。

解析結果による当該断層位置及び落下側

（ ）は他の断層

上部更新統以上に変位(変形)が及ぶ断層

深度は，水中及び堆積
層中での音波伝播速度
を1500m/secと仮定して
計算した。

交点位置

検討３）②諸元（走向，傾斜，変位センス）

F-14断層を「大間付近の隆起域」を説明する隆起再現断層の地表痕
跡とするため，南傾斜の逆断層として扱うこととする。



8.3 「隆起再現断層の想定領域」の評価（5/21） 8-28

検討３）検討項目③④➄の概要

（「隆起再現断層の想定領域」の設定）

（隆起再現断層の地表痕跡の設定）

③ 地表痕跡とする活断層付近に分布し，現在の広域応力場で逆断層として活動しうるN-S走向の地形・地質構造について，地表痕跡とする活断層と関連する構造として扱う
ための仮定条件を定め，適合するものを選定する。

① ②

④ 地表痕跡とする活断層付近のブーゲー重力異常について，活断層と関連する構造が分布するための仮定条件を定め，重力構造による許容範囲を設定する。

⑤ 地表痕跡とする活断層付近の地形・地質構造について，活断層と関連する構造として扱うための仮定条件を定め，適合する地形・地質構造を選定する。選定された地形・
地質構造の分布範囲と重力構造の許容範囲とを考慮し，「隆起再現断層の想定領域」を設定する。なお，後期更新世以降の活動性が認められない地形・地質構造について
も検討の対象とする。

（「隆起再現断層の想定領域」の拡張検討）
⑥

• 「隆起再現断層の想定領域」は，重力構造による許容範
囲と，地表痕跡とするF-14断層と関連する構造として扱う
地形・地質構造の分布範囲とを考慮して設定する。

• 重力構造は，直線状の重力急変部に挟まれる低重力異
常域に隆起再現断層が想定されるものと仮定して，重力
構造による許容範囲を設定する（④）。

• 地形・地質構造は，F-14断層の延長方向に分布する線
状の地形・地質構造を，F-14断層と関連する構造として扱
い，それら地質構造の分布範囲に，隆起再現断層が想定
されるものと仮定する（⑤）。

• なお，現在の広域応力場で活動可能なN-S走向の構造
には，F-14断層や陸域隆起傾向と整合するものがなく，広
域応力場と整合する「隆起再現断層の想定領域」は想定
できない（③）。

• 以下の頁では，「隆起再現断層の想定領域」を設定する
ための地質諸特性の仮定条件と，その適合範囲を示す。

検討 3) 隆起再現断層の地表痕跡の選定及び想定領域の設定：検討項目③④⑤

基本方針に基づく仮想的な活断層の検討：全体フロー

※２ 「審査ガイド」2.1(5)：“「震源として考慮する活断層」とは，地下深部の地震発生層から地表付近まで破壊し，地震動による施設への影響を検討する必要があるものをいう。”

※１ 「審査ガイド」2.2解説(5)“顕著な海岸隆起によって累積的な変位が認められる地域では，弾性波探査によって断層が確認されない場合でも，これをもって直ちに活断層の存
在を否定せず，累積的な変位を説明する適切な地殻変動を検討する必要がある。”

※３ 「審査ガイド」2.2解説(5)“顕著な海岸隆起によって累積的な変位が認められる地域では，弾性波探査によって断層が確認されない場合でも，これをもって直ちに活断層の存
在を否定せず，累積的な変位を説明する適切な地殻変動を検討する必要がある。”



隆起域

（厚い堆積層が分布しない）

8-298-298.3 「隆起再現断層の想定領域」の評価（6/21）

図-１ Ｅ層（中新統）上面等深線図 図-２ Ｄ層（鮮新統）上面等深線図

• インバージョンテクトニクスとは，中新世のリフト期に活動
したＮ-Ｓ走向の正断層が，更新世以降の強いE-W方向の
圧縮応力場への変化に応じて，逆断層として再活動してい
るもの。

• したがって，インバージョンテクトニクスが生じているなら
ば，更新世までに堆積した中新統及び鮮新統には，逆断
層運動による明瞭な変位・変形が生じることとなる。

• そこで，海域の中新統（Ｅ層）及び鮮新統（Ｄ層）の等深線
図により，インバージョンテクトニクスにより形成された変
位・変形を判読する。

• 図-１，図-２の等深線図には断層を示唆する変位・変形
が認められないため，ＮＥ-ＳＷ走向の傾斜不連続部にイン
バージョンテクトニクスによる逆断層を仮定し，妥当性を評
価する。

• 図-３の地質断面図のとおり，断層を仮定する傾斜不連続
部において，Ｅ層及びＤ層に逆断層運動を示唆する変位は
認められない。

• 図-３には図-４に示す様なインバージョンテクトニクスによ
る逆断層に特徴的な，隆起域に厚い堆積層が分布する傾
向は認められない。

• 西側海岸には，これら傾斜不連続部と平行に海成段丘面
が分布しており，海成段丘面の隆起が逆断層運動によって
もたらされているのであれば，それらの隆起速度は等しくな
るはずであるが，図-１図-２の通り，隆起速度は南方（仮想
断層の中心方向）に向かい低下しており，矛盾している。

• インバージョンテクトニクスによる逆断層は想定できない。

断層（伏在断層）(  )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例

段丘の隆起速度 海域地質凡例

隆起域

傾動域

海域の変動域

Ｅ層にインバージョンテクトニクス
による逆断層を仮定する位置

Ｄ層にインバージョンテクトニクス
による逆断層を仮定する位置

図-４ インバージョンテクトニクスによる逆断層の模式図
（岡村ほか(1992)１）に左右反転し加筆）

地質断面位置地質断面位置

隆起域

海域の変動域

第871回審査会合

資料1-1P.8-15 一部修正

検討３）③広域応力場（1/4）：インバージョンテクトニクス

隆起域

隆起域に
厚い堆積層

仮想断層と平行な海岸の隆起速度が，
南方（仮想断層の中心方向）に向かい
低下している。

仮想断層と平行な海岸の隆起速度が，
南方（仮想断層の中心方向）に向かい
低下している。

図-３ 地質断面図



海域は海底地形，
陸域は接峰面の等高線を示す。

8-30

地質断面位置図

海域地質凡例

深度は，水中および堆
積層中での音波伝播速
度を1500m/secと仮定し
て計算した。

海底水道 汐首海脚
津軽海盆

大間崎

海上音探記録の解釈断面図

• 西側海域北部において，Ｎ-Ｓ走向で陸
側隆起の断層は，F-15断層が唯一認めら
れ，鮮新世で活動を終えている。

• F-15断層について，F-14断層と関連する
構造として扱う地形・地質構造としての適
合性を評価する。

• F-15断層はほぼ鉛直の断層であり，東西圧縮場において陸域の隆起を生じない。

• F-15断層の走向はF-14断層と90°以上ずれており，F-14断層の雁行を考慮しても一連の
構造とはならない。

• F-15断層は，F-14断層と関連する地質構造として扱えない。

地質断面図

海上音探記録の解釈断面図 表示範囲

8-30

更新統中の傾斜不連続

不連続部の平面分布

地質断面での判読位置

地質断面位置

Ｎ-Ｓ走向で陸の隆起と
調和する断層

Ｆ-15断層
Ｆ-15断層

Ｆ-15断層

8.3 「隆起再現断層の想定領域」の評価（7/21）
第871回審査会合

資料1-1P.8-16 一部修正

検討３）③広域応力場（2/4）：F-15断層

大間原子力発電所



上村(1975)２）により
図示された断層位置

深度は，水中および堆
積層中での音波伝播速
度を1500m/secと仮定し
て計算した。

→ESE

No.531MA-3

8-318-31

• 西側海域南部において，
Ｎ-Ｓ走向で陸側隆起の断
層は，上村(1975)２）に図示
される「下北海岸断層」が
ある。

• 「下北海岸断層」につい
て，F-14断層と関連する構
造として扱う地形・地質構
造としての適合性を評価す
る。

※１ 第579回審査会合資料1-1-2「1.5 敷地前面海域の文献断層」（P.97～P.145） 参照

WNW←

陸域地質凡例

地層名 地層名

海域地質凡例

向 斜 軸
背 斜 軸

断層（伏在断層）(    )

震源として考慮する活断層(    )

連続性のない断層

Ｎ-Ｓ走向で陸の隆起と
調和する断層

下北海岸断層

海上音探記録の
解釈断面図
表示範囲

上村(1975)２）により図示された断層※１

8.3 「隆起再現断層の想定領域」の評価（8/21）

• 海上音波探査による解釈断面図のとお
り，図示された断層位置において，Ｅ層に
逆断層運動を示唆する変位・変形は認め
られない※１。

• 隆起域から離れており，仮に活動が
あっても隆起を再現できない。

• 「下北海岸断層」の走向はF-14断層と
90°以上ずれており，F-14断層の雁行を
考慮しても一連の構造とはならない。

• 「下北海岸断層」は，F-14断層と関連す
る地質構造として扱えない。

第871回審査会合

資料1-1P.8-17 一部修正

検討３）③広域応力場（3/4）：下北海岸断層

大間原子力発電所

地質構造要素凡例

海域は海底地質を,
陸域は陸域地質を示す。



8-328-328.3 「隆起再現断層の想定領域」の評価（9/21）

• 西側海域において，Ｎ-Ｓ走向で陸側隆
起の逆断層として，中新統（E層）及び鮮
新統（D層）の直線状の傾斜不連続部に
インバージョンテクトニクスによる逆断層
を仮定する。

• 地質断面図には該当位置に逆断層運
動を示唆する変位・変形が認められない
等，インバージョンテクトニクスの隆起再
現断層は想定できない。

• 西側海域北部において，Ｎ-Ｓ走向で陸
側隆起の断層は，F-15断層が唯一認め
られる。

• ほぼ鉛直の断層であり東西圧縮場にお
いて陸域の隆起を生じない等，F-15断層
は，F-14断層と関連する地質構造として
扱えない。

• 西側海域南部において，Ｎ-Ｓ走向で陸
側隆起の断層は，上村(1975)２）に図示さ
れる「下北海岸断層」がある。

• 解釈断面図には図示された断層位置
に逆断層運動を示唆する変位・変形が認
められない等，「下北海岸断層」は，F-14
断層と関連する地質構造として扱えな
い。

現在のE-W方向の広域応力場と整合する，Ｎ-Ｓ走向の断層について，F-14断層と関連
する構造として扱う地形・地質構造としての適合性を評価する。

1) インバージョンテクトニクス 3) 下北海岸断層2) F-15断層

現在のE-W方向の広域応力場と整合する，Ｎ-Ｓ走向の断層について，F-14断層と関連する構造
として扱える地形・地質構造は認められない。

したがって，広域応力場からは，隆起再現断層の地表出現領域を特定することはできない。

第871回審査会合

資料1-1P.8-18 一部修正

検討３）③広域応力場（4/4）：まとめ



断層（伏在断層）(   )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例 段丘の隆起速度調査結果

• 大間から赤川，二枚橋にかけて複雑に入り組んだ重
力構造が認められ，連続性の良い直線状の重力急変
部は認められず，断層は想定できない。

• なお，大間海脚の高重力異常域は浅部の地層の変
形を示唆し，地震発生層での断層を示唆するものでは
ない※１。

8-338.3 「隆起再現断層の想定領域」の評価（10/21）

水平一次微分の頂部
と鉛直一次微分のゼロ
コンタが重なる位置※１

（断層など地質構造の境界
が示唆される重力急変部）

大間原子力発電所

ブーゲー重力異常図
（産総研(2013) ５）グリッドデータ，補正密度：2.3g/cm3，

解析グリッド間隔：250ｍ，コンタ間隔：1mGal）

高重力異常域

重力構造に基づく隆起再現断層
の地表トレースの許容範囲

赤川沖

津軽海盆

汐首海脚南東方
海域

弁天島

二枚橋

大間

佐井

赤川

大畑川

易国間

大畑

奥戸

検討３）④ブーゲー重力異常

• 高重力異常域を全て基盤の隆起域と仮定し，直線
状の重力急変部を挟んだ低重力異常域を，隆起再現
断層の地表トレースが連続する許容範囲と仮定する。

• F-14断層の東方延長が，大間海脚の高重力異常域
と汐首海脚の高重力異常域とに挟まれる低重力異常
域に連続することから，この低重力異常域を，隆起再
現断層の許容範囲として設定する。

※１ 補足説明資料「２．大間及び赤川の
高重力異常域」（P.24～P.29)を参照。



8.3 「隆起再現断層の想定領域」の評価（11/21） 8-34
第871回審査会合

資料1-1P.8-20 一部修正

断層（伏在断層）(  )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例 段丘の隆起速度調査結果

海域は海底地形，陸域は接峰面の等高線を示す。

• 鮮新世及び更新世に活動が及ぶ沿岸域
の断層が３条認められる。

• これらの断層について，F-14断層と関連
する構造として扱う地形・地質構造としての
適合性を評価する。

断層分布図

鮮新世・更新世に活動し，中位更新世までに活動を終えた沿岸域の断層が
３条認められる※１。

落下センスと陸域の隆起との整合性，F-14断層との走向のずれは以下のと
おりとなる。

• 西側落下であり陸域の隆起と調和的，F-15断層：走向に90°以上のずれ
• 東側落下であり陸域の隆起と不調和，F-16断層：走向に90°以上のずれ
• 東側落下であり陸域の隆起と不調和，F-17断層：走向に90°以上のずれ

中期更新世まで活動

鮮新世・更新世に活動した
沿岸域の断層

（後期更新世までに活動停止）

前期更新世まで活動

鮮新世まで活動

上記断層が分布する
西側海域

※１ 本編資料「1.4.3 海域の活断層（概要）」（P.1-45） 参照

• これら３条の断層の走向はF-14断層と90°以上ずれており，F-14断層の雁行を考慮しても
一連の構造とはならない。更に，これらのうちF-16断層及びF-17断層は，陸域の隆起と落下
センスが不調和である。

• 沿岸域の３条の断層は，F-14断層と関連する地質構造として扱えない。

検討３）➄地形・地質構造(1/7)：鮮新世・更新世の断層

大間原子力発電所



8-358.3 「隆起再現断層の想定領域」の評価（12/21）
第871回審査会合

資料1-1P.8-21 一部修正

陸域における更新世の活動を示唆する，

・ 断層地形の可能性がある地形 （図1）
・ 海成段丘面の隆起速度分布 （図2）

について，F-14断層と関連する構造として
扱う地形・地質構造としての適合性を評価
する。

図１ 断層地形の可能性がある地形分布図※１

図２ 隆起速度分布図（Ｍ１面旧汀線標高※２による）

M1面旧汀線（ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ調査）

M1面旧汀線（地形判読）

※１ 本編資料「1.4.2 陸域の活断層（概要）」（P.1-38） 参照

※２ 第732回審査会合資料2-2「7.3 旧汀線の調査」（P.7-30～P.7-48） 参照

断層（伏在断層）(   )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例

段丘の隆起速度調査結果

海域は海底地形，陸域は接峰面の等高線を示す。

二ツ石リニアメント

材木リニアメント

原田東方リニアメント

赤川リニアメント

図２ 隆起速度分布図投影測線

断層が分布しない

断層地形の可能性がある地形※１

（活断層に該当しない）

後期更新世以降の活動が無い

標
高

(m
)

20

30

40

50

距離(ｋm)

10

旧汀線標高の
有意な不連続は

認められない

検討３）➄地形・地質構造(2/7)：更新統中の断層類似事象の評価（陸域）

図1) 断層地形の可能性がある地形が３条あるものの，いずれも隆起の中心
付近に分布するため隆起域の再現が不可能であり，かつ走向はF-14断
層と90°以上ずれており，F-14断層の雁行を考慮しても一連の構造とは
ならない。

図2) 海成段丘面の隆起速度分布には，震源断層の上盤側（隆起側）と下盤
側（沈降側）との境界となるような有意な隆起速度不連続はない。

断層地形の可能性があ
る地形，海成段丘の隆起
速度分布からは，F-14断
層と関連する地形・地質
構造として扱うものは認
められない。

大間原子力発電所



8-368.3 「隆起再現断層の想定領域」の評価（13/21）
第871回審査会合

資料1-1P.8-22 一部修正

海域地質凡例

海域における更新世の活動を示唆する，
「更新統中の傾斜不連続部」の分布範囲に
ついて，F-14断層と関連する構造として扱う
地形・地質構造としての適合性を評価する。

• 西側海域での傾斜不連続部の走向は，
F-14断層と90°以上ずれており，F-14断
層の雁行を考慮しても一連の構造とはな
らない。

• 東側海域での傾斜不連続部は，F-14断
層の位置・走向と調和的であり，F-14断
層を起点とした隆起再現断層に適合す
る。

• 更新統中の傾斜不連続部のうち東側海
域を，F-14断層と関連する地質構造とし
て扱う。

更新統中の傾斜不連続部の判読例（代表断面）

断層（伏在断層）( )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例 段丘の隆起速度調査結果

更新統中の傾斜不連続部の平面分布

代表断面位置

更新統中の傾斜不連続

不連続部の平面分布

代表断面での判読位置

検討３）➄地形・地質構造(3/7)：更新統中の断層類似事象の評価（海域）

海域は第四系下面等深線，
陸域は現在の接峰面等高線を示す。

大間原子力発電所



陸域の中新統中に示される
４条の文献地質断層について，
F-14断層と関連する構造とし
て扱う地形・地質構造としての
適合性を評価する。

材木川沿いの地質断層※１

奥戸川沿いの地質断層※１

易国間川沿いの地質断層※１

折戸山付近の地質断層※２

地質調査所発行1/5万地質図幅「大間・佐井」３），「大畑」４）を使用

0 5km

図２ 文献による地質図

海域は海底地形，陸域は接峰面の等高線を示す。

図１ 文献による地質断層の位置図

断層（伏在断層）(  )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例 段丘の隆起速度調査結果

材木川沿いの地質断層※１

奥戸川沿いの地質断層※１

易国間川沿いの地質断層※１

折戸山付近の地質断層※２

文献地質断層が示される範囲
（実体のある断層は分布しない）

8-37

※１ 第579回審査会合資料1-1-2「1.3 文献地質断層」（P.35～P.88） 参照

※２ 第732回審査会合資料1-1-2「1.1.1 折戸山付近の文献地質断層」（P.1-2～P.1-18） 参照

8.3 「隆起再現断層の想定領域」の評価（14/21）
第871回審査会合

資料1-1P.8-23 一部修正

検討３）➄地形・地質構造(4/7)：中新統中の断層

• ４条の文献地質断層は，いずれも隆起の中心付近に分布するため隆起域の再現が不可能で
あり，かつ走向はF-14断層と大きくずれており，雁行を考慮しても一連の構造とはならない。

• なお，これら文献地質断層位置には，地表踏査によって断層が分布しないことを確認してい
る。

 易国間川沿いの文献地質断層，奥戸川沿いの文献地質断層及び材木川沿いの文献地質断層は，
連続露頭により断層が存在しないことを確認している。※１

 折戸山付近の文献地質断層は，文献が示す断層位置の複数地点での露頭観察により，整合的な
地層境界であることを確認している。※２

中新統中に示される
４条の文献地質断層
は，F-14断層と関連す
る地質構造として扱え
ない。

大間原子力発電所



大間崎付近の中新統中に認められる
複背斜構造（大間崎背斜）について，F-
14断層と関連する構造として扱う地形・
地質構造としての適合性を評価する。

8-38

大間崎背斜（大局的）

大間崎背斜（詳細）

詳細地質平面図（断面位置）

大間崎背斜
（大局的）

8.3 「隆起再現断層の想定領域」の評価（15/21）
第871回審査会合

資料1-1P.8-24 一部修正

A A'
分水嶺

大間崎背斜（大局的）
の中心付近

東西の海岸で海成段丘面
（M1面，M3面）の分布標高に
変化なし Ａ－Ａ’断面

B'
大間崎背斜（大局的）

の中心付近
分水嶺

東西の海岸で海成段丘面の
分布標高に変化なし

Ｂ－Ｂ’断面
B

完
新

世
更

新
世

易
国

間
層

大
間

層

中
新

世
貫

入
岩

地形的高まり，大間崎背斜，海成段丘高度の比較

1

5

※１ 第871回審査会合資料1-2「1.中新世背斜・向斜」（P.8） 参照

※２ 第871回審査会合資料1-2「1.中新世背斜・向斜」（P.17） 参照

検討３）➄地形・地質構造(5/7)：中新統中の断層類似事象（陸域）

• 大間崎背斜は，隆起の中心付近に分布するため隆起域の再現が不可能で
あり，かつ走向はF-14断層と90°以上ずれており，F-14断層の雁行を考慮し
ても一連の構造とはならない。

• なお，大間崎背斜には少なくとも後期更新世以降の活動がないことを確認し
ている。

 断面図に示すとおり，中位海成段丘面（Ｍ１面，Ｍ３面）の分布標高において，大間
崎背斜の変形領域内と変形領域外との間に，有意な高度差が認められない。

 大間崎背斜の波長は短く，海岸隆起の長い波長とは大きく異なっている。※１

 大間崎背斜付近の河谷の発達において，大間崎背斜が後期更新世以降に活動
した場合の規制が認められない。※２

大間崎背斜は，F-
14断層と関連する
地質構造として扱え
ない。



海域はＥ層（中新統以下）の上面等深線を示す。
陸域は現在の接峰面等高線を示す。

Ｅ層（中新統）上面等深線図

海域地質凡例

海域の中新統中に認められる，

1) 中新統上面の谷状構造
2) F-14断層に隣接する背斜・向斜

について，F-14断層と関連する構造
として扱う地形・地質構造としての適
合性を評価する。

地質平面図

断層（伏在断層）(    )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例段丘の隆起速度
調査結果

8-398.3 「隆起再現断層の想定領域」の評価（16/21）

中新統上面の谷状構造

F-14断層に隣接する背斜・向斜

新第三系中新統の上面にある，
海域の最深部を形成する谷状構造

F-14断層の東方に隣接する
背斜と向斜のペアとその南東方のペア

海域は海底地質を，
陸域は接峰面の等高線を示す。

津軽海盆

汐首海脚

F-14断層

第871回審査会合

資料1-1P.8-25 一部修正

谷状構造の
南東端となる尾根

谷状構造の
北西端

背斜の端部
まで延ばす

F-14の端部
まで延ばす

検討３）➄地形・地質構造(6/7)：中新統中の断層類似事象（海域）

1) 中新統上面等深線図には海域の最深部を形成する谷状構造が認められる。
F-14断層の東方延長部よりもやや北寄りに認められるものの，隆起域の縁辺に
位置し，F-14断層の走向と調和的である。

2) F-14断層に隣接して背斜と向斜の対が分布しており，さらに南東延長部にも
背斜と向斜の対が分布している。これら向斜・背斜は陸棚上にあり隆起域の縁
辺からやや離れているものの，F-14断層の走向と調和的である。

中新統中の谷状構造及び背斜・
向斜の対を，F-14断層と関連する
地質構造として扱う。

大間原子力発電所



断層（伏在断層）(  )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例 段丘の隆起速度調査結果

• 後期更新世以降の活動が認められる地質構造は認められない。

• F-14断層と関連する構造として扱う地質構造は，「更新統中の傾斜不連続部の東側」，「中新統上面の谷状構造」及び
「F-14断層に隣接する背斜・向斜」である（図１）。

• これら地質構造の分布範囲と重力構造による許容範囲とが重なる領域を，「隆起再現断層の想定領域」とする。

• 南東端については，地質構造が重力構造による許容範囲をやや超えるため，地質構造の端部までを想定領域とする。

8-408.3 「隆起再現断層の想定領域」の評価（17/21）

図１ 検討対象とした地形・地質構造の分布図

隆起傾向又はF-14断層と不調和な地形・地質構造

鮮新世・更新世に活動した
断層が分布する範囲
（後期更新世までに活動停止）

文献地質断層が示される範囲
（実体のある断層が分布しない）

更新統中の傾斜不連続部のうち，
想定領域に適さない区間

断層地形の可能性がある地形
（断層がない又は後期更新世以降の活動がない）

大間崎背斜
（後期更新世以降の活動がない）

中新統上面の谷状構造

F-14断層に隣接する背斜・向斜

隆起再現断層の根拠とする地形・地質構造

更新統中の傾斜不連続部

図２ 隆起再現断層の根拠とする地形・地質構造
及び隆起再現断層の想定領域

第871回審査会合

資料1-1P.8-26 一部修正

重力構造に基づく
地表トレースの許容範囲

隆起再現断層の想定領域
（境界）

大間原子力発電所

海域は海底地形，陸域は接峰面の等高線を示す。

海域は海底地形，陸域は接峰面の等高線を示す。

大間原子力発電所

中新統の谷状
構造の南東端

背斜構造の
南東端

検討３）➄地形・地質構造(7/7)：統合化

大間付近の隆起域



8.3 「隆起再現断層の想定領域」の評価（18/21） 8-41

（「隆起再現断層の想定領域」の設定）

（隆起再現断層の地表痕跡の設定）

③

① ②

④ ⑤

（「隆起再現断層の想定領域」の拡張検討）

⑥ 「隆起再現断層の想定領域」の設定のために定める地質諸条件の仮定条件を，「大間付近の隆起域」と隣接する領域に適用し，「隆起再現断層の想定領域」が拡張される
可能性を評価する。

検討３）検討項目⑥の概要

• 「隆起再現断層の想定領域」の東方延長で
ある赤川方面には，活動性を問わず変動を示
唆する地形・地質構造が分布せず，また直線
状の重力急変部も認められない（⑥）。

• 「隆起再現断層の想定領域」について，赤川
方面への拡張は不要と評価する。

• 以下の頁では，「隆起再現断層の想定領
域」における地質諸特性の仮定条件と，同仮
定条件の赤川方面への適用結果を示す。

検討 3) 隆起再現断層の地表痕跡の選定及び想定領域の設定：検討項目⑥

基本方針に基づく仮想的な活断層の検討：全体フロー

※２ 「審査ガイド」2.1(5)：“「震源として考慮する活断層」とは，地下深部の地震発生層から地表付近まで破壊し，地震動による施設への影響を検討する必要があるものをいう。”

※１ 「審査ガイド」2.2解説(5)“顕著な海岸隆起によって累積的な変位が認められる地域では，弾性波探査によって断層が確認されない場合でも，これをもって直ちに活断層の存
在を否定せず，累積的な変位を説明する適切な地殻変動を検討する必要がある。”

※３ 「審査ガイド」2.2解説(5)“顕著な海岸隆起によって累積的な変位が認められる地域では，弾性波探査によって断層が確認されない場合でも，これをもって直ちに活断層の存
在を否定せず，累積的な変位を説明する適切な地殻変動を検討する必要がある。”



海域はＥ層（中新統）上面等深線を示す。
陸域は現在の接峰面等高線を示す。

図-２ 褶曲構造及び斜状・向斜状構造判読図
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津軽海盆

汐首海脚南東方海域
弁天島

二枚橋
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佐井
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大畑川

易国間

大畑

奥戸

• 図-１に示す通り，大間付近の高重力異常域と
汐首海脚側の高重力異常域に挟まれる重力構
造による許容範囲は，易国間付近の低重力異
常域において収束するため，「隆起再現断層の
想定領域」は赤川方面に連続しない。

• また，赤川地点の高重力異常域付近には，断
層を示唆する直線状の重力急変部が無く，二枚
橋地点との間に重力の深い谷があり，赤川方
面の隆起に対して，重力構造による別の断層は
想定できない。なお，赤川付近の高重力異常域
は浅部の地層の変形を示唆し，地震発生層で
の断層を示唆するものではない※１。

• 図-２に示す通り，赤川方面には活動性を問
わず断層が分布せず，さらに小規模な背斜状・
向斜状構造も分布しないため，「隆起再現断層
の想定領域」は赤川方面に連続しない。

• また，赤川沿岸の背斜・向斜の対は，Ｂ１層の
傾動域の縁辺から大きく離れた陸棚上にあり，
隆起再現断層の地表痕跡には適さない。
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「隆起再現断層の想定領域」における重力
構造の許容範囲，F-14断層と関連する構造
として扱う地質構造の分布範囲は，易国間付
近で収束しており，赤川方面には連続しない。

Ｂ１層の傾動域（破線は推定）

Ｂ１層の傾斜方向
Ｂ１層堆積時の沈降方向

背斜・向斜と傾動域の
縁辺とが大きく離れている。

8.3 「隆起再現断層の想定領域」の評価（19/21）

検討３）⑥想定領域の拡張

大間原子力発電所

ブーゲー重力異常図
（産総研(2013) ５）グリッドデータ，補正密度：2.3g/cm3，

解析グリッド間隔：250ｍ，コンタ間隔：1mGal）

赤川沖

津軽海盆

汐首海脚南東方海域
弁天島

二枚橋

大間

佐井

赤川

大畑川

易国間

大畑

奥戸

図-１ ブーゲー重力異常図

赤川と二枚橋の
間に長い低重力
異常域がある。

断層（伏在断層）(  )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例

重力急変部が
直線状を示さない。

中新統上面の谷状構造

易国間に低重力
異常域がある。

隆起再現断層の想定領域

隆起再現断層の想定領域

断層（伏在断層）(   )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

背斜状構造の判読位置

向斜状構造の判読位置

地質構造要素凡例

※１ 補足説明資料「２．大間及び赤川の高重力異常域」（P.24～P.29)を参照。

高重力異常域

重力構造による許容範囲
（低重力異常域）
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「隆起再現断層の想定領域」を設定するための仮定条件と適合性

8.3 「隆起再現断層の想定領域」の評価（20/21）

「隆起再現断層の想定領域」の評価まとめ(1/2)

耐
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）
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P
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-
5
を

参
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）

検討項目 「隆起再現断層の想定領域」の評価
（調査結果に基づく）

「隆起再現断層の想定領域」を設定するための仮定条件 検討３）⑥拡張可能性

仮定条件 仮定条件の適用 赤川方面への仮定条件の適用

検
討

３
）
地

表
痕

跡
の

選
定

①実体のある活断層 ×
下北半島西部沿岸には，陸域を隆起させ

る活断層は認められない。
「大間付近の隆起域」付近において震源と

して考慮する活断層は，F-14断層が唯一認
められる。

一般に隆起域の縁辺部に活断層が想定さ
れることを考慮し，「大間付近の隆起域」縁
辺部に分布する実体のある活断層を，仮想
的な隆起再現断層による地表痕跡として扱
うこととする。

△
F-14断層は，「大間付近の隆起域」の

縁辺部よりもやや中心に寄った配置であ
るが，他に断層が分布しないことから，
F-14断層を地表痕跡として扱う。

×
赤川方面には活動性，規模を問わず

変動を示唆する地形・地質構造が認め
られないことから，地表痕跡が設定で
きない。

②活断層の諸元
（走向，傾斜，

変位センス）

×
F-14断層は，ESE-WNW走向，鉛直から高

角N傾斜，現在の広域応力場から左横ずれ
断層と想定され，隆起が再現されない。

地表痕跡となる活断層に対し，雁行や，傾
斜・センスのバラツキが生じ得るものと仮定
する。

△
F-14断層は，走向は「大間崎の隆起

域」の縁辺方向であり妥当であるが，傾
斜とセンスが相応しくないため，南傾斜
の逆断層として扱う。

検
討

３
）
想

定
領

域
の

設
定

③広域応力場 ×
現在のE-W方向の圧縮応力場と整合する，

Ｎ-Ｓ走向の断層について，F-14断層と関連
する構造として扱える地形・地質構造は認め
られない。

広域応力場に整合する断層は，N-S走向
の逆断層であり，F-14断層の延長部または
雁行する位置に分布するものと仮定する。

×
N-S走向の地形・地質構造には，F-14

断層の延長部または雁行する位置として
適切なものは認められない。

×
広域応力場との整合性を問わず，赤

川方面には変動を示唆する地形・地質
構造が認められない。

④ブーゲー重力異常 ×
「隆起再現断層の想定領域」及びその周囲

のブーゲー重力異常図には，複雑に入り組
んだ重力構造が認められ，連続性の良い直
線状の重力急変部は認められず，断層は想
定できない。

高重力異常域を全て基盤の隆起域と仮定
し，直線状の重力急変部を挟んだ低重力異
常域に，隆起再現断層が想定されるものと
仮定する。

○
F-14断層の東方延長が，大間海脚の

高重力異常域と汐首海脚の高重力異常
域とに挟まれる低重力異常域に連続す
ることから，この低重力異常域を，隆起
再現断層の許容範囲として設定する。

×
許容範囲となる低重力異常域は，易

国間沖まで認められる。
赤川方面の高重力異常域は直線状

の重力急変部を伴っておらず，地表ト
レースの許容範囲を設定できない。

⑤地形・地質構造 ×
「隆起再現断層の想定領域」には，後期更

新世以降の活動が認められる地形・地質構
造が分布しない。

想定領域周囲の中新統または鮮新統に
は，半固結状態でNE-SW方向の短縮変形を
受けて形成された背斜及び向斜が認められ
る。

これらは短縮変形である上に古い構造であ
り，断層の根拠とはならない。

F-14断層の延長方向に分布する線状の
地形・地質構造を，F-14断層と関連する構
造として扱い，それら地質構造の分布範囲
に，隆起再現断層が想定されるものと仮定
する。

後期更新世以降の活動が認められる地
形・地質構造が分布しない場合は，後期更
新世以降の活動が認められない地形・地質
構造であっても検討の対象とする。

△
後期更新世以降の活動が認められる

地質構造が分布しないことから，「更新
統中の傾斜不連続部の東側」，「中新統
上面の谷状構造」及び「F-14断層に隣接
する背斜・向斜」を，F-14断層と関連する
構造として扱い，これらの分布範囲で隆
起再現断層を想定する。

×
F-14断層と関連する構造として扱う

左記の地形・地質構造は，易国間沖ま
で認められる。

赤川方面には活動性，規模を問わず
線状の地形・地質構造が分布しないこ
とから，分布範囲を設定できない。

なお，赤川沿岸の背斜・向斜の対
は，Ｂ１層の傾動域の縁辺部から大きく
離れた陸棚上にあり，隆起再現断層の
地表痕跡には適さない。



大間原子力発電所

赤川沖

津軽海盆

弁天島

二枚橋

大間

佐井

赤川

大畑川

易国間

大畑

奥戸

海域はＥ層（中新統）上面等深線を示す。
陸域は現在の接峰面等高線を示す。

谷状構造の
南東端となる尾根

背斜の端部
まで延ばす

「隆起再現断層の想定領域」の評価まとめ(2/2)

8-448.3 「隆起再現断層の想定領域」の評価（21/21）

• 「大間付近の隆起域」を説明する仮想的な活断層の，地表トレースを想定しうる領域（「隆起再現断層の想定領域」）を設定する。

• 沿岸には陸域の隆起をもたらす活断層が分布しないため，「大間付近の隆起域」の縁辺付近に分布するF-14断層を地表痕跡として扱
い（①実体のある活断層，②活断層の諸元），その延長にある低重力異常域を重力構造で設定する許容範囲とし（④ブーゲー重力異
常），さらにF-14断層と関連する構造として扱う地形・地質構造の分布範囲（⑤地形・地質構造）とが重畳する領域を，「隆起再現断層の
想定領域」として設定する。後期更新世以降の活動が認められる地形・地質構造が分布しないことから，後期更新世以降の活動が認め
られない地形・地質構造を検討の対象に含めることにより，想定領域はおおむね一義的に設定され，東端は易国間付近となる。

• 設定した「隆起再現断層の想定領域」は，重力構造及び地形・地質構造の不連続により，赤川方面には連続しない（⑥）。

• なお，広域応力場と整合的なN-S走向の構造として適する地形・地質構造は認められない（③）。また，仮に赤川方面に独立した隆起域
を設定した場合には，地表痕跡となる地形・地質構造が認められないことから「隆起再現断層の想定領域」を設定できない。

注：文中の①～⑥は，前頁の検討項目に対応する。

断層（伏在断層）(  )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例

（F-14断層と関連する構造として扱う
地形・地質構造）

中新統上面の谷状構造
（破線は内挿区間）

F-14断層に隣接する向斜
（破線は内挿区間）

⑤地形・地質構造

高重力異常域

低重力異常域
（地表トレースの許容範囲）

④ブーゲー重力異常
隆起再現断層の想定領域

（ハッチは，境界端部を直線で結んだ領域を示す。）
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海域は海底地形，陸域は接峰面の等高線を示す。

8.4 下北半島西部の隆起への耐震設計上の考慮まとめ コメントNo. S1-81

• 下北半島西部の広域的な隆起のうち，敷地に近い大間
付近に仮想的な隆起域（「大間付近の隆起域」）を設定し，
その隆起域を説明する仮想的な活断層（隆起再現断層）
を，隆起域の縁辺に分布するF-14断層を起点とした地表
トレースを想定しうる領域（「隆起再現断層の想定領域」）
として評価する。

• 「大間付近の隆起域」は，広域的な隆起には断層を示唆
する局所的な変動が認められないため，隆起速度分布及
び海域の傾動といった現在の地形発達過程に基づいて
領域を設定した。

• 「隆起再現断層の想定領域」は，F-14断層の隆起域方
向の延長部に後期更新世以降の活動が認められる地形・
地質構造が分布しないため，後期更新世以降の活動が
認められない過去の地質構造及びその地質構造を反映し
た重力構造を総合的に検討し，領域を設定した。

隆起再現断層の想定領域

大間付近の隆起域

大間原子力発電所

当社が震源として考慮する活断層
と評価する断層

凡 例

F-14断層

F-14断層を起点とする仮想的な活断層を想定する領域

• 「大間付近の隆起域」は主に現在の地形発達過程に基
づいて設定し，「隆起再現断層の想定領域」は主に後期
更新世以降の活動が認められない地質構造に基づいて
設定することになるため，「隆起再現断層の想定領域」に
地表トレースを設定する隆起再現断層が，必ずしも「大間
付近の隆起域」を再現できるとは限らない。

• したがって，隆起再現断層による「大間付近の隆起域」
における地形発達過程の再現性を隆起シミュレーションに
より確認し，成立性が担保される条件によって震源モデル
を設定することが不可欠である。
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・清水山南方断層

・根岸西方断層
・函館平野西縁断層帯

・恵山岬東方沖断層
・奥尻海盆北東縁断層
・奥尻海盆東縁断層
・西津軽海盆東縁断層

・Ｆ-25断層～Ｆ-27断層
（根岸西方断層の海域部）

・Ｆ－２断層～Ｆ－４断層
（函館平野西縁断層帯の
海域部）

・Ｆ-14断層
・Ｆ-18断層～Ｆ-24断層

（敷地西方沖断層）

・Ｆ－５断層
・Ｆ－８断層

（Ｆ－８断層の海域部）

・Ｆ－９断層
・Ｆ-28断層～Ｆ-31断層

（一連の断層として評価）

・Ｆ-33断層

震源として考慮する活断層
（連続性評価後）

・根岸西方断層

・函館平野西縁断層帯

・二ッ石リニアメント

・材木リニアメント

・原田東方リニアメント

・赤川リニアメント

・福浦リニアメント

・野平リニアメント

・清水山南方断層

・恐山東山麓リニアメント

空
中
写
真
判
読

文
献
調
査

周辺陸域
（30ｋｍ以遠）

活動性評価の対象とする断層等

・恵山岬北方沖撓曲

・恵山岬東方沖撓曲

・恵山岬東方沖断層

・大陸棚外縁断層

・国交省（2014）６)によるF18断層

・海上保安庁水路部（2000）１）のF－１断層～F－４断層
（当社のF－２断層～F－４断層に該当）

・産総研・道総研（2012）２）のF－１断層～F－２断層
（当社のF－２断層～F－３断層に該当）

・産総研・東海大（2012）３）の平舘断層
（当社のF-25断層～F-27断層に該当）

・産総研・東海大（2012）３）の平舘海峡撓曲
（当社のF-28断層～F-31断層に該当）

・上村（1975）４）の下北海岸断層
・渡辺ほか（2012）５）の海底活断層

外側海域

• 文献調査，空中写真判読及び海上音波探査により，活動性調査
の対象とする断層等を50条抽出した。

• 活動性調査により，根岸西方断層及び函館平野西縁断層帯の陸
域～海域へ連続する断層を評価した上で，14条を震源として考慮す
る活断層と評価した。

敷地前面
海域

・Ｆ－１断層
・Ｆ－２断層

～Ｆ－４断層

・Ｆ－５断層
・Ｆ－７断層
・Ｆ－８断層
・Ｆ－９断層
・Ｆ-10断層
・Ｆ-11断層

・Ｆ-12断層
・Ｆ-13断層
・Ｆ-14断層
・Ｆ-15断層
・Ｆ-16断層
・Ｆ-17断層
・Ｆ-18断層

～Ｆ-24断層

・Ｆ-25断層
～Ｆ-27断層

・Ｆ-28断層
～Ｆ-31断層

・Ｆ-32断層
・Ｆ-33断層

震源として考慮する活断層
（領域ごと）

【抽出】 【評価】

９．敷地周辺の断層評価のまとめ （1/4）

周辺陸域
（30ｋｍまで）

文
献
調
査

文
献
調
査

海
上
音
波
探
査

文
献
調
査

① 根岸西方断層

② 函館平野西縁断層帯

③ 奥尻海盆北東縁断層

④ 奥尻海盆東縁断層

⑤ 西津軽海盆東縁断層

⑥ 恵山岬東方沖断層

⑦ 清水山南方断層

⑧ Ｆ-14断層

⑨ 敷地西方沖断層

⑩ Ｆ－５断層

⑪ Ｆ－８断層

⑫ Ｆ－９断層

⑬ Ｆ-28断層～Ｆ-31断層

⑭ Ｆ-33断層

活

動

性

調

査

敷地周辺における活断層の抽出・評価のまとめ

第871回審査会合

資料1-1P.9-2 再掲 9-2



９．敷地周辺の断層評価のまとめ （2/4）
第871回審査会合

資料1-1P.9-3 一部修正

当社が震源として考慮する活断層
と評価する断層

断層（伏在断層）（ ）

撓曲

凡 例

（陸域）
断層等

撓曲

（海域）

国交省（2014）６）によるF18断層

①

②-2 ②-1

③

⑪
⑫

⑩

⑬

⑭

⑥

⑦

⑧

⑨

大間原子力発電所

30ｋｍ

④

⑤

100ｋｍ

敷地周辺における震源として考慮する活断層

①根岸西方断層 約38ｋｍ 約50ｋｍ

②-1 約31ｋｍ 約42ｋｍ

②-2 約33ｋｍ 約43ｋｍ

③奥尻海盆北東縁断層 約31ｋｍ 約103ｋｍ

④奥尻海盆東縁断層 約50ｋｍ 約86ｋｍ

⑤西津軽海盆東縁断層 約43ｋｍ 約96ｋｍ

⑥恵山岬東方沖断層 約47ｋｍ 約73ｋｍ

⑦清水山南方断層 約11ｋｍ 約28ｋｍ

⑧Ｆ-14断層 約3.4ｋｍ 約12ｋｍ P.9-5参照

⑨敷地西方沖断層 約7.2ｋｍ 約20ｋｍ

⑩Ｆ－５断層 約2.9ｋｍ 約35ｋｍ

⑪Ｆ－８断層 約11ｋｍ 約37ｋｍ

⑫Ｆ－９断層 約6.6ｋｍ 約32ｋｍ

⑬Ｆ-28断層～Ｆ-31断層 約13.1ｋｍ 約44ｋｍ

⑭Ｆ-33断層 約7.3ｋｍ 約50km

　同時破壊を否定できな
いものとし，国交省

（2014）
６）

によるF18断層
の位置で評価する。
（評価長さ137ｋｍ）
（距離　約92ｋｍ）

②函館平野西縁断層帯

敷地から
の距離

断層名 評価長さ 備考

②-1は海域南東延長部
を含み，②-2は海域南西
延長部を含む。

敷地周辺における震源として考慮する活断層

• 文献調査，空中写真判読及び海上音波探査により活断層の可能性がある断層等を50条抽出し，活動性調査により14条を震源として考慮する活断層と評価した。

• なお，下北半島西部の隆起には，ローカルな隆起は認められず，広域的な隆起のみが生じていると判断される（この隆起を「第四紀広域隆起」という。） 。しかしな
がら，広域的な隆起のうち敷地に近い大間付近に仮想的な隆起域を設定し，その領域を説明しうる仮想的な活断層を，震源として考慮する活断層として想定し，敷
地ごとに震源を特定して策定する地震動の対象として耐震設計上の保守性を考慮するものとする。
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海域は海底地形，陸域は接峰面の等高線を示す。

９．敷地周辺の断層評価のまとめ （3/4）

• 下北半島西部の広域的な隆起のうち，敷地に近い大間
付近に仮想的な隆起域（「大間付近の隆起域」）を設定し，
その隆起域を説明する仮想的な活断層（隆起再現断層）
を，隆起域の縁辺に分布するF-14断層を起点とした地表
トレースを想定しうる領域（「隆起再現断層の想定領域」）
として評価する。

• しかしながら，「大間付近の隆起域」は主に現在の地形
発達過程に基づいて設定し，「隆起再現断層の想定領
域」は主に後期更新世以降の活動が認められない地質
構造に基づいて設定することになるため，「隆起再現断層
の想定領域」に地表トレースを設定する隆起再現断層が，
必ずしも「大間付近の隆起域」を再現できるとは限らない。

• 「審査ガイド」では，“調査結果や地形発達過程及び地
質構造等を総合的に検討して評価”※１，“累積的な変位
を説明する適切な地殻変動を検討する必要”※２が要求さ
れていることから，隆起再現断層による「大間付近の隆起
域」における地形発達過程の再現性を確認し，成立性が
担保される条件によって震源モデルを設定することが不
可欠である。

• そこで，「隆起再現断層の想定領域」に地表トレースを
設定する隆起再現断層の隆起シミュレーションにより，
「大間付近の隆起域」の規模・配置及びその隆起域にお
ける海成段丘面の隆起速度分布の再現性により，隆起
再現断層の地下の構造（傾斜，アスペリティ）が満たすべ
き条件と，その地表トレースが許容される領域（「地表出
現領域」）を評価し，これを満たすものを，「隆起再現断
層」として扱うこととする。（巻末参考資料を参照。）

大間原子力発電所

当社が震源として考慮する活断層
と評価する断層

凡 例

F-14断層

F-14断層を起点とする仮想的な活断層を想定する領域

9-4

隆起再現断層の想定領域

大間付近の隆起域

※２ 「審査ガイド」2.2解説(5)：“顕著な海岸隆起によって累積的な変位が認められる
地域では，弾性波探査によって断層が確認されない場合でも，これをもって直ちに
活断層の存在を否定せず，累積的な変位を説明する適切な地殻変動を検討する
必要がある。”

※１ 「審査ガイド」2.2(2)：“将来活動する可能性のある断層等が疑われる地表付近の
痕跡や累積的な地殻変動が疑われる地形については，個別の痕跡のみにとらわ
れることなく，その起因となる地下の震源断層を想定して調査が実施されているこ
と…。それらの調査結果や地形発達過程及び地質構造等を総合的に検討して評
価が行われていることを確認する。”

コメントNo.S1-82



（参考） F-14断層を起点とする震源として考慮する活断層

９．敷地周辺の断層評価のまとめ （4/4）

項目 孤立した短い活断層 仮想的な活断層（隆起再現断層）

起点活断層 Ｆ－１４断層 Ｆ－１４断層

Ｍo≧7.5E+18N・m（M≧7.0） 隆起を再現できる規模を想定

（平成26年12月「設置変更許可申請」から見直し）

走向 F-14断層の地質調査結果に基づく

傾斜角 F-14断層の地質調査結果に基づく

アスペリティ位置 痕跡直下に配置

活動センス 広域応力場に合わせて横ずれ断層 隆起に合わせて逆断層

地震規模

　地形・地質構造等を考慮し策定した隆起再現断層の
想定領域内で、隆起を再現できる長さ・走向・傾斜・ア
スペリティ位置を複数想定

9-5

• 孤立した短い活断層として考慮するF-14断層と，F-14断層を起点とする仮想的な活断層（隆起再現断層）の震源断層の
考え方をそれぞれ示す。

コメントNo.S1-82



（余白）
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「大間付近の隆起域」を再現する隆起再現断層の条件

検討 4)「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認
検討 5)震源モデルの設定



耐震設計上
の考慮

（本編資料
P.8-21,
P.8-43

を参照）

検討 1) 隆起傾向に基づく
「大間付近の隆起域」の設定

• 広域的な隆起のうち大間付近について，“累積
的な変位※１”として扱うための仮定条件を定め，
仮想的な「大間付近の隆起域」を設定する。

• 「大間付近の隆起域」付近に分布する実体のある
活断層を，隆起再現断層の地表痕跡※２として選定
し，その諸元（走向，傾斜，変位センス）を設定する。

検討 2) 「大間付近の隆起域」における
地質諸特性の検討

• 「大間付近の隆起域」における変動履歴，重力
構造，地形・地質構造について，活断層による隆
起域として扱うための仮定条件を定め，適合性
を確認する。また，これら仮定条件により隆起域
が拡張される可能性を評価する。

検討 3) 隆起再現断層の地表痕跡の選定
及び想定領域の設定

• 地表痕跡とする活断層付近の地形・地質構造に
ついて，活断層と関連する構造として扱うための仮
定条件を定め，それらの分布範囲を，「隆起再現断
層の想定領域」として設定する。その際は，後期更
新世以降の活動が認められない地形・地質構造で
あっても検討の対象とし，広域応力，重力構造につ
いても仮定条件を定め，適合性を考慮する。また，
これら仮定条件により想定領域が拡張される可能
性を評価する。

検討 4)「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認

• 「大間付近の隆起域」における地形発達過程が，「隆起再現断層の想定領域」に設定する断層モデルに
よって再現できる条件※３を，隆起シミュレーションによって確認する。

検討 5)震源モデルの設定

• 「大間付近の隆起域」における地形発達過程が再現できることを確認した隆起再現断層の条件に基づいて，
震源モデルの設定条件を整理する。

「大間付近の隆起域」の評価（第8.2節） 「隆起再現断層の想定領域」の評価（第8.3節）

※２ 「審査ガイド」2.1(5)：“「震源として考慮する活断層
」とは，地下深部の地震発生層から地表付近まで
破壊し，地震動による施設への影響を検討する必
要があるものをいう。”

※１ 「審査ガイド」2.2解説(5)“顕著な海岸隆起によっ
て累積的な変位が認められる地域では，弾性波
探査によって断層が確認されない場合でも，これ
をもって直ちに活断層の存在を否定せず，累積的
な変位を説明する適切な地殻変動を検討する必
要がある。”

※３ 「審査ガイド」2.2解説(5)“顕著な海岸隆起によっ
て累積的な変位が認められる地域では，弾性波
探査によって断層が確認されない場合でも，これ
をもって直ちに活断層の存在を否定せず，累積的
な変位を説明する適切な地殻変動を検討する必
要がある。”

基本方針に基づく仮想的な活断層の検討：全体フロー

「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（1/34） 参考-1

（巻末参考資料）

• 「仮想的な活断層を想定する基本方針」に基づく検討の全体フローを示す。（各検討の詳細は，第8.2節，第8.3節及び巻末参照頁の冒頭に示す。）

• 仮想的な隆起域とする「大間付近の隆起域」は，主に現在の地形発達過程に基づいて設定し（”検討1）”，”検討2)”），仮想的な活断層の地表トレースを
想定しうる領域とする「隆起再現断層の想定領域」は，主に後期更新世以降の活動が認められない地質構造に基づいて設定することになる(“検討3)”)。

• そのため，「隆起再現断層の想定領域」に地表トレースを設定する隆起再現断層が，必ずしも「大間付近の隆起域」を再現できるとは限らないことから，
隆起再現断層による隆起シミュレーションにより，「大間付近の隆起域」における地形発達過程の再現性を確認し（”検討4)”），再現性が担保される条件に
よって震源モデルを設定する（”検討5)”）ことが不可欠である。



Yes

Yes

No

No

地質・地質構造の検討に基づく震源モデルの設定条件

① 「大間付近の隆起域」の規模・配置につい
て，隆起シミュレーションによる再現性を検
討。

② 海成段丘面の隆起速度分布について，
隆起シミュレーションによる再現性を検討。

③ 地表トレース位置を変えて，「大間付近の
隆起域」の規模・配置及び海成段丘の隆起速
度分布の再現性が保たれる範囲を検討。

Yes

No

再現性のない
地下の構造を除外

再現性が保たれない
地表トレース位置を除外

（更新世の地形発達過程の検討）

隆起再現断層の
地下の構造
（傾斜，ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ）
の検討

隆起再現断層の
地表トレースの
検討

大間付近の隆起域
が再現される

段丘の隆起速度分布
が再現される

再現性が保たれる

再現性のない
地下の構造を除外

第871回審査会合

資料1-1P.8-4 一部修正

隆起再現断層の地下の構造（傾斜，アスペリティ）が満たすべき条件，地表トレースが許容される領域（「地表出現領域」）

検討 4)「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認

検討 5)震源モデルの設定

（巻末参考）

基本方針に基づく仮想的な活断層の検討：検討4)及び検討5)の検討項目

• 「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性を確認する検討手順を示す。

• 「隆起再現断層の想定領域」に地表トレースを設定する隆起再現断層の隆起シミュレーションにより，「大間付近の隆起域」の規模・配置（①）及びその隆起域にお
ける海成段丘面の隆起速度分布（②）の再現性により，隆起再現断層の地下の構造（傾斜，アスペリティ）が満たすべき条件と，その地表トレースが許容される領域
（「地表出現領域」）を評価し，これを満たすものを，「隆起再現断層」として扱うこととする。

「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（2/34） 参考-2



第871回審査会合

資料1-1P.8-4 一部修正「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（3/34） 参考-3

Yes

Yes

No

No

地質・地質構造の検討に基づく震源モデルの設定条件

➀ 「大間付近の隆起域」の規模・配置につい
て，隆起シミュレーションによる再現性を検
討。

② 海成段丘面の隆起速度分布について，
隆起シミュレーションによる再現性を検討。

③ 地表トレース位置を変えて，「大間付近の
隆起域」の規模・配置及び海成段丘の隆起速
度分布の再現性が保たれる範囲を検討。

Yes

No

再現性のない
地下の構造を除外

再現性が保たれない
地表トレース位置を除外

（更新世の地形発達過程の検討）

隆起再現断層の
地下の構造
（傾斜，ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ）
の検討

隆起再現断層の
地表トレースの
検討

大間付近の隆起域
が再現される

段丘の隆起速度分布
が再現される

再現性が保たれる

再現性のない
地下の構造を除外

隆起再現断層の地下の構造（傾斜，アスペリティ）が満たすべき条件，地表トレースが許容される領域（「地表出現領域」）

検討 4)「大間付近の隆起域」と」「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認

検討 5)震源モデルの設定

➀「大間付近の隆起域」の規模・配置(1/12)



断層（伏在断層）(  )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例

海域はＥ層（中新統以下）の上面等深線を示す。
陸域は現在の接峰面等高線を示す。

条件(1/4)：隆起再現断層案の設定

『隆起再現断層案の設定』

隆起再現断層は，震源を特定して策定する地震動の対
象として考慮するため，その配置が地形・地質構造に基
づいて想定される必要がある。隆起再現断層の想定領域
内には後期更新世以降の活動が認められる地形・地質構
造が分布しないため，ここでは地表出現領域の検討時に
考慮した，後期更新世以降の活動が認められない過去の
地質構造に基づいて，F-14断層を起点とした隆起再現断
層案を設定することとする。

・ 「中新統の谷状構造」⇒北限屈曲案
地質調査で走向･傾斜が確認されたF-14断層の位

置のみを固定し，走向を反時計回りに回転したE-Wと
して延長し，中新統の谷状構造に沿って曲げる。

・ 「更新統中の傾斜不連続」⇒中央屈曲案
地質調査で走向･傾斜が確認されたF-14断層を延長

し，更新統中の傾斜不連続線に沿って曲げる。

・ 「中新統中の向斜構造」⇒南限屈曲案
地質調査で走向･傾斜が確認されたF-14断層を延長

し，中新統中の向斜構造及び重力急変部に沿って曲
げる。

（３案の位置付け）

・ 北限屈曲案「中新統の谷状構造」（比較案）
中新世から鮮新世に形成された古い構造を反映す

る隆起再現断層案であることから，（比較案）とする。

・ 中央屈曲案「更新統中の傾斜不連続」（基本案）
三案の中では後期更新世に最も近い時代に形成さ

れた構造を反映する隆起再現断層案であることから，
（基本案）とする。

・ 南限屈曲案「中新統中の向斜構造」（比較案）
中新世から鮮新世に形成された古い構造を反映す

る隆起再現断層案であることから，（比較案）とする。

➀「大間付近の隆起域」の規模・配置(2/12)

「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（4/34）

領域の凡例

更新統中の傾斜不連続部

隆起再現断層の想定領域

段丘の隆起速度調査結果

大間原子力発電所

隆起再現断層

北限屈曲案「中新統の谷状構造」（比較）

中央屈曲案「更新統中の傾斜不連続」（基本）

南限屈曲案「中新統中の向斜構造」（比較）

参考-4
第871回審査会合

資料1-1P.8-34 一部修正



断層（伏在断層）( )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例

海域は海底地形，陸域は接峰面の等高線を示す。

『地表トレースの設定』

隆起再現断層案の各長さが約18ｋｍ～約20ｋｍ程
度の範囲であることから，長さが20kmの活断層とし
て隆起シミュレーションを行う。隆起シミュレーション
のため，各隆起再現断層案を直線で構成される屈
曲断層に置き換えることとする。各隆起再現断層案
に対応する地表トレースは図に示すとおりである。

・ 北限屈曲案「中新統の谷状構造」（比較案）

F-14断層を西端とする西部区間はE-W走向と
し，東側区間は中新統の谷状地形方向に直線で
延ばす。

・ 中央屈曲案「更新統中の傾斜不連続」（基本案）

F-14断層を西端とする西部区間はF-14断層の
走向とし，東側区間は更新統中の傾斜不連続線
方向に直線で延ばす。

・ 南限屈曲案「中新統中の向斜構造」（比較案）

F-14断層を西端とする西部区間はF-14断層の
走向とし，東側区間は中新統中の向斜と高重力
異常域により設定された領域南限方向に直線で
延ばす。

「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（5/34）

段丘の隆起速度調査結果領域の凡例

更新統中の傾斜不連続部

隆起再現断層の想定領域

大間原子力発電所

隆起再現断層の地表トレース

北限屈曲案「中新統の谷状構造」（比較）

中央屈曲案「更新統中の傾斜不連続」（基本）

南限屈曲案「中新統中の向斜構造」（比較）

参考-5
第871回審査会合

資料1-1P.8-35 一部修正

条件(2/4)：地表トレースの設定➀「大間付近の隆起域」の規模・配置(3/12)



『地下の構造の設定』

・ 隆起再現断層の地下の構造は，F-14断層のある西
部の断層と，地質構造等によって設定される東部の
断層とを合成して設定する。

・ 断層の傾斜は，地質調査で確認されたF-14断層の
傾斜が90°であるが，隆起を再現するため，陸域を
隆起側とする60°傾斜を考慮する。また，念のため
45°傾斜と比較する。

・ アスペリティについては，地表付近の破壊の痕跡と
見なすF-14断層に置くことが基本となるが，西部と東
部を合成する断層であるため，東部にも等しく配置す
ることとする。

・ 西部の断層のアスペリティ位置は，F-14断層まで破
壊が及んでいると見なすことから，F-14断層直下の
地下の構造の上端に配置することとする。

・ 東部の断層のアスペリティ位置は，海底に隆起再
現断層によるせん断破壊の痕跡が確認されず，位置
が特定できないことから，地下の構造の中央とする。
また，念のため下端に配置した場合と比較する。

・ なお，隆起再現断層の一回の活動による鉛直変位
量分布の計算は，Steketee(1958)１）の「食い違い弾
性論」に基づくOkada(1992)２）のプログラムを用いて
計算する。計算パラメータのうち左表に示す以外は，
地震調査研究推進本部(2017)３）に基づく。

○中央屈曲案「更新統中の傾斜不連続」（基本案）

西部（F-14断層） ： 東部（陸域隆起）
・長さ
・幅（傾斜角）

・走向
・アスペリティ位置
・アスペリティ面積比

13.1 ｋｍ
15.0 ｋｍ（60°）
18.4 ｋｍ（45°）

Ｎ 107°Ｅ
上端

１

6.9 ｋｍ
15.0 ｋｍ（60°）
18.4 ｋｍ（45°）

Ｎ140°Ｅ
中段，下端

１

上端深さ：4km

○北限屈曲案「中新統の谷状構造」（比較案）

西部（F-14断層） ： 東部（陸域隆起）
・長さ
・幅（傾斜角）

・走向
・アスペリティ位置
・アスペリティ面積比

10.0 ｋｍ
15.0 ｋｍ（60°）
18.4 ｋｍ（45°）

Ｎ 90°Ｅ
上端

１

10.0 ｋｍ
15.0 ｋｍ（60°）
18.4 ｋｍ（45°）

Ｎ120°Ｅ
中段，下端

１

上端深さ：4km

○南限屈曲案「中新統中の向斜構造」（比較案）

西部（F-14断層） ： 東部（陸域隆起）
・長さ
・幅（傾斜角）

・走向
・アスペリティ位置
・アスペリティ面積比

7.2 ｋｍ
15.0 ｋｍ（60°）
18.4 ｋｍ（45°）

Ｎ 107°Ｅ
上端

１

12.8 ｋｍ
15.0 ｋｍ（60°）
18.4 ｋｍ（45°）

Ｎ129°Ｅ
中段，下端

１

上端深さ：4km

「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（6/34） 参考-6
第871回審査会合

資料1-1P.8-36 再掲

1. J.A.Steketee(1958)：Some geophysical applications of the elasticity theory of dislocations, Canadian Journal of Physics, vol.36, No.9, pp.1168-1198.
2. Okada Yoshimitsu（1992）：Internal deformation due to shear and tensile faults in a half-space，Bulletin of the Seismological Society of America，vol.82，No.2，pp.1018-1040.
3. 地震調査研究推進本部(2017)：震源断層を特定した地震の強震動予測手法（「レシピ」），https://www.jishin.go.jp/main/chousa/17_yosokuchizu/recipe.pdf

条件(3/4)：地下の構造(傾斜，アスペリティ)の設定➀「大間付近の隆起域」の規模・配置(4/12)



「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（7/34）

• 後期更新世以降の累積的な変位が生じていると見なす「大間付近の隆起域」につ
いて，先に設定した隆起再現断層案の地下の構造による隆起シミュレーションに
よって生じる隆起域が，①規模として妥当であるか，②配置として妥当であるかを確
認し，再現性の無い（以下に示す指標で70％以下）ものを除外することとする。

• 「食い違い弾性論」を用いた計算による隆起域は無限に広がってしまうため，一回
の活動で0.05ｍ以上の鉛直変位量となる領域を，「大間付近の隆起域」との比較に
用いることとする。なお，鉛直変位量0.05ｍは，コンタ間隔が疎から密へと変わる境
界となっている。

• ①規模及び②配置の再現性は，次の二つの指標値によって判断する。

指標値 1-1： S（A∩B）／S（A） ，Ｓ（ ）：領域の面積

「大間付近の隆起域」と震源断層による鉛直変位量0.05m以上の領域と
が重なる部分が，「大間付近の隆起域」に占める割合。

指標値 1-2： S（A∩B）／S（B）

「大間付近の隆起域」と震源断層による鉛直変位量0.05m以上の領域と
が重なる部分が，鉛直変位量0.05m以上の領域に占める割合。

参考値 ： S（B） ／ S（A）

鉛直変位量0.05m以上の領域と「大間付近の隆起域」との比率。

• 隆起シミュレーションによる隆起域が①規模として妥当，②配置として妥当の双方
を満足しているならば，指標値1-1及び指標値1-2の双方で再現性が良い又は有り
となる。したがって，どちらかの指標値で再現性無しとなるならば，該当する地下の
構造は，「大間付近の隆起域」の再現性が無いものとして除外する。

指標値 1-1の評価：

再現性良い 〇：「大間付近の隆起域」において，活動一回当た
り鉛直変位量0.05m以上の領域と重なる部分
が80％を超える。

再現性有り △： （同上） 70％を超える。

再現性無し ×： （同上） 70％以下。

指標値 1-2の評価：

再現性良い 〇：活動一回当たり鉛直変位量0.05m以上の領域
において，「大間付近の隆起域」と重なる部分
が80％を超える。

再現性有り △： （同上） 70％を超える。

再現性無し ×： （同上） 70％以下。

累積的な変位の再現性の評価基準

（参考）：

「大間付近の隆起域」に対する鉛直変位量0.05m以上の領
域の面積。

大間付近の隆起域

活動一回当たり鉛直変位量0.05m
以上の領域

「大間付近の隆起域」と震源断層に
よる鉛直変位量0.05m以上の領域と
が重なる領域

Ａ

Ｂ

Ａ∩Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ∩Ｂ

⇐指標値.1-1

⇐指標値1-2

⇐（参考）

棒グラフの見方

1-1

1-2

参考

参考-7
第871回審査会合

資料1-1P.8-37 一部修正

条件(4/4)：評価方法➀「大間付近の隆起域」の規模・配置(5/12)



海域は海底地形，陸域は接峰面
の等高線を示す。

北限屈曲案

アスペリティ位置
（西部，東部）

（上端，中段）

（上端，下端）

1-1. 1-2.

○ ○

「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（8/34）

，傾斜（西部：60°， 東部：60°）断層長さ20.0ｋｍ，断層深度４～17ｋｍ，アスペリティ（１：１）

1-1. 1-2.

○ ○

段丘の隆起速度調査結果

• 北限屈曲案の60°傾斜では，アスペリティ位
置に依らず，「大間付近の隆起域」の規模及び
配置の再現性が良い。

1-1

1-2

参考

1-1

1-2

参考

M0=4.93 E+18

断層（伏在断層）(  )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例
隆起再現断層案の地表トレース

隆起ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ凡例

領域の凡例

大間付近の隆起域

隆起再現断層の想定領域
（境界）

参考-8
第871回審査会合

資料1-1P.8-38 一部修正

計算結果(1/7)：北限屈曲案（60°）➀「大間付近の隆起域」の規模・配置(6/12)



アスペリティ位置
（西部，東部）

（上端，中段）

（上端，下端）

1-1. 1-2.

○ △

「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（9/34）

，傾斜（西部：45°， 東部：45°）断層長さ20.0ｋｍ，断層深度４～17ｋｍ，アスペリティ（１：１）

1-1. 1-2.

○ △

1-1

1-2

参考

1-1

1-2

参考

• 北限屈曲案の45°傾斜では，アスペリティ位
置に依らず，規模が大きく，配置がややずれて
いるものの，「大間付近の隆起域」が再現され
ている。

M0=6.70 E+18

海域は海底地形，陸域は接峰面
の等高線を示す。

北限屈曲案

段丘の隆起速度調査結果

断層（伏在断層）(  )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例
隆起再現断層案の地表トレース

隆起ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ凡例

領域の凡例

大間付近の隆起域

隆起再現断層の想定領域
（境界）

参考-9
第871回審査会合

資料1-1P.8-39 一部修正

計算結果(2/7)：北限屈曲案（45°）➀「大間付近の隆起域」の規模・配置(7/12)



海域は海底地形，陸域は接峰面
の等高線を示す。

中央屈曲案

アスペリティ位置
（西部，東部）

（上端，中段）

（上端，下端）

1-1. 1-2.

△ ○

「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（10/34）

，傾斜（西部：60°， 東部：60°）断層長さ20.0ｋｍ，断層深度４～17ｋｍ，アスペリティ（１：１）

1-1. 1-2.

△ ○

1-1

1-2

参考

1-1

1-2

参考

• 中央屈曲案の60°傾斜では，アスペリティ位
置に依らず，配置がややずれているものの，
「大間付近の隆起域」が再現されている。

M0=4.93 E+18

段丘の隆起速度調査結果

断層（伏在断層）(  )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例
隆起再現断層案の地表トレース

隆起ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ凡例

領域の凡例

大間付近の隆起域

隆起再現断層の想定領域
（境界）

参考-10
第871回審査会合

資料1-1P.8-40 一部修正

計算結果(3/7)：中央屈曲案（60°）➀「大間付近の隆起域」の規模・配置(8/12)



海域は海底地形，陸域は接峰面
の等高線を示す。

中央屈曲案

アスペリティ位置
（西部，東部）

（上端，中段）

（上端，下端）

1-1. 1-2.

△ ×

「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（11/34）

，傾斜（西部：45°， 東部：45°）断層長さ20.0ｋｍ，断層深度４～17ｋｍ，アスペリティ（１：１）

1-1. 1-2.

△ ×

1-1

1-2

参考

1-1

1-2

参考

M0=6.70 E+18

• 中央屈曲案の45°傾斜では，アスペリティ位
置に依らず，「大間付近の隆起域」より規模が
大きく，配置がずれており，再現性が無い。

段丘の隆起速度調査結果

断層（伏在断層）(  )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例
隆起再現断層案の地表トレース

隆起ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ凡例

領域の凡例

大間付近の隆起域

隆起再現断層の想定領域
（境界）

参考-11
第871回審査会合

資料1-1P.8-41 一部修正

計算結果(4/7)：中央屈曲案（45°）➀「大間付近の隆起域」の規模・配置(9/12)



アスペリティ位置
（西部，東部）

（上端，中段）

（上端，下端）

南限屈曲案

海域は海底地形，陸域は接峰面
の等高線を示す。

「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（12/34）

断層長さ20.0ｋｍ，断層深度４～17ｋｍ，アスペリティ（１：１） ，傾斜（西部：60°， 東部：60°）

1-1. 1-2.

× △

1-1. 1-2.

× △

1-1

1-2

参考

1-1

1-2

参考

• 南限屈曲案の60°傾斜では，アスペリティ位
置に依らず，「大間付近の隆起域」と配置がず
れており，再現性が無い。

M0=4.93 E+18

段丘の隆起速度調査結果

断層（伏在断層）(  )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例
隆起再現断層案の地表トレース

隆起ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ凡例

領域の凡例

大間付近の隆起域

隆起再現断層の想定領域
（境界）

参考-12
第871回審査会合

資料1-1P.8-42 一部修正

計算結果(5/7)：南限屈曲案（60°）➀「大間付近の隆起域」の規模・配置(10/12)



アスペリティ位置
（西部，東部）

（上端，中段）

（上端，下端）

南限屈曲案

海域は海底地形，陸域は接峰面
の等高線を示す。

「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（13/34）

断層長さ20.0ｋｍ，断層深度４～17ｋｍ，アスペリティ（１：１） ，傾斜（西部：45°， 東部：45°）

1-1. 1-2.

× ×

1-1. 1-2.

× ×

1-1

1-2

参考

1-1

1-2

参考

• 南限屈曲案の45°傾斜では，アスペリティ位
置に依らず，「大間付近の隆起域」より規模が
大きく，配置がずれており，再現性が無い。

M0=6.70 E+18

段丘の隆起速度調査結果

断層（伏在断層）(  )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例
隆起再現断層案の地表トレース

隆起ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ凡例

領域の凡例

大間付近の隆起域

隆起再現断層の想定領域
（境界）

参考-13
第871回審査会合

資料1-1P.8-43 一部修正

計算結果(6/7)：南限屈曲案（45°）➀「大間付近の隆起域」の規模・配置(11/12)



海域は海底地形，陸域は接峰面の等高線を示す。

大間付近の隆起域

領域の凡例

西部 東部

６０° ６０° ６０°

1-1 1-2 1-1 1-2 1-1 1-2

上端 中段 ○ ○ △ ○ × △

上端 下端 ○ ○ △ ○ × △

1-1 1-2 1-1 1-2 1-1 1-2

上端 中段 ○ △ △ × × ×

上端 下端 ○ △ △ × × ×

南限屈曲案

４５°

北限屈曲案 中央屈曲案

（比較） （基本） （比較）

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ位置

４５° ４５°

評価結果 「断層長さ20ｋｍ，断層深度４～17ｋｍ，ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（1:1）」

「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（14/34）

• 北限屈曲案は，45°傾斜，60°傾斜の双方で「大間付近の隆起域」の規模・
配置の再現性があり，60°傾斜の方が再現性が良い。

• 中央屈曲案は，60°傾斜で再現性があるが，45°傾斜では規模が大きく，
配置がずれており，再現性が無い。

• 南限屈曲案は，傾斜に関わらず配置がずれており，再現性が無い。

• 再現性の無い３種の地下の構造を除外し，残る３種の地下の構造について，
海成段丘面の隆起速度分布の再現性を評価する。

段丘の隆起速度調査結果

指標値 1-1の評価：

再現性良い〇：「大間付近の隆起域」において，活動一回当
たり鉛直変位量0.05m以上の領域と重なる
部分が80％を超える。

再現性有り △： （同上） 70％を超える。

再現性無し ×： （同上） 70％以下。

指標値 1-2の評価：

再現性良い〇：活動一回当たり鉛直変位量0.05m以上の領
域において，「大間付近の隆起域」と重な
る部分が80％を超える。

再現性有り △： （同上） 70％を超える。

再現性無し ×： （同上） 70％以下。

累積的な変位の再現性の評価基準

どちらかの指標値で再現性無し（×）となるならば，該当する地下の構造
は，「大間付近の隆起域」の再現性が無いものとして除外する。

大間原子力発電所

隆起再現断層の地表トレース

北限屈曲案「中新統の谷状構造」（比較）

中央屈曲案「更新統中の傾斜不連続」（基本）

南限屈曲案「中新統中の向斜構造」（比較）

隆起再現断層の想定領域（境界）

参考-14
第871回審査会合

資料1-1P.8-44 一部修正

計算結果(7/7)：まとめ➀「大間付近の隆起域」の規模・配置(12/12)



（余白）

参考-15



第871回審査会合

資料1-1P.8-4 一部修正「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（15/34） 参考-16

Yes

Yes

No

No

地質・地質構造の検討に基づく震源モデルの設定条件

➀ 「大間付近の隆起域」の規模・配置につい
て，隆起シミュレーションによる再現性を検
討。

② 海成段丘面の隆起速度分布について，
隆起シミュレーションによる再現性を検討。

③ 地表トレース位置を変えて，「大間付近の
隆起域」の規模・配置及び海成段丘の隆起速
度分布の再現性が保たれる範囲を検討。

Yes

No

再現性のない
地下の構造を除外

再現性が保たれない
地表トレース位置を除外

（更新世の地形発達過程の検討）

隆起再現断層の
地下の構造
（傾斜，ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ）
の検討

隆起再現断層の
地表トレースの
検討

大間付近の隆起域
が再現される

段丘の隆起速度分布
が再現される

再現性が保たれる

再現性のない
地下の構造を除外

隆起再現断層の地下の構造（傾斜，アスペリティ）が満たすべき条件，地表トレースが許容される領域（「地表出現領域」）

検討 4)「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認

検討 5)震源モデルの設定

②海成段丘面の隆起速度分布(1/6)



「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（16/34）

隆起速度分布の再現性の評価基準

• 後期更新世以降の地殻変動により形成された海成段丘面は海岸に沿って離
散的に分布するため，図に示す西側海岸測線(2-1)の20ｋｍと東側海岸測線
(2-2）の20ｋｍを合わせた海岸沿いの評価測線に，海成段丘面の隆起速度を
投影して示し，そこへ隆起シミュレーションによる活動一回あたり鉛直変位量を
重ね合わせ，両者の整合性を確認する。

• 両者は異なる次元を持つことから直接的な比較ができないため，それぞれの
最大値が同じ位置となる様に誇張率を調整して重ね合わせることとする。

• 海成段丘面の隆起速度分布には，西側沿岸において隆起速度が0.25(m/ky)
付近より下では直線状，超えると「上に凸」となり，東側海岸においては，北端
部にかけて隆起速度がおおむね一定となる傾向が認められることから，下記
の点に着目して両者の整合性を確認する。

着目点 2-1：西側海岸

西側海岸に沿う南から北に向かう隆起速度の上昇傾向の特徴が再現され
ること。

着目点 2-2：

東側海岸から北端部にかけて隆起速度がおおむね一定となる傾向が再現
されること。

• 着目点2-1及び着目点2-2は，どちらも実測された地殻変動の特徴を示すも
のであり，どちらかの着目点で再現性無しとなるならば，該当する地下の構造
は，隆起速度分布の再現性が無いものとして除外する。

再現性良い〇：西側海岸に沿う隆起速度が0.25(m/ky)付近より下では直線
状，超えると「上に凸」となる分布形状が再現され，位置が
おおむね一致する。

再現性有り△：直線状から「上に凸」への変化の再現性は明瞭でないが，
位置がおおむね一致する。

再現性無し×：位置の乖離が大きい。

△ ×〇

活動一回あたり鉛直変位量コンタ断面位置
兼，海成段丘面隆起速度投影断面位置

評価測線

段丘の隆起速度調査結果

海域は海底地形，陸域は
接峰面の等高線を示す。

2-1

2-2

0

20

40

20

400
（数字は距離）

再現性良い〇：広く起伏の少ない頂部が再現され，東側海岸における乖離
の最大が1/4未満。

再現性有り△：広く起伏の少ない頂部が再現される，または尖った頂部とな
るものの，東側海岸における乖離の最大が1/3未満。

再現性無し×：広く起伏の少ない頂部が再現される，または尖った頂部とな
り，東側海岸における乖離の最大が1/3以上。

〇 △ ×

着目点 2-1の評価：

着目点 2-2の評価：

参考-17
第871回審査会合

資料1-1P.8-47 再掲

条件：評価方法②海成段丘面の隆起速度分布(2/6)



「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（17/34）

断層長さ20.0ｋｍ，断層深度４～17ｋｍ，アスペリティ（１：１） ，傾斜（西部：60°， 東部：60°）

2-1 2-2

× △

2-1 2-2

× △

「海成段丘面の隆起速度」と「シミュレーションによる鉛直変位量」とは，異なる次元を持つこと
から直接的な比較ができない。そのため，それぞれの最大値が同じ位置となる様に誇張率を調
整して重ね合わせることとする。

• 北限屈曲案の60°傾斜では，アスペリティ位
置に依らず西側海岸における乖離が大きく，再
現性が無い。

アスペリティ位置
（西部，東部）

（上端，中段）

（上端，下端）

北限屈曲案

段丘の隆起速度調査結果

活動一回あたり鉛直変位量コンタ断面位置
兼，海成段丘面隆起速度投影断面位置

評価測線（北端付近）

海域は海底地形，陸域は接峰面
の等高線を示す。

断層（伏在断層）(  )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例
隆起再現断層案の地表トレース

隆起ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ凡例

領域の凡例
隆起再現断層の想定領域
（境界）

参考-18
第871回審査会合

資料1-1P.8-48 一部修正

計算結果(1/4)：北限屈曲案（60°）②海成段丘面の隆起速度分布(3/6)



「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（18/34）

，傾斜（西部：45°， 東部：45°）断層長さ20.0ｋｍ，断層深度４～17ｋｍ，アスペリティ（１：１）

「海成段丘面の隆起速度」と「シミュレーションによる鉛直変位量」とは，異なる次元を持つこと
から直接的な比較ができない。そのため，それぞれの最大値が同じ位置となる様に誇張率を調
整して重ね合わせることとする。

2-1 2-2

△ ○

2-1 2-2

△ △

北限屈曲案

アスペリティ位置
（西部，東部）

（上端，中段）

（上端，下端）

段丘の隆起速度調査結果

• 北限屈曲案の45°傾斜では，アスペリティ位
置に依らず西側海岸及び東側海岸の隆起速度
分布がおおむね再現される。

海域は海底地形，陸域は接峰面
の等高線を示す。

断層（伏在断層）(  )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例
隆起再現断層案の地表トレース

隆起ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ凡例

領域の凡例
隆起再現断層の想定領域
（境界）

活動一回あたり鉛直変位量コンタ断面位置
兼，海成段丘面隆起速度投影断面位置

評価測線（北端付近）

参考-19
第871回審査会合

資料1-1P.8-49 一部修正

計算結果(2/4)：北限屈曲案（45°）②海成段丘面の隆起速度分布(4/6)



「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（19/34）

，傾斜（西部：60°， 東部：60°）断層長さ20.0ｋｍ，断層深度４～17ｋｍ，アスペリティ（１：１）

「海成段丘面の隆起速度」と「シミュレーションによる鉛直変位量」とは，異なる次元を持つこと
から直接的な比較ができない。そのため，それぞれの最大値が同じ位置となる様に誇張率を調
整して重ね合わせることとする。

2-1 2-2

△ △

2-1 2-2

△ △

中央屈曲案

アスペリティ位置
（西部，東部）

（上端，中段）

（上端，下端）

段丘の隆起速度調査結果

• 中央屈曲案の60°傾斜では，アスペリティ位
置に依らず西側海岸及び東側海岸の隆起速度
分布がおおむね再現される。

海域は海底地形，陸域は接峰面
の等高線を示す。

断層（伏在断層）(  )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例
隆起再現断層案の地表トレース

隆起ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ凡例

領域の凡例
隆起再現断層の想定領域
（境界）

活動一回あたり鉛直変位量コンタ断面位置
兼，海成段丘面隆起速度投影断面位置

評価測線（北端付近）

参考-20
第871回審査会合

資料1-1P.8-50 一部修正

計算結果(3/4)：中央屈曲案（60°）②海成段丘面の隆起速度分布(5/6)



• 北限屈曲案の60°傾斜は，西側海岸に沿う隆起速度分布の再現
性が悪いため除外する。

• 残る北限屈曲案の45°傾斜及び中央屈曲案の60°傾斜の地下の
構造を，「大間付近の隆起域」の地形発達過程の再現性があると評
価する。この２種の地下の構造について，地表トレースが許容される
領域（「地表出現領域」）を評価する。海域は海底地形，陸域は接峰面の等高線を示す。

段丘の隆起速度調査結果

活動一回あたり鉛直変位量コンタ断面位置
兼，海成段丘面隆起速度投影断面位置

評価測線

「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（20/34）

領域の凡例

西部 東部 （比較） （基本）
６０° ６０°

2-1 2-2 2-1 2-2

上端 中段 × △ △ △

上端 下端 × △ △ △

2-1 2-2

上端 中段 △ ○

上端 下端 △ △

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ位置

４５°

北限屈曲案 中央屈曲案

評価結果 「断層長さ20ｋｍ，断層深度４～17ｋｍ，ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（1:1）」

隆起速度分布の再現性の評価基準

着目点 2-1の評価：

再現性良い〇： 西側海岸に沿う隆起速度が0.25(m/ky)付近より下では直
線状，超えると「上に凸」となる分布形状が再現され，位置
がおおむね一致する。

再現性有り△： 直線状から「上に凸」への変化の再現性は明瞭でないが，
位置がおおむね一致する。

再現性無し×： 位置の乖離が大きい

着目点 2-2の評価：

再現性良い〇： 広く起伏の少ない頂部が再現され，東側海岸における乖離
の最大が1/4未満。

再現性有り△： 広く起伏の少ない頂部が再現される，または尖った頂部と
なるものの，東側海岸における乖離の最大が1/3未満。

再現性無し×： 広く起伏の少ない頂部が再現される，または尖った頂部と
なり，東側海岸における乖離の最大が1/3以上。

どちらかの着目点で再現性無しと
なるならば，該当する地下の構は，
隆起速度分布の再現性が無いものと
して除外する。

大間原子力発電所

隆起再現断層の地表トレース

北限屈曲案「中新統の谷状構造」（比較）

中央屈曲案「更新統中の傾斜不連続」（基本）

隆起再現断層の想定領域（境界）

参考-21
第871回審査会合

資料1-1P.8-51 一部修正

計算結果(4/4)：まとめ②海成段丘面の隆起速度分布(6/6)



第871回審査会合

資料1-1P.8-4 一部修正「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（21/34） 参考-22

Yes

Yes

No

No

地質・地質構造の検討に基づく震源モデルの設定条件

① 「大間付近の隆起域」の規模・配置につい
て，隆起シミュレーションによる再現性を検
討。

② 海成段丘面の隆起速度分布について，
隆起シミュレーションによる再現性を検討。

③ 地表トレース位置を変えて，「大間付近の
隆起域」の規模・配置及び海成段丘の隆起速
度分布の再現性が保たれる範囲を検討。

Yes

No

再現性のない
地下の構造を除外

再現性が保たれない
地表トレース位置を除外

（更新世の地形発達過程の検討）

隆起再現断層の
地下の構造
（傾斜，ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ）
の検討

隆起再現断層の
地表トレースの
検討

大間付近の隆起域
が再現される

段丘の隆起速度分布
が再現される

再現性が保たれる

再現性のない
地下の構造を除外

隆起再現断層の地下の構造（傾斜，アスペリティ）が満たすべき条件，地表トレースが許容される領域（「地表出現領域」）

検討 4)「大間付近の隆起域」と」「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認

検討 5)震源モデルの設定

③再現性が保たれる範囲(1/11)



海域は海底地形，陸域は接峰面の等高線を示す。

「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（22/34）

• ①「大間付近の隆起域」の規模・配置及び②海成段丘面の隆起速度分布の再
現性により，「大間付近の隆起域」の地形発達過程の再現性があると評価された
北限屈曲案の45°傾斜及び中央屈曲案の60°傾斜について，地表トレース位置
を変えた隆起シミュレーションにより，地形発達過程の再現性が保たれるような，
地表トレースの許容範囲（「地表出現領域」）を評価する。

• 検討のための地表トレースは，中央屈曲案と北限屈曲案との間に中央屈曲案
（北限補間）を，同じく南限屈曲案との間に中央屈曲案（南限補間）を設定する。

○中央屈曲案（南限補間）

西部（F-14断層） ： 東部（陸域隆起）
・長さ
・幅（傾斜角）

・走向
・アスペリティ位置
・アスペリティ面積比

10.15 ｋｍ
15.0 ｋｍ（60°）
18.4 ｋｍ（45°）

Ｎ 107°Ｅ
上端

１

9.85 ｋｍ
15.0 ｋｍ（60°）
18.4 ｋｍ（45°）

Ｎ133°Ｅ
中段，下端

１

上端深さ：4km

○中央屈曲案（北限補間）

西部（F-14断層） ： 東部（陸域隆起）
・長さ
・幅（傾斜角）

・走向
・アスペリティ位置
・アスペリティ面積比

10.0 ｋｍ
15.0 ｋｍ（60°）
18.4ｋｍ（45°）

Ｎ 99°Ｅ
上端

１

10.0 ｋｍ
15.0 ｋｍ（60°）
18.4ｋｍ（45°）

Ｎ113°Ｅ
中段，下端

１

上端深さ：4km

『地下の構造の設定』

「断層長さ20ｋｍ,断層深度４～17ｋｍ，ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（1:1）」

北限屈曲案 中央屈曲案 南限屈曲案

西部 東部 （比較） 北限補間 （基本） 南限補間 （比較）

６０° ６０° ６０° ６０° ６０°

上端 中段

上端 下端

４５° ４５° ４５° ４５° ４５°

上端 中段

上端 下端

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ位置

除外 可

可

可

除外

除外

除外

除外

除外

除外除外 可

大間原子力発電所

大間付近の隆起域

領域の凡例 段丘の隆起速度調査結果

隆起再現断層の想定領域
（境界）

（活動一回あたり鉛直変位量コンタ断面位置
兼，海成段丘面隆起速度投影断面位置）

評価測線（北端付近）

隆起再現断層の地表トレース

北限屈曲案「中新統の谷状構造」（比較）

中央屈曲案「更新統中の傾斜不連続」（基本）

中央屈曲案（北限補間）

中央屈曲案（南限補間）

南限屈曲案「中新統中の向斜構造」（比較）

参考-23
第871回審査会合

資料1-1P.8-53 一部修正

条件：補間案の設定③再現性が保たれる範囲(2/11)



段丘の隆起速度調査結果

アスペリティ位置
（西部，東部）

（上端，中段）

（上端，下端）

海域は海底地形，陸域は接峰面
の等高線を示す。

「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（23/34）

，傾斜（西部：60°， 東部：60°）断層長さ20.0ｋｍ，断層深度４～17ｋｍ，アスペリティ（１：１）

1-1. 1-2.

○ ○

1-1. 1-2.

○ ○

1-1

1-2

参考

1-1

1-2

参考

中央屈曲案（北限補間）

• 中央屈曲案（北限補間）は，中央屈曲案と北
限屈曲案とを補間した配置としている。

• 中央屈曲案（北限補間）の60°傾斜では，ア
スペリティ位置に依らず，「大間付近の隆起域」
の規模及び配置の再現性が良い。

M0=4.93 E+18

累積的な変位の再現性

断層（伏在断層）(  )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例
隆起再現断層案の地表トレース

隆起ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ凡例

領域の凡例

大間付近の隆起域

隆起再現断層の想定領域
（境界）

参考-24
第871回審査会合

資料1-1P.8-54 一部修正

計算結果(1/9)：中央屈曲案(北限補間)(60°)(1/2)③再現性が保たれる範囲(3/11)



「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（24/34）

，傾斜（西部：60°， 東部：60°）断層長さ20.0ｋｍ，断層深度４～17ｋｍ，アスペリティ（１：１）

「海成段丘面の隆起速度」と「シミュレーションによる鉛直変位量」とは，異なる次元を持つこと
から直接的な比較ができない。そのため，それぞれの最大値が同じ位置となる様に誇張率を調
整して重ね合わせることとする。

2-1 2-2

△ ○

2-1 2-2

△ ○

アスペリティ位置
（西部，東部）

（上端，中段）

（上端，下端）

中央屈曲案（北限補間）

段丘の隆起速度調査結果

• 中央屈曲案（北限補間）の60°傾斜では，ア
スペリティ位置に依らず西側海岸及び東側海岸
の隆起速度分布がおおむね再現される。

海域は海底地形，陸域は接峰面
の等高線を示す。

海成段丘面の
隆起速度分布の再現性

断層（伏在断層）(  )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例
隆起再現断層案の地表トレース

隆起ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ凡例

領域の凡例
隆起再現断層の想定領域
（境界）

活動一回あたり鉛直変位量コンタ断面位置
兼，海成段丘面隆起速度投影断面位置

評価測線（北端付近）

参考-25
第871回審査会合

資料1-1P.8-55 一部修正

計算結果(2/9)：中央屈曲案(北限補間)(60°)(2/2)③再現性が保たれる範囲(4/11)



アスペリティ位置
（西部，東部）

（上端，中段）

（上端，下端）

「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（25/34）

断層長さ20.0ｋｍ，断層深度４～17ｋｍ，アスペリティ（１：１） ，傾斜（西部：45°， 東部：45°）

海域は海底地形，陸域は接峰面
の等高線を示す。

1-1. 1-2.

△ ×

1-1. 1-2.

△ ×

1-1

1-2

参考

1-1

1-2

参考

中央屈曲案（北限補間）

• 中央屈曲案（北限補間）は，中央屈曲案と北
限屈曲案とを補間した配置としている。

• 中央屈曲案（北限補間）の45°傾斜では，ア
スペリティ位置に依らず，「大間付近の隆起域」
より規模が大きく，配置がずれており，再現性
が無い。

M0=6.70 E+18

段丘の隆起速度調査結果

断層（伏在断層）(  )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例
隆起再現断層案の地表トレース

隆起ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ凡例

領域の凡例

大間付近の隆起域

隆起再現断層の想定領域
（境界）

累積的な変位の再現性

参考-26
第871回審査会合

資料1-1P.8-56 一部修正

計算結果(3/9)：中央屈曲案(北限補間)(45°)(1/2)③再現性が保たれる範囲(5/11)



「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（26/34）

，傾斜（西部：45°， 東部：45°）断層長さ20.0ｋｍ，断層深度４～17ｋｍ，アスペリティ（１：１）

「海成段丘面の隆起速度」と「シミュレーションによる鉛直変位量」とは，異なる次元を持つこと
から直接的な比較ができない。そのため，それぞれの最大値が同じ位置となる様に誇張率を調
整して重ね合わせることとする。

2-1 2-2

△ ○

2-1 2-2

△ ○

アスペリティ位置
（西部，東部）

（上端，中段）

（上端，下端）

中央屈曲案（北限補間）

段丘の隆起速度調査結果

• 中央屈曲案（北限補間）の45°傾斜では，ア
スペリティ位置に依らず西側海岸及び東側海岸
の隆起速度分布がおおむね再現される。

海域は海底地形，陸域は接峰面
の等高線を示す。

断層（伏在断層）(  )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例
隆起再現断層案の地表トレース

隆起ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ凡例

海成段丘面の
隆起速度分布の再現性

領域の凡例
隆起再現断層の想定領域
（境界）

活動一回あたり鉛直変位量コンタ断面位置
兼，海成段丘面隆起速度投影断面位置

評価測線（北端付近）

参考-27
第871回審査会合

資料1-1P.8-57 一部修正

計算結果(4/9)：中央屈曲案(北限補間)(45°)(2/2)③再現性が保たれる範囲(6/11)



アスペリティ位置
（西部，東部）

（上端，中段）

（上端，下端）

海域は海底地形，陸域は接峰面
の等高線を示す。

「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（27/34）

断層長さ20.0ｋｍ，断層深度４～17ｋｍ，アスペリティ（１：１） ，傾斜（西部：60°， 東部：60°）

1-1. 1-2.

△ △

1-1. 1-2.

△ △

1-1

1-2

参考

1-1

1-2

参考

中央屈曲案（南限補間）

• 中央屈曲案（南限補間）は，中央屈曲案と南
限屈曲案とを補間した配置としている。

• 中央屈曲案（南限補間）の60°傾斜では，ア
スペリティ位置に依らず，「大間付近の隆起域」
の規模及び配置がおおむね再現される。

M0=4.93 E+18

段丘の隆起速度調査結果

断層（伏在断層）(  )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例
隆起再現断層案の地表トレース

隆起ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ凡例

領域の凡例

大間付近の隆起域

隆起再現断層の想定領域
（境界）

累積的な変位の再現性

参考-28
第871回審査会合

資料1-1P.8-58 一部修正

計算結果(5/9)：中央屈曲案(南限補間)(60°)(1/2)③再現性が保たれる範囲(7/11)



「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（28/34）

，傾斜（西部：60°， 東部：60°）断層長さ20.0ｋｍ，断層深度４～17ｋｍ，アスペリティ（１：１）

「海成段丘面の隆起速度」と「シミュレーションによる鉛直変位量」とは，異なる次元を持つこと
から直接的な比較ができない。そのため，それぞれの最大値が同じ位置となる様に誇張率を調
整して重ね合わせることとする。

2-1 2-2

○ △

2-1 2-2

△ △

中央屈曲案（南限補間）

海域は海底地形，陸域は接峰面
の等高線を示す。

アスペリティ位置
（西部，東部）

（上端，中段）

（上端，下端）

段丘の隆起速度調査結果

• 中央屈曲案（南限補間）の60°傾斜では，ア
スペリティ位置に依らず西側海岸及び東側海岸
の隆起速度分布がおおむね再現される。

断層（伏在断層）(  )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例
隆起再現断層案の地表トレース

隆起ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ凡例

海成段丘面の
隆起速度分布の再現性

領域の凡例
隆起再現断層の想定領域
（境界）

活動一回あたり鉛直変位量コンタ断面位置
兼，海成段丘面隆起速度投影断面位置

評価測線（北端付近）

参考-29
第871回審査会合

資料1-1P.8-59 一部修正

計算結果(6/9)：中央屈曲案(南限補間)(60°)(2/2)③再現性が保たれる範囲(8/11)



アスペリティ位置
（西部，東部）

（上端，中段）

（上端，下端）

海域は海底地形，陸域は接峰面
の等高線を示す。

「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（29/34）

断層長さ20.0ｋｍ，断層深度４～17ｋｍ，アスペリティ（１：１） ，傾斜（西部：45°， 東部：45°）

1-1. 1-2.

× ×

1-1. 1-2.

× ×

1-1

1-2

参考

1-1

1-2

参考

中央屈曲案（南限補間）

• 中央屈曲案（南限補間）は，中央屈曲案と南
限屈曲案とを補間した配置としている。

• 中央屈曲案（南限補間）の45°傾斜では，ア
スペリティ位置に依らず，「大間付近の隆起域」
より規模が大きく，配置がずれており，再現性
が無い。

M0=6.70 E+18

段丘の隆起速度調査結果

断層（伏在断層）(  )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例
隆起再現断層案の地表トレース

隆起ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ凡例

領域の凡例

大間付近の隆起域

隆起再現断層の想定領域
（境界）

累積的な変位の再現性

参考-30
第871回審査会合

資料1-1P.8-60 一部修正

計算結果(7/9)：中央屈曲案(南限補間)(45°)(1/2)③再現性が保たれる範囲(9/11)



「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（30/34）

，傾斜（西部：45°， 東部：45°）断層長さ20.0ｋｍ，断層深度４～17ｋｍ，アスペリティ（１：１）

「海成段丘面の隆起速度」と「シミュレーションによる鉛直変位量」とは，異なる次元を持つこと
から直接的な比較ができない。そのため，それぞれの最大値が同じ位置となる様に誇張率を調
整して重ね合わせることとする。

2-1 2-2

△ △

2-1 2-2

△ △

中央屈曲案（南限補間）

海域は海底地形，陸域は接峰面
の等高線を示す。

アスペリティ位置
（西部，東部）

（上端，中段）

（上端，下端）

段丘の隆起速度調査結果

• 中央屈曲案（南限補間）の45°傾斜では，ア
スペリティ位置に依らず西側海岸及び東側海岸
の隆起速度分布がおおむね再現される。

断層（伏在断層）(  )

震源として考慮する活断層(   )

連続性のない断層

向 斜 軸
背 斜 軸

地質構造要素凡例
隆起再現断層案の地表トレース

隆起ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ凡例

海成段丘面の
隆起速度分布の再現性

領域の凡例
隆起再現断層の想定領域
（境界）

活動一回あたり鉛直変位量コンタ断面位置
兼，海成段丘面隆起速度投影断面位置

評価測線（北端付近）

参考-31
第871回審査会合

資料1-1P.8-61 一部修正

計算結果(8/9)：中央屈曲案(南限補間)(45°)(2/2)③再現性が保たれる範囲(10/11)



海域は海底地形，陸域は接峰面の等高線を示す。

「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（31/34）

• 中央屈曲案（北限補間）は，60°傾斜では「大間付近の隆起域」の地形発達過
程の再現性があるが，45°傾斜では再現性が無い。

• 中央屈曲案（南限補間）は，60°傾斜では「大間付近の隆起域」の地形発達過
程の再現性があるが，45°傾斜では再現性が無い。

大間付近の隆起域

領域の凡例 段丘の隆起速度調査結果

指標値 1-1の評価：

再現性良い〇： 「大間付近の隆起域」において，
活動一回当たり鉛直変位量0.05m
以上の領域と重なる部分が80％
を超える。

再現性有り △： （同上） 70％を超える。

再現性無し ×： （同上） 70％以下。

指標値 1-2の評価：

再現性良い〇： 活動一回当たり鉛直変位量0.05m
以上の領域において，「大間付近
の隆起域」と重なる部分が80％を
超える。

再現性有り △： （同上） 70％を超える。

再現性無し ×： （同上） 70％以下。

累積的な変位の再現性の評価基準

隆起速度分布の再現性の評価基準

着目点 2-1の評価：

再現性良い〇： 西側海岸に沿う隆起速度が0.25(m/ky)付近より下では直線
状，超えると「上に凸」となる分布形状が再現され，位置が
おおむね一致する。

再現性有り△： 直線状から「上に凸」への変化の再現性は明瞭でないが，
位置がおおむね一致する。

再現性無し×： 位置の乖離が大きい

着目点 2-2の評価：

再現性良い〇： 広く起伏の少ない頂部が再現され，東側海岸における乖
離の最大が1/4未満。

再現性有り△： 広く起伏の少ない頂部が再現される，または尖った頂部と
なるものの，東側海岸における乖離の最大が1/3未満。

再現性無し×： 広く起伏の少ない頂部が再現される，または尖った頂部と
なり，東側海岸における乖離の最大が1/3以上。

大間原子力発電所

中央屈曲案（北限補間）

中央屈曲案（南限補間）

隆起再現断層の地表トレース

隆起再現断層の想定領域
（境界）

中央屈曲案
西部 東部

６０° ６０°

1-1 1-2 2-1 2-2 1-1 1-2 2-1 2-2

上端 中段 ○ ○ △ ○ △ △ ○ △

上端 下端 ○ ○ △ ○ △ △ △ △

1-1 1-2 2-1 2-2 1-1 1-2 2-1 2-2

上端 中段 △ × △ ○ × × △ △

上端 下端 △ × △ ○ × × △ △

４５° ４５°

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ位置

北限補間 南限補間

評価結果 「断層長さ20ｋｍ,断層深度４～17ｋｍ，ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（1:1）」

（活動一回あたり鉛直変位量コンタ断面位置
兼，海成段丘面隆起速度投影断面位置）

評価測線（北端付近）

参考-32
第871回審査会合

資料1-1P.8-62 一部修正

計算結果(9/9)：補間案の評価③再現性が保たれる範囲(11/11)



• 隆起再現断層案を複数定め，隆起シミュレーションのパラメータスタディ
により「大間付近の隆起域」における地形発達過程が再現される地下の
構造（傾斜，アスペリティ）及びその地表トレースが許容される領域（「地
表出現領域」）を評価する。

• 上記の再現性が認められる地下の構造は，北限屈曲案の45°傾斜及
び直線屈曲案の60°傾斜となるため，これらが「隆起再現断層」となる。

• 北限屈曲案の45°傾斜の「地表出現領域」は，中央屈曲案（北限補間）
において再現性が無くなることから，北限屈曲案の地表トレース極近傍と
考えられるが，ここでは中央屈曲案（北限補間）までの領域とする。

• 中央屈曲案の60°傾斜の「地表出現領域」は，再現性が保たれる中央
屈曲案（北限補間）から中央屈曲案（南限補間）までの領域とする。

北限屈曲案 中央屈曲案 南限屈曲案

西部 東部 （比較） (北限補間) （基本） (南限補間) （比較）

６０° ６０° ６０° ６０° ６０°

上端 中段

上端 下端

４５° ４５° ４５° ４５° ４５°

上端 中段

上端 下端

除外

除外除外

可

可 可 可

可

除外

除外

除外 除外

除外除外除外

除外

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ位置

除外 可 可

可

評価結果 「断層長さ20ｋｍ，断層深度４～17ｋｍ，ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（1:1）」

（本図では省略）

海域は海底地形，陸域は接峰面の等高線を示す。

大間原子力発電所

隆起再現断層

北限屈曲案（南傾斜45度）の地表出現領域

北限屈曲案「中新統の谷状構造」（比較）
中央屈曲案（北限補間）

海域は海底地形，陸域は接峰面の等高線を示す。

大間原子力発電所

隆起再現断層

中央屈曲案（南傾斜60度）の地表出現領域

中央屈曲案「更新統中の傾斜不連続」（基本）
中央屈曲案（北限補間）
中央屈曲案（南限補間）

「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（32/34）

隆起再現断層の想定領域（境界）

参考-33
第871回審査会合

資料1-1P.8-63 一部修正

まとめ(1/3)：評価結果


Sheet1

		ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ位置 イチ								北限屈曲案 ホクゲン クッキョク アン				中央屈曲案 チュウオウ クッキョク アン												南限屈曲案 ナンゲン クッキョク アン

		西部 セイブ		東部 トウブ						（比較） ヒカク				(北限補間) ホクゲン ホカン				（基本） キホン				(南限補間) ナンゲン ホカン				（比較） ヒカク

				
		６０°				６０°				６０°				６０°				６０°				６０°

		上端 ジョウタン		中段 チュウダン		○		○		除外 ジョガイ				可 カ				可 カ				可 カ				除外 ジョガイ

		上端 ジョウタン		下端 カタン		○		○		除外 ジョガイ				可 カ				可 カ				可 カ				除外 ジョガイ

				
		４５°				４５°				４５°				４５°				４５°				４５°

		上端 ジョウタン		中段 チュウダン		○		△		可 カ				除外 ジョガイ				除外 ジョガイ				除外 ジョガイ				除外 ジョガイ

		上端 ジョウタン		下端 カタン		○		△		可 カ				除外 ジョガイ				除外 ジョガイ				除外 ジョガイ				除外 ジョガイ







• 「隆起再現断層」は，北限屈曲案（南傾斜45度），中央屈曲案（南傾斜60度）の２条となる。

• 北限屈曲案の45°傾斜の「地表出現領域」は，北限屈曲案の地表トレースから中央屈曲案（北限補間）までの領域とする。

• 中央屈曲案の60°傾斜の「地表出現領域」は，中央屈曲案（北限補間）から中央屈曲案（南限補間）までの領域とする。

• これら「隆起再現断層」のアスペリティは，屈曲した地下の構造の西部と東部に均等に分割し，西部ではF-14断層直下の地下の構造の上端，東部では地下の構造の
中央又は下端に配置するものとする。

海域は海底地形，陸域は接峰面の等高線を示す。

大間原子力発電所

隆起再現断層の想定領域（境界）

隆起再現断層「北限屈曲案（南傾斜45度）」

北限屈曲案（南傾斜45度）の地表出現領域

北限屈曲案（南傾斜45度）

南端「中央屈曲案（北限補間）」

地表出現領域

隆起再現断層「中央屈曲案（南傾斜60度）」

中央屈曲案（南傾斜60度）の地表出現領域

中央屈曲案（南傾斜60度）

北端「中央屈曲案（北限補間）」

南端「中央屈曲案（南限補間）」

地表出現領域

地下の構造「北限屈曲案（南傾斜45度）」
西部（F-14断層） ： 東部（陸域隆起）

・断層長さ 10.0 ｋｍ 10.0ｋｍ
・幅（傾斜角） 18.4 ｋｍ（45°） 18.4 ｋｍ(45°)
・走向 Ｎ 90°Ｅ N120°E
・アスペリティ位置 上端 中段，下端
・アスペリティ面積比 １ １

地表出現領域（南端）「中央屈曲案（北限補間）」
西部 ： 東部

・長さ 10.0 ｋｍ 10.0 ｋｍ
・傾斜角 45° 45°
・走向 Ｎ99°Ｅ Ｎ113°Ｅ

上端深さ：4km

隆起再現断層の設定条件 「北限屈曲案（南傾斜45度）」

地下の構造「中央屈曲案（南傾斜60度）」
西部（F-14断層） ： 東部（陸域隆起）

・断層長さ 13.1 ｋｍ 6.9 ｋｍ
・幅（傾斜角） 15.0 ｋｍ（60°） 15.0 ｋｍ（60°）
・走向 Ｎ 107°Ｅ Ｎ140°Ｅ
・アスペリティ位置 上端 中段，上端
・アスペリティ面積比 １ １

地表出現領域（北端）「中央屈曲案（北限補間）」
西部 ： 東部

・長さ 10.0 ｋｍ 10.0 ｋｍ
・傾斜角 60° 60°
・走向 Ｎ99°Ｅ Ｎ113°Ｅ

地表出現領域（南端）「中央屈曲案（南限補間）」
西部 ： 東部

・長さ 10.15 ｋｍ 9.85 ｋｍ
・傾斜角 60° 60°
・走向 Ｎ107°Ｅ Ｎ133°Ｅ

上端深さ：4km

隆起再現断層の設定条件 「中央屈曲案（南傾斜60度）」

参考-34「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（33/34）
第871回審査会合

資料1-1P.8-66 一部修正

まとめ(2/3)：評価結果



• 「隆起再現断層」は，北限屈曲案（南傾斜45度），中
央屈曲案（南傾斜60度）の２条であり，図に示す「地表
出現領域」を考慮する。

• これら「隆起再現断層」のアスペリティは，屈曲した地
下の構造の西部と東部に均等に分割し，西部ではF-
14断層直下の地下の構造の上端，東部では地下の構
造の中央又は下端に配置するものとする。

海域は海底地形，陸域は接峰面の等高線を示す。

隆起再現断層の地表出現領域

北限屈曲案（南傾斜45度）の地表出現領域

中央屈曲案（南傾斜60度）の地表出現領域

震源として考慮する「隆起再現断層」と「地表出現領域」

大間原子力発電所

隆起再現断層

北限屈曲案（南傾斜45度）

中央屈曲案（南傾斜60度）

参考-35「大間付近の隆起域」と「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認（34/34）
第871回審査会合

資料1-1P.8-69 一部修正

まとめ(3/3)：評価結果



（余白）

参考-36



第871回審査会合

資料1-1P.8-4 一部修正 参考-37

Yes

Yes

No

No

地質・地質構造の検討に基づく震源モデルの設定条件

① 「大間付近の隆起域の規模・配置につい
て，隆起シミュレーション」による再現性を検
討。

② 海成段丘面の隆起速度分布について，
隆起シミュレーションによる再現性を検討。

③ 地表トレース位置を変えて，「大間付近の
隆起域」及び海成段丘の隆起速度分布の再
現性が保たれる範囲を検討。

Yes

No

再現性のない
地下の構造を除外

再現性が保たれない
地表トレース位置を除外

（更新世の地形発達過程の検討）

隆起再現断層の
地下の構造
（傾斜，ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ）
の検討

隆起再現断層の
地表トレースの
検討

大間付近の隆起域
が再現される

段丘の隆起速度分布
が再現される

再現性が保たれる

再現性のない
地下の構造を除外

隆起再現断層の地下の構造（傾斜，アスペリティ）が満たすべき条件，地表トレースが許容される領域（「地表出現領域」）

検討 4)「大間付近の隆起域」と」「隆起再現断層の想定領域」との整合性の確認

検討 5)震源モデルの設定

基本方針に基づく仮想的な活断層の検討：検討4)及び検討5)の検討項目

震源モデルの設定（1/4）



震源として考慮する「隆起再現断層」と「地表出現領域」（1/2）

海域は海底地形，陸域は接峰面の等高線を示す。

• 「隆起再現断層」は，広域応力場，地形・地質構造，
重力構造及び地形発達過程の総合的な検討により，
後期更新世以降の活動が認められない過去の地質構
造を考慮するなどして，北限屈曲案（南傾斜45度）及
び中央屈曲案（南傾斜60度）の２条を評価する。

• 「隆起再現断層」は，地震動評価において「地表出現
領域内」での位置の不確かさを考慮する。

• ２条の「隆起再現断層」及びそれら「地表出現領域」
の諸元を次頁に示す。

大間原子力発電所

隆起再現断層

北限屈曲案（南傾斜45度）

中央屈曲案（南傾斜60度）

隆起再現断層の地表出現領域

北限屈曲案（南傾斜45度）の地表出現領域

中央屈曲案（南傾斜60度）の地表出現領域

第871回審査会合

資料1-1P.9-4 一部修正 参考-38震源モデルの設定（2/4）



隆起再現断層

（基本モデル）

断層長さ 断層傾斜角
断層面の位置

(走向)
ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ位置

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ面積比
（西部：東部）

前頁の図
との対応

西部：10.0km

東部：10.0km
４５°

西部：N 90°E

東部：N120°E

（西部）

水平位置： F-14断層の直下

深度位置： 地下の構造の上端

（東部）

地表トレース中央

地下の構造の中段

１：１
緑線「北限屈曲案（南傾斜45度）」

に相当

地表出現領域

境界線長さ 境界面傾斜角
境界線の位置

(走向)
― ―

前頁の図
との対応

西部：10.0km

東部：10.0km

４５°

西部：N 90°E

東部：N120°E

― ―

緑線「北限屈曲案（南傾斜45度）」

に相当

西部：10.0km

東部：10.0km

西部：N 99°E

東部：N113°E

緑縦ハッチと青斜ハッチの境界

「中央屈曲案（北限補間）」に相当

• ２条の「隆起再現断層」を地震動評価で検討する際の基本モデルについて，地質・地質構造の検討に基づく設定条件（断層長さ，断層傾斜
角，断層面の位置，アスペリティ位置，アスペリティ比）及び断層面の位置の不確かさとして「地表出現領域」の境界を整理して示す。

• 東部のアスペリティ位置については，地下の構造の中段または下端と評価されるが，敷地への影響が大きい中段を基本モデルとする。

隆起再現断層

（基本モデル）

断層長さ 断層傾斜角
断層面の位置

(走向)
ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ位置

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ面積比

（西部：東部）

前頁の図
との対応

西部：13.1km

東部： 6.9km
６０°

西部：N107°E

東部：N140°E

（西部）

水平位置： F-14断層の直下

深度位置： 地下の構造の上端

（東部）

地表トレース中央

地下の構造の中段

１：１
青線「中央屈曲案（南傾斜60度）」

に相当

地表出現領域

境界線長さ 境界面傾斜角
境界線の位置

(走向)
― ―

前頁の図
との対応

西部：10.0km

東部：10.0km

６０°

西部：N 99°E

東部：N113°E

― ―

緑縦ハッチと青斜ハッチの境界

「中央屈曲案（北限補間）」に相当

西部：10.15km

東部： 9.85km

西部：N107°E

東部：N133°E

青斜ハッチの南限境界
「中央屈曲案（南限補間）」に相当

北限屈曲案（南傾斜45度）

中央屈曲案（南傾斜60度）

第871回審査会合

資料1-1P.9-5 再掲 参考-39震源モデルの設定（3/4）

震源として考慮する「隆起再現断層」と「地表出現領域」（2/2）



「隆起再現断層」による地震の地震動評価における検討ケースと
地質・地質構造の検討に基づく設定条件

第871回審査会合

資料1-1P.9-6 再掲

「隆起再現断層」による地震の地震動評価における検討ケースについて，地質・地質構造の検討に基づく設定条件を踏まえ，以下のとおり設定する。

・ 基本震源モデルは，前頁（P.9-5）に示す「隆起再現断層」の基本モデルの諸元で設定する。

・ 断層長さ，断層傾斜角，アスペリティ位置，アスペリティ面積比については，地質・地質構造の検討に基づき設定しており，不確かさを考慮しない。

・ 断層面の位置（走向）については，地質・地質構造の検討に基づき，「地表出現領域」のそれぞれの南端まで不確かさを考慮する。

・ 短周期レベルの不確かさは，新潟県中越沖地震の知見を踏まえ，経験式の1.5倍を考慮する。

・ 敷地からの距離が近いことから，断層面の位置（走向）の不確かさと短周期レベルの不確かさとの重畳を考慮する。

項目
断層長さ

（km）
断層幅
(km)

断層傾斜角
(°)

短周期レベル
断層面の位置

（走向）
アスペリティ位置 アスペリティ面積比

（西部：東部）
破壊

開始点西部 東部

基本震源モデル 20.0 18.4 45 レシピ
西部：N90°E
東部：N120°E

F-14断層直下
断層上端

地表トレース中央
断層中段

１：１ 複数設定

不
確
か
さ

短周期レベルの不確かさ 20.0 18.4 45 レシピ×1.5
西部：N90°E
東部：N120°E

F-14断層直下
断層上端

地表トレース中央
断層中段

１：１ 複数設定

断層位置の不確かさ 20.0 18.4 45 レシピ
西部：N99°E
東部：N113°E

F-14断層直下
断層上端

地表トレース中央
断層中段

１：1 複数設定

短周期レベルと断層位置の
不確かさを重畳させたケース

20.0 18.4 45 レシピ×1.5
西部：N99°E
東部：N113°E

F-14断層直下
断層上端

地表トレース中央
断層中段

１：1 複数設定

■中央屈曲案60°傾斜を基本震源モデルとした場合の検討ケース

■北限屈曲案45°傾斜を基本震源モデルとした場合の検討ケース

項目
断層長さ

（km）
断層幅
(km)

断層傾斜角
(°)

短周期レベル
断層面の位置

（走向）
アスペリティ位置 アスペリティ面積比

（西部：東部）
破壊

開始点西部 東部

基本震源モデル 20.0 15.0 60 レシピ
西部：N107°E
東部：N140°E

F-14断層直下
断層上端

地表トレース中央
断層中段

１：１ 複数設定

不
確
か
さ

短周期レベルの不確かさ 20.0 15.0 60 レシピ×1.5
西部：N107°E
東部：N140°E

F-14断層直下
断層上端

地表トレース中央
断層中段

１：１ 複数設定

断層位置の不確かさ 20.0 15.0 60 レシピ
西部：N107°E
東部：N133°E

F-14断層直下
断層上端

地表トレース中央
断層中段

１：1 複数設定

短周期レベルと断層位置の
不確かさを重畳させたケース

20.0 15.0 60 レシピ×1.5
西部：N107°E
東部：N133°E

F-14断層直下
断層上端

地表トレース中央
断層中段

１：1 複数設定

（太枠内は，地質・地質構造の検討に基づく設定条件）

（太枠内は，地質・地質構造の検討に基づく設定条件）

（太枠内は，地質・地質構造の検討に基づく設定条件）

（太枠内は，地質・地質構造の検討に基づく設定条件）

参考-40震源モデルの設定（4/4）




